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りそなの集中再生期間の取り組みについて

「りそな再生」に向けた集中再生期間におけるグループ各社の取り組みをご報告します。

りそなグループでは、「集中再生期間」中（平成１７年３月末まで）に「量から質への転換」「透明性のあるスピード経

営」「銀行業から金融サービス業への進化」という３つの経営の姿を実現することを目指し、「Ⅰ. 持続的な黒字経営

への体質転換」「Ⅱ. 企業風土変革に向けた内部改革」「Ⅲ. 新しい事業モデルへの挑戦」に取り組んでいます。平成

１６年３月期におけるこうした改革への主な取り組み状況は、以下のとおりです。

Ⅰ. 持続的な黒字経営への体質転換

（１）リスク要因の最小化

りそなグループでは、「集中再生期間」において「持続的な黒字経営への体質転換」を確実に果たしていくため、将来

のリスク要因を抜本的に排除・極小化すべく、平成１５年９月中間決算を中心に、以下を主な内容とする財務改革を

断行しました。

＜「財務改革」の主な内容＞

● 不良債権処理の加速

緊密者取引の見直しと関連会社のノンバンク事業からの撤退

早期の企業再生を踏まえたキャッシュ・フロー・ベースの引当強化等

● 退職給付不足金の前倒し処理

● グループの早期再生に向けた諸施策に伴う事業再構築損失等の計上

固定資産減損会計を、グループ各銀行およびその子会社において平成１６年３月期より早期適用

● 繰延税金資産の更なる減額を通じた自己資本の質的向上

●抜本的な不良債権処理の実施

りそなグループでは、これまでも不良債権のオフバランス化や貸倒引当金の強化等、不良債権に対する処置や対応

を積極的に進めてきましたが、平成１６年３月期におきましては、将来のリスク要因を極小化するため、さらに踏み込

んだ不良債権処理を実施しました。

具体的には、自己査定や担保評価の一層の厳格化、キャッシュ・フロー見積法（ＤＣＦ法）の適用拡大等による貸倒

引当金の充実、また、事業再生支援に伴う損失計上や不良債権のオフバランス化、子会社関連会社の整理売却等に

伴う損失等により、平成１６年３月期において１兆３,２８４億円（りそな銀行、埼玉りそな銀行、近畿大阪銀行、奈良銀行

の４行合算ベース）の与信関連費用を計上、不良債権問題との決別に向けた抜本的な処理を実施しました。
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りそなグループでは、不良債権比率の低減を大きな経営目標に掲げており、オフバランス化の加速や企業再生へ

の取り組みを積極的に進めています。

企業再生に向けて、大口の要管理先や再生見込みのある破綻懸念先を対象にした本部直轄管理体制を整備すると

ともに、中小企業等再生ファンドの組成や再生支援専門部署を設置するなど、積極的な取り組みを行ってきました。

こうした取り組みの結果、平成１６年３月末の金融再生法基準の開示不良債権額（４行合算ベース）は平成１５年９月

末比４０％強の削減となる１８,８４１億円となりました。この結果、不良債権比率は平成１５年９月末の１１.２％から

６.７％にまで大幅に低下しています。今後も引き続き、不良債権の処理促進、早期再生に努め、平成１７年３月末の不

良債権比率「３％台」の達成に向けた取り組みを強化していきます。

■債務者区分ごとの引当率等の推移（４行合算）
不良債権に対する引当を大幅に強化

平成１５年３月末 平成１６年３月末

引当金　　　　担保・保証等　　　　非保全部分　　　非保全部分引当率（右目盛）

破綻・実質破綻先
平成１５年３月末 平成１６年３月末

破綻懸念先

６２.６％

平成１５年３月末 平成１６年３月末
要管理先

２７.８％

５１.３％

■金融再生法基準開示債権額の推移（４行合算）

開示不良債権額は平成１５年度下半期に４０％強減少、
不良債権比率も６.７％まで低下

平成１５年３月末

要管理債権　　　　危険債権　　　　破産更生等債権　　　不良債権比率（右目盛）

９.３％

２９,０６３
３２,１９０

平成１５年９月末

１１.２％

平成１６年３月末

６.７％

半年で４０％強
の減少

（単位：億円） （単位：％）

（単位：％）

０ ０ 

２０ ２０ 

４０ ４０ 

６０ ６０ 

８０ ８０ 

１００ １００ 

１８,８４１

１００％

８９.２％
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（２）高コスト体質の改善

●人件費の削減

社員の処遇につきましては、多額の公的資本増強を踏まえ、賞与の全額カットおよび定例給与の平均７％のベースダ

ウン（平成１５年１０月より実施）を行いました。これらの結果、社員の年収水準は平均３割程度の引き下げとなり、平

成１６年３月期の人件費は前期比△３４０億円の１,２５５億円となりました。

また、平成１６年３月末の従業員数は、早期転職支援制度の導入等を通じ、前期末比△３,２１８人の削減となる１６,０８９

人となりました。

■人件費（経営健全化計画ベース） （単位：億円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期 平成１６年３月期
実績 計画 実績 平成１５年３月期比 計画比

グループ各銀行合算 １,５９５ １,２５８ １,２５５ △３４０ △３

■従業員数（経営健全化計画ベース） （単位：人）

平成１５年３月末 平成１６年３月末 平成１６年３月末
実績 計画 実績 平成１５年３月末比 計画比

グループ各銀行合算 １９,３０７ １６,６０７ １６,０８９ △３,２１８ △５１８

０ 

３,０００ 

６,０００ 

９,０００ 

１２,０００ 

１５,０００ 

●保有株式の圧縮

政策保有株式の残高につきましては、お取引先のご理解を得ながら、平成１６年３月期に簿価ベースで７,０００億円を

超える売却を実施しました。この結果、「その他有価証券」のうち上場株式等の時価のある株式の平成１６年３月末残

高はグループ合算で６,２７０億円となり、グループ連結ベースのＴｉｅｒⅠ資本額の約７割程度の水準にまで圧縮を進め

ています。

なお、政策株式の保有につきましては、ゼロベースでの見直しを継続し、平成１７年３月末までにグループ合計

４,０００億円（うちりそな銀行３,０００億円）まで圧縮を行う計画です。

■保有株式残高の推移（４行合算、りそな銀行）

投資株式（上場・店頭）は年間で５０％を超える圧縮を行い、
株価変動リスクを大幅に圧縮

平成１５年３月末

４行合算　　　　 りそな

１３,１６６

１１,６７２

平成１５年９月末

９,１０７

７,７４８

平成１６年３月末

６,２７０
５,１８３

（単位：億円）

（ご参考）
りそなホールディングス
平成１６年３月末

連結ＴｉｅｒⅠ８,９８３億円

※銀行勘定の計数
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■物件費 （単位：億円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期 平成１６年３月期
実績 計画 実績 平成１５年３月期比 計画比

グループ各銀行合算 ２,７３０ ２,７６０ ２,６５５ △７５ △１０５

●物件費の削減

平成１６年３月期の物件費は、一層の経費削減に努めた結果、前期比△７５億円の２,６５５億円となり、計画を上回るコ

スト削減を果たすことができました。

－システム関連経費の削減－

りそなグループでは、最新の情報技術（ＩＴ：ＩｎｆｏｒｍａｔｉｏｎＴｅｃｈｎｏｌｏｇｙ）を活用することでＩＴ戦略対応力を強化す

るとともに、さらなるシステム関連費用の削減に向けて、業務運営のあり方やＩＴコスト構造を抜本的に変革してい

くこととしています。こうした観点より、りそなグループのうち、旧あさひ銀行システムの開発・運用に係る業務の

ＩＴアウトソーシングを株式会社エヌ・ティ・ティ・データに委託することで正式合意しました。また、本件ＩＴアウト

ソーシングの開始に伴い、りそな銀行が保有するＩＴ資産をアウトソーサーへ売却しました。

システム開発・運用業務をアウトソーシングすることにより、今後計画しているりそな銀行のシステム統合を円滑

かつ低コストで遂行することが可能となり、またエヌ・ティ・ティ・データの持つ最新のＩＴ技術を活用することにより、

新商品・サービスの提供を通じて、お客さまの利便性をさらに向上させていきます。

－不動産関連経費、業務委託費の削減－

高コスト体質を抜本的に是正するため、分散するグループの本部機能等を東京・大阪の本社ビルへ集約したほか、

店舗形態の変革や共同店舗化、遊休不動産の早期処分等による不動産関連経費の削減、業務運営プロセスの見直

しや委託先の変更等も含めた委託業務の見直しにより、業務委託費の削減を進めました。

●子会社・関連会社の見直し

子会社・関連会社については、リスクファクターの徹底的な排除、ならびに経営資源の効率化の観点からゼロベース

で見直しを行い、平成１７年３月末までにグループ各銀行を除く国内の子会社・関連会社数を平成１５年３月末の

約４分の１程度まで削減する計画としています。こうした計画のもと、平成１６年３月期において子会社・関連会社の

整理・再編を推し進めました結果、平成１６年４月１日現在の国内子会社・関連会社数は実質１３社（合併の確定してい

る会社等は実質１社として取り扱い）となり、平成１５年３月末時点の５０社から大幅に減少しました。
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■主な子会社・関連会社の業務見直し状況

主要な事業内容 会社名 集約・業務見直しの内容等

コンサルティング りそな総合研究所（株）

ベンチャー・キャピタル りそなキャピタル（株）

総合リース／ファクタリング あさひ銀リース（株）

（現「首都圏リース（株）」）

近畿大阪リース（株）

（現「近畿総合リース（株）」）

大和ファクター・リース（株）

（現「ディー・エフ・エル・リース（株）」）

あさひ銀ファイナンスサービス（株）

クレジットカード あさひカード（株）

（株）大和銀カード

（株）大阪カードサービス

人材派遣／事務受託等 大和オフィスサービス（株）

大和銀厚生サービス（株）

あさひ銀キャリアサービス（株）

近畿大阪ビジネスサービス（株）

信用保証 あさひ銀保証（株）

大和ギャランティ（株）

情報処理サービス あさひ銀総合システム（株）

（現「AGS（株）」）

大和銀総合システム（株）

（現「（株）DACS」）

システム開発／保守・運営 あさひ銀ソフトウェア（株）

（現「エヌ・ティ・ティ・データ・ソフィア（株）」）

ディアンドアイ情報システム（株）

ファイナンス／抵当証券 あさひ銀リテールファイナンス（株）

共同抵当証券（株）

証券業 あさひリテール証券（株）

（現「そしあす証券（株）」）

コスモ証券（株）

投資信託委託・投資顧問 りそなアセットマネジメント（株）

事務等受託 大和ビジネスサービス（株）

大和銀オペレーションビジネス（株）

大和銀総合管理（株）

あさひ銀ビジネスサービス（株）

りそなビデオ・カルチャー（株）

債権管理・回収 あさひ債権回収（株）

シンクタンク業務から撤退し、コンサルティング業務に特化

（１５/１０月）

社長等を社内公募により選考し、経営陣の大幅な若返りを実

施（１５/１０月）

ＵＦＪセントラルリース（株）と業務提携（１５/１２月）し、同社へ

株式譲渡（１６/２月）

三井リース事業（株）と業務提携（１５/１２月）し、同社へ株式譲

渡（１６/２月）

ダイヤモンドリース（株）と業務提携（１５/１２月）し、同社へ株

式譲渡（１６/１月）

併せて、大和ファクター・リースの代金回収部門、ファクタリ

ング部門を会社分割（１５/１２月）により、グループ内のあさひ

銀ファイナンスサービスへ統合（「りそな決済サービス」へ商

号変更）

グループ傘下カード会社のさらなる事業強化を目的として、

（株）クレディセゾンと戦略的な資本・業務提携を締結すること

を正式決定（１６/２月業務提携、資本参加は１６/７月以降を予定）

また１６/７月に３社が合併し、「りそなカード」へ商号変更

グループの人事関連子会社４社を合併により統合（１５/１２月）

（新社名「りそな人事サポート」）

あさひ銀保証が大和ギャランティを子会社とする親子型再編

を実施するとともに、商号を「りそな保証」へと変更（１６/４月）

グループ外の第三者に株式譲渡（１６/３月）

（株）アイネスに株式譲渡および同社と業務提携（いずれも

１６/３月）

あさひ銀ソフトウェアの株式を旧あさひ銀行システムのアウ

トソーサーとなる（株）エヌ・ティ・ティ・データに（１６/３月）、

またディアンドアイ情報システムの株式を旧大和銀行システ

ムのアウトソーサーである日本アイ・ビーエム（株）に譲渡

（１６/３月）

両社とも清算予定（１７/３月をめど）

全株式をグループ外の第三者に譲渡し、資本関係解消

（１５/１０月）

（株）ＣＳＫに対する一部株式の譲渡により、非関連会社化

（１６/４月）

ソシエテ・ジェネラル投資顧問（株）に株式譲渡および同社と

業務提携（いずれも１６/３月）

グループの事務代行子会社５社を合併により統合（１６/４月）

（新社名「りそなビジネスサービス」）

事業再生部を設置し、企業再生業務を開始（１５/１０月）

（新社名「りそな債権回収」（りそな再生サービサー））
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Ⅱ. 企業風土変革に向けた内部改革

（１）ガバナンスの強化

りそなグループでは、平成１５年６月にグループ外から会長および６名の社外取締役を招聘するとともに、委員会等

設置会社への移行（当社、りそな銀行）、グループ役員の大幅な若返りを実施し、新経営体制をスタートさせました。

さらに平成１５年１０月には、一層の適切な経営管理機能と牽制機能の発揮に向けて、当社およびりそな銀行で執行役

への若手抜擢を行うとともに（執行役の平均年齢は当社で約４歳、りそな銀行で約３歳若返り）、グループ各社におい

て、外部機関によるアセスメント・インタビューを実施する等の透明性・客観性の高い役員評価制度を導入しました。

また、平成１６年３月には、各役員の成果等に応じた業績連動型報酬制度の方向性を決定しました。

（２）組織風土改革

りそなグループでは、「りそな再生」に向けた道筋を確かなものとするため、サービス業の原点に立ち返り、お客さ

ま重視の姿勢を徹底するとともに、グループ社員の収益マインドを向上させることで「金融サービス業」への転換を

図ることを目指しています。

この基本方針のもと、全社員が危機感を持って、これまでの慣行や固定観念にとらわれず変革に向けた挑戦を続

けていく風土への改革を進めています。

こうした改革の一環として、お客さまの視点でものを考え、行動していくことを実践するため、りそな銀行および

埼玉りそな銀行において、地域の責任者に大幅に権限を委譲する「地域運営」をスタートさせました。

また、人材登用に関しては、支店長、子会社社長等の社内公募や、地域ＣＥＯや幹部人材等の社外からの登用を一

層進めるなど、新たな発想を導入することで組織の活性化を図ってきました。

さらに、りそな再生に向けた社内改革の一環として、若手を中心とした「りそな再生プロジェクトチーム」を平成

１５年７月、１１月に発足させ、同プロジェクトチームでの検討結果を経営陣に報告しています。また、直面する経営課

題に対し組織横断的な対応を行うことを目的として、「特命施策プロジェクトチーム」を制度化し、平成１６年１月より

導入しています。今後も引き続きこうした施策を展開することで、変革に挑戦する風土の確立に努めていきます。

また、役員につきましては、新たな評価制度や業績連動報酬の導入などさまざまな施策を進めていますが、一般

社員につきましても平成１６年７月より、成果主義、現場主義に基づく新たな人事評価制度を導入しています。

Ⅲ. 新しい事業モデルへの挑戦

●店舗チャネル改革

りそな銀行では、お客さまとの接点拡大に向けて、運営コストを大幅に抑えつつ、基本的な銀行機能を備えた有人

軽量化店舗「りそなパーソナルステーション」の設置を進めています。まずは、大阪地区３カ所（平成１６年２月、５月）、

首都圏３カ所（平成１６年３月、４月）でこうした店舗をスタートさせています。

また、中小企業のお客さまの利便性向上とリレーション強化や、個人のお客さまの住宅ローンのニーズにスピー

ド感を持って対応できるよう、専門有人チャネルであるセンターの機能拡充・拠点数拡大を実施しています。平成

１５年度下期には、グループ合算で中小企業サポートセンターを２４カ所、住宅ローンセンターを５カ所増設しました。

●営業時間の拡大

平成１５年１０月より、一部の営業店や住宅ローンセンターにおいて、平日営業時間延長および休日営業を開始してい
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ましたが、その後、金曜日や繁忙日の営業時間延長など、お客さまの利便性向上に向けて、順次、営業時間を拡大し

てきました。なお、平成１６年４月からは、こうした取り組みをより一層進展させ、全店規模（りそな銀行、埼玉りそな

銀行）での平日営業時間延長（１５:００～１７:００）を開始しました。

●「待ち時間ゼロ運動」の展開

待ち時間の改善については、お客さまへのアンケート等を通じ、特に多くのご意見をいただいておりました。サー

ビス業の原点に立ち返り、お客さまの声に応えていくことが重要であるとの考えから、りそな銀行、埼玉りそな銀行

および近畿大阪銀行において「待ち時間ゼロ＊」を目指す取り組みを平成１６年１月より実施しています。この結果、た

とえば平成１５年３月には平均約６.０分であったりそな銀行の全店平均待ち時間が、平成１６年３月には平均約１.４分に

まで短縮されるなど、お客さまから好評をいただいております。

※奈良銀行は「お待たせしない窓口づくり」を目指す取り組みを全店で開始。

＊「待ち時間」とは、お客さまが受付カードをお取りになってから窓口で受付するまでの時間です。

●パイロット店舗での新たな店舗運営の試行

りそな銀行では、お客さまの満足度をより一層高めるため、平成１６年２月より、６カ店（首都圏３カ店、関西圏３カ店）

を選定し、スタンディング・オペレーションの実施や、総合受付カウンターの設置、お客さまアドバイザーの導入等

を試行的に実施しています。今後、その効果やお客さまの反応等を多角的に分析・検証し、順次全店に拡大していく

予定です。

●地域運営の実施

平成１６年４月より、りそな銀行と埼玉りそな銀行において、お客さまに近い存在である地域の責任者に本部の権限

を大幅に委譲するという、新しいビジネスモデル「地域運営」を本格展開しています。

りそな銀行については、全国の営業店を３０の地域に分け、地域の責任者として「地域ＣＥＯ」を配置しました。埼玉

りそな銀行については、４地域に分け、「地域営業本部長」を配置しています。地域の責任者は、地域の営業施策の決

定、社員の人事や、地域のお客さまとのお取引に関する各種権限を有し、地域全体の収益および管理運営全般につ

いて責任を負っています。

地域運営の展開により、地域特性に応じた施策の実施や、地域のお客さまのニーズへのスピード感ある対応が可

能になり、従来の個別店ごとに収益拡大を目指す運営から、地域戦略に基づく地域単位での収益極大化を目指す運

営への転換を目指していきます。併せて、営業店組織のフラット化を図るため、副支店長ポストを廃止しました。

なお、りそな銀行では、異業種経験者のノウハウの吸収や社内の活性化などを目的として、公募を含めた４名の社

外人材を地域ＣＥＯに登用しています。

●ソリューション機能の強化

りそなグループでは、「金融サービス業」への進化を実現するため、ソリューションビジネスを強化していく方針として

いますが、りそな銀行では新設した法人ソリューション室内にビジネスソリューショングループを設置しました。こうし

た部署を中心として、ビジネスマッチングのための会員制クラブである「りそなベストパートナーズクラブ」の取り扱い

を開始するなど、お客さまである企業が抱えるさまざまな経営課題に対して、りそなの持つノウハウ、ネットワーク、人

材等のリソースを生かして全社的に解決支援する仕組みを整備し、さらなるビジネスチャンスの拡大に努めています。

また、平成１６年３月には、顧客ニーズへの対応力を強化する目的で、りそな銀行とみずほ証券との間で、Ｍ＆Ａ業

務に関する業務提携契約を締結しています。
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●サービスレベルの向上によるフィー収益の増強

貸出ボリュームの大幅な拡大が見込みにくいなか、ストック依存型の収益構造からの転換を目指し、手数料収益の

増強により一層注力してきました。

特に投資信託の販売については、証券会社ＯＢを中心とした採用を行い、約２２０名（りそな銀行で約１５０名、埼玉り

そな銀行で約７０名）の資金運用コンサルタントを営業店等に配置し、お客さまのニーズをとらえた販売力の強化を

図っています。こうした取り組みの結果、平成１６年３月期の投資信託販売実績は約６,０００億円（グループ合算）、同期

末残高は約９,８００億円（時価ベース）に達しています。今後も、商品ラインアップの拡充や資金運用コンサルタント

の本格稼働を通じ、多様化するお客さまの資金運用ニーズに的確にお応えしてまいります。

さらに、平成１６年４月には、りそな銀行、埼玉りそな銀行において、手数料体系をお客さまにとってわかりやすく

シンプルなものへと改定しました。また、お客さまに提供しているサービスに係る事務コストの一部をご負担いた

だくという基本的な考え方のもとで、休眠口座管理手数料を新設することとしました。こうした手数料体系の改定に

つきましては、ＡＴＭ利用手数料の無料時間帯拡大や、通帳不発行型の特典付総合口座「ＴＩＭＯ」（ティモ）の取り扱い

開始など、お客さまのニーズを踏まえたサービスレベルの向上とあわせて実施しています。

●中小企業貸出、ローン増強に向けた取り組み

りそなグループでは、従来からの強みである中小企業向け貸出やローンに重点を置いた貸出運営を行っています。

中小企業のお客さまの資金ニーズに積極的かつ迅速にお応えすることを目的として、平成１５年度下期より、代表者

個人保証を不要とした融資（りそな銀行）や、新型ビジネスローン（埼玉りそな銀行：平成１５年１１月より「保証革命」

「埼玉倶楽部」、りそな銀行：平成１６年１月より「スーパーリテール」）の取り扱いを開始しています。また、りそな銀行

（平成１５年１１月）、埼玉りそな銀行（平成１５年１２月）および近畿大阪銀行（平成１６年１月）において、貸出に係る部店

長の権限を拡大しています。

個人のお客さま向けのローンにつきましては、当社グループの強みである信託機能を活用したアパート・マン

ションローン（りそな銀行）、ノンリコース型アパート・マンションローン（りそな銀行）、住公証券化支援事業（買取

型）による超長期固定金利住宅ローン（りそな銀行、埼玉りそな銀行）等の取り扱いを開始しています。

また、住宅ローンセンターの増設や機能拡充等による推進体制の一層の強化も進めてきました。こうした取り組

みにより平成１６年３月末のグループ合算の住宅ローン残高は、前期末比＋８,４６２億円の増加となる９３,７３８億円と

なっています。

■住宅ローン残高の推移（４行合算）

グループ合算の住宅ローン残高は、１年間で約８,５００億円の増加、
住宅ローン比率も３５％を超える水準にまで上昇

平成１５年３月末

住宅ローン残高　　　　　住宅ローン比率（右目盛）

２８.９％

３２.４％

平成１５年９月末 平成１６年３月末

３５.４％

８８,３４４８５,２７６ ９３,７３８

（単位：億円） （単位：％）
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コーポレート・ガバナンス体制について

当社は、責任ある経営体制の確立ならびに経営に対する監視・監督機能の強化に向け、平成１５年６月２７日の定時株

主総会の承認を経て、邦銀初の委員会等設置会社に移行しました。併せて、経営の透明性向上に向け、グループ外

より代表執行役会長と社外取締役６名を招聘し、指名・報酬・監査の各委員会のみならず取締役会構成員も社外取

締役が過半数を占める経営体制を構築しています。取締役会は、法令上必要最低限の重要事項に係る意思決定と、

執行役の業務執行状況報告を行う場として、実質的な議論が最大限に可能となるような運営を行っています。これ

らによって、重要事項の意思決定と業務執行の監督は取締役会が、業務執行は執行役が行う役割分担を明確化し、

取締役会の監督機能の強化と、業務執行の迅速性向上に努めています。

取り組み状況等について
（取締役会）

取締役会は、経営上重要な事項の意思決定と執行役の業務執行の監督を行っています。構成員９名のうち社外取締役が

６名を占めており、経営の透明性を確保するとともに、幅広い見地からの活発な議論により議事の活性化を図っています。

また、取締役会における決議事項は法令上必要な事項に可能な限り限定する一方、取締役会の監督機能強化のため、執行

役による報告事項を充実させる運営を行っています。委員会等設置会社移行後、平成１６年３月までに２３回開催しており、こ

のほかにも必要に応じ取締役によるミーティング等を適宜開催しています。

（指名委員会）

指名委員会は、取締役３名（うち社外取締役２名、委員長は社外取締役）により構成され、株主総会に上程する取締役の選解

任議案の内容等を決定しています。委員会等設置会社移行後、平成１６年３月までに４回開催しており、取締役の選解任議案

のほか、当社役員に求められる具体的人材像等を協議・決定しています。

（報酬委員会）

報酬委員会は、取締役３名（うち社外取締役２名、委員長は社外取締役）により構成され、取締役および執行役が受ける個人

別の報酬の内容の決定に関する方針、ならびに個人別の報酬を決定しています。委員会等設置会社移行後、平成１６年３月

までに３回開催し、個人別の報酬額、新役員報酬制度等を協議・決定しています。

（監査委員会）

監査委員会は、取締役４名（うち社外取締役３名、委員長は社外取締役）により構成され、取締役および執行役の職務執行の監

査、ならびに会計監査人の選解任議案の決定等を行います。委員会等設置会社移行後、平成１６年３月までに１５回開催してい

ます。

（経営会議）

取締役会に付議する事項および執行役が行う決定のうち重要事項については、原則、経営会議で協議することとしていま

す。経営会議は執行役により構成され、各執行役の担当業務を踏まえた議論を積極的に行い、重要事項の決定に係る意思

決定プロセスの透明性を確保しています。

■コーポレート・ガバナンス体制

株 主 総 会

取 締 役 会

取締役の選任・解任

選任・解任 報告

指名委員会

構成員(○は委員長)
○林野　宏(社外)
渡邉正太郎(社外)
細谷英二

報告選任・解任

報酬委員会

構成員(○は委員長)
○小池俊二(社外)
渡邉正太郎(社外)
細谷英二

報告選任・解任

監査委員会

構成員(○は委員長)
○箭内　昇(社外)
荒川洋二(社外)
井上輝一(社外)
石橋雅夫

報告

適法性・妥当性監査

適法性・妥当性監査

選任・解任

執 行 役

経営会議
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内部監査体制について

内部監査とは

りそなグループにおいて「内部監査」とは、本部や営業店などの業務担当部署から独立した内部監査部署が、業務運営

の管理態勢の適切性および有効性等について、客観的かつ公平に検証・評価し、必要に応じて問題点の改善に向けた提

言等を行うこととしています。

各内部監査部署は、監査の対象とした部署に対し、必要に応じて指摘、提案、ならびに改善策や改善計画の策定を勧

告するとともに、改善の勧告を行った事項についてはその改善状況の管理を行います。また、内部監査結果を分析し、

必要に応じて監査の対象となった部署以外の業務担当部署に対しても、意見の具申や提案等を行います。

組織体制

りそなグループの経営理念に掲げた、「お客さまの信頼に応え」「透明な経営に努め」るために、内部監査の果たすべき

役割は非常に重大であるとの認識に立ち、以下のような体制で内部監査を実施しています。

委員会等設置会社であるりそなホールディングスおよびりそな銀行には、代表執行役ならびに執行部門を担当しない

内部監査担当執行役のもとに「内部監査部」をそれぞれ設置しています。さらに、両社には、内部監査に関する事項を協

議する等のための機関として、「経営会議」とは別に、代表執行役全員、内部監査部担当執行役ならびに内部監査部長で

構成される「内部監査協議会」を設置しています。

監査役設置会社である埼玉りそな銀行、近畿大阪銀行、奈良銀行ならびにりそな信託銀行には、各取締役会の指揮の

もとに内部監査部署を設置しています。そのうち、埼玉りそな銀行および近畿大阪銀行には、内部監査に関する基本的

な重要事項を決議する等のための機関として、取締役会に直属する「監査会議」を設置しています。

機能、役割

具体的な監査の計画策定にあたっては、りそなホールディングス内部監査部が、グループの内部監査の方針、対象、重点

項目等を盛り込んだ「内部監査基本計画」を作成し、りそなホールディングス取締役会の承認を得ます。

グループ各銀行の内部監査部署は、りそなホールディングス内部監査部の意見を求めながら各社の「内部監査基本計

画」を策定し、それぞれの取締役会の承認を得るとともに、りそなホールディングスの内部監査部長を経由して代表執行

役に報告します。

このように作成された「内部監査基本計画」に基づいて、りそなホールディングスおよびグループ各銀行の内部監査部

署は内部監査を実施しています。

■グループ内部監査体制
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●その他銀行（監査役設置会社） �埼玉りそな銀行、近畿大阪銀行（監査会議設置）
�奈良銀行、りそな信託銀行
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付議・報告
付議・報告
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グループのリスク管理体制について

リスク管理の基本的な考え方

昨年5月、当グループは公的資金申請という事態に至り、皆さまに多大なご迷惑をおかけいたしました。その原因

は、当グループのリスク管理体制が不十分であり、経営体力に比して過大なリスクテイクを行ったこと、またリスク

ファクターの早期圧縮に及び腰であったことと認識しています。

このような反省を踏まえて、以下の３原則を基本的考え方に据え、リスク管理重視の企業風土を確立しつつ、今後

のリスク管理にあたっていきます。

１．経営体力を超えたリスクテイクを行わない

２．顕在化した損失もしくは顕在化が予見される損失は、先送りせずに早期処理を行う

３．収益に見合ったリスクテイクを行う

グループのリスク管理体制

●りそなホールディングス

当グループのリスク管理の基本的な方針として｢グループリスク管理方針｣を定めています。リスク統括部署ならび

にリスク種類ごとのリスク管理部署を設け、グループ各銀行におけるリスクの状況を把握するとともに各銀行に対

して指導・助言を行っています。

●りそなグループ各銀行

｢グループリスク管理方針｣に則り、各々の業務の規模・特性等を踏まえて、別途リスク管理方針を定めています。

グループ各銀行においても、リスク種類ごとのリスク管理部署およびリスク統括部署を設置し、りそなホール

ディングスの方針・指導に沿って、それぞれの業務およびリスクの状況に応じたリスク管理を行っています。なお、

リスク管理上の重要事項の決定に際してはりそなホールディングスと事前協議を行うとともに、定期的にリスクの

状況をりそなホールディングスへ報告しています。

■りそなホールディングスとグループ各銀行との関係図
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信用リスク管理

●基本的な方針

信用リスクは、銀行業務を行ううえで生じるリスクのうち最も主要なもので、当グループでは、信用リスクを「与信

先の財務状況の悪化等から資産の価値が減少ないしは消失することにより損失を被るリスク」と定義しています。

りそなホールディングスでは、当グループのリスク管理の基本的な方針として「グループリスク管理方針」を定め

ており、さらに、グループ統一の信用リスク管理の基本原則として、平成１５年１２月に「グループ・クレジット・ポリ

シー」を制定し、信用リスク管理態勢の整備を進めています。

過去における個別与信に対する不十分な取り組みと、特定先・特定業種への与信集中が、公的資金による多額の

資本増強の主因となった反省を踏まえ、「グループ・クレジット・ポリシー」では、原理・原則に立ち返った厳格な「与

信審査管理」とリスク分散に重点を置いた「ポートフォリオ管理」を信用リスク管理の２つの柱と位置づけました。ま

た、「リレーションシップバンキングの機能強化に関するアクションプログラム」を反映し、お客さまへの説明責任や

担保・保証に過度に依存しない取り組みを明記しています。

グループ各銀行は「グループ・クレジット・ポリシー」に準拠し、自社のクレジット・ポリシーを制定しています。

●りそなホールディングス

グループ各銀行のリスク管理方針や規程、与信管理上の重要な施策に関する事前協議を通して、各銀行のリスク管

理体制について指導・助言を行っています。また、グループ各銀行の信用リスクの状況をモニタリングし、経営陣に

報告しています。

●グループ各銀行

クレジット・ポリシーをはじめとする信用リスク管理のための規程・基準を整備するとともに、営業推進部署と審査

部署を原則分離するなど、厳正な信用リスク管理態勢を構築しています。

■グループのリスク管理体制図

信用リスク 市場リスク 流動性リスク 事務リスク システム
リスク 法務リスク 信託財産の
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与信審査管理においては、信用格付・自己査定制度等により、与信先の信用状況を適切に評価するとともに、案件

の取上げにあたっては、資金使途、返済源資等の妥当性を適切に検証しています。また、クレジット・シーリング制

度等の厳正な運用により与信分散を徹底するとともに、リスクに見あった収益確保を徹底するなど、質の高いポー

トフォリオの構築に努めています。

グループの主要な銀行では、信用格付制度等に基づき、信用リスクの計量化を進めています。信用コスト（ポート

フォリオ全体で平均的に発生する損失）と信用リスク量（大口与信先の存在やデフォルト率の変動等によって信用コ

ストを超えて発生する損失額）を把握し、さまざまな角度から分析を行って、良質な与信ポートフォリオを構築する

よう努めています。信用リスクの計量化により算出された結果は、リスク限度の設定やリスクに応じた金利設定な

どに活用しています。

市場リスク管理

●基本的な方針

市場リスクとは、長短金利、債券・株式、外国為替等の相場変動から、保有する資産の価値が変動することにより損

失を被るリスク、また資産・負債間の金利約定期間・時点、基準金利の違いから、金利変動により損失を被るリスク

です。

市場リスクは、ポジション、バリュー･アット･リスク（ＶａＲ）、損益等を算出し、それらに対して各種限度を設けて

管理します。

なお、株式の価格変動リスクは、当グループにおける主要なリスクであるとの認識のもと、政策投資株式の保有

をゼロベースで見直し、圧縮に努めています。

●りそなホールディングス

グループ各銀行の市場リスクに関する限度設定および管理方針・管理規程の妥当性を検証するなど、グループ各銀

行へ指導や助言を行っています。また、グループ各銀行のＶａＲ、ポジション等の市場リスクの状況、市場取引の損益

情報、および各種限度の遵守状況を把握して管理するとともに経営陣に報告しています。

●グループ各銀行

各々の市場業務の位置づけを明確にし、その業務の規模や特性等に応じたリスク管理体制を整備しています。フロ

ント・オフィス（業務推進部署）やバック・オフィス（取引管理部署）から独立したミドル・オフィス（リスク管理部署）を

設置する等により相互牽制を図れる体制としています。ミドル・オフィス（リスク管理部署）は、ＶａＲ、ポジション等

の市場リスクの状況、市場取引の損益情報、および各種限度の遵守状況を管理し、経営陣に報告しています。

流動性リスク管理

流動性リスクとは、財務内容の悪化等により必要な資金が確保できなくなり、資金繰りがつかなくなる場合や、資金

の確保に通常よりも著しく高い金利の支払いを余儀なくされることにより損失を被るリスクです。

流動性リスク管理にあたっては、経営システム全体にとって最も基本的かつ重要なリスクであるとの認識のもと、

すべての経営戦略に先立って安定的な資金繰りを達成すべく管理しています。戦略・目標を定める際には流動性リ

スクを考慮するとともに、資金繰りの状況に応じた業務運営を行います。
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グループ各銀行は、自らの流動性リスクの状況に応じた管理指標を用いて資金繰りの状況を適切に把握し、必要

に応じて流動性リスクガイドラインを設定して管理しています。

りそなホールディングスは、グループ各銀行の流動性リスクの状況を日次で把握して経営陣に報告するとともに、

必要があれば資金繰り運営に関する指導を行って、グループの流動性リスクの状況を一元的に管理把握しています。

オペレーショナルリスク管理

オペレーショナルリスクとは、内部プロセス・人・システムが不適切あるいは機能しないこと、または外部要因によ

り生じる損失に関するリスクであり、以下の事務・システム・法務リスクを含む広義の概念です。当グループは、こ

れらのリスクを統括的に把握・管理する体制を整備していくとともに、リスクの計量化を含めたオペレーショナルリ

スク管理の高度化に積極的に取り組んでいます。

●事務リスク管理

事務リスクとは、役員および従業員が正確な事務を怠る、あるいは事故・不正等を起こすことにより損失を被るリス

クです。

業務プロセスや事務処理に関して、簡素化・集中処理化・システム化の対応を推進するとともに、教育・研修を継

続的に行っています。外部への業務委託の管理体制の構築も進めています。

また、事務過誤・不祥事件等の発生状況を定期的に把握し、事務リスクの所在および原因・性質を総合的に分析

することにより、その結果を再発防止ならびに事務リスクの軽減策の策定に生かし、事務リスク管理体制の強化に

努めています。

●システムリスク管理

システムリスクとは、コンピュータシステムのダウンまたは誤作動など、システムの不備等に伴い損失を被るリス

ク、さらにコンピュータが不正に使用されることにより損失を被るリスクです。

当グループでは、システムリスクを単に技術的な問題としてとらえるのではなく、顕在化した場合は社会的に影

響を与えて経営を揺るがしかねないリスクとして認識しています。そのため、システムに関する障害･不備防止対策、

不正防止対策等のリスク管理の基準を定めるとともに、システム障害を想定したコンティンジェンシープランを整

備することにより、システムリスクの軽減に努めています。

また、当グループのシステム統合にあたっては、障害防止対策や万一の事態に対する危機管理体制の確立等、リ

スクの軽減に向け管理体制の強化に努めていきます。

●法務リスク管理

法務リスクとは、法令や契約に違反すること、不適切な契約を締結すること、その他法的原因により損失を被るリス

クです。

当グループでは、法務リスクを意識し、法令・諸規程を遵守した厳正な業務運営を実施するとともに、リスク管理

部署等によるコンプライアンス・チェックの実施、計画的な法務研修の実施ならびに助言等を通じて法務リスクの

現実化の回避および再発防止を図っています。

また、リスク管理部署による訴訟等の法務リスク情報を統括する体制の整備により法務リスクの状況を的確に把

握し、管理体制の強化に努めていきます。
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信託財産の運用リスク管理

信託財産の運用リスクとは、信託財産の運用において、本来果たすべき忠実義務・善管注意義務等の受託者として

の責任を怠ったことに起因して発生する事象により、現在および将来においてその責任を問われ損失を被る、また

は得べかりし利益を喪失するリスクです。

当グループでは、受託者責任を全うして受益者の利益に資するよう、運用の適正性を確保するとともにリスクを

適切に管理するよう、管理体制を整備しています。

レピュテーショナルリスク管理

レピュテーショナルリスクは、マスコミ報道、評判・風説・風評等がきっかけとなり、損失を被るリスクをいいます。

レピュテーショナルリスクは、流動性リスク等各種リスクとの連鎖性を有していることから、対応次第で予想を超え

た不利益となる恐れがあり、経営上重要なリスクと位置づけて管理しています。広報・ＩＲ活動を通じて、当グループ

に対する社会、顧客、株主等の理解と信頼を得ることにより、レピュテーショナルリスクの顕在化を防止します。

また、レピュテーショナルリスクにつながる誤報、風説等の情報を早期に入手し、速やかに対策がとれるよう、当

社をはじめグループ各銀行においても報告体制の整備を行っています。なお、情報の不統一を防止する観点から、

対外的な問い合わせおよび公表窓口は、りそなホールディングスに一元化しています。

危機管理

危機管理とは、過去の危機発生の原因・教訓を分析・整理して再発防止対策を恒常的に行う態勢を整えるとともに、

危機の被害を極小化するために危機に即応できる準備を事前に行うことです。

りそなホールディングスでは、グループ危機管理基本方針のもと、危機を引き起こす可能性のある災害･テロ、シ

ステム障害、流動性、風評等の幅広い事象を想定し、事象に応じた対応体制・コンティンジェンシープランを整備し

ています。
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グループのコンプライアンス体制について

グループの運営体制

当社にグループのコンプライアンスを統括するコンプライアンス統括部を設け、グループ各銀行のコンプライアン

ス統括部署と連携し、グループ一体となったコンプライアンス体制の強化を図るとともに、グループ横断的な「グ

ループ・コンプライアンス委員会」を設置し、グループのコンプライアンスに関する諸問題を検討・評価する体制とし

ています。

コンプライアンス態勢の再構築

りそなグループでは、平成１５年６月の公的資金注入や過去の反省を踏まえ、コンプライアンス態勢の見直しと再構

築を行っています。具体的には、規範体系の再構築、従業員からの相談・報告制度の見直し、コンプライアンス・プ

ログラムの策定方法の見直しなどを実施しています。

規範体系の再構築

りそなグループの再生には、判断・行動の基準を見直すとともに、根づかせることが必要不可欠であるとの認識の

もと、平成１５年１１月、役員・従業員の判断や行動の基準となる「りそなグループ経営理念」、および経営理念を当グ

ループが関係する人々に対する基本姿勢の形で具体化したものとして「りそなＷＡＹ（りそなグループ行動宣言）」を

制定、公表しました。次いで、平成１６年４月、経営理念、りそなＷＡＹを役員・従業員の具体的行動レベルで明文化し

たものとして「りそなＳＴＡＮＤＡＲＤ（りそなグループ行動指針）」を制定しました。

経営理念、りそなＷＡＹ、りそなＳＴＡＮＤＡＲＤは、当社、グループ各銀行ならびに関連会社に共通のものとし、グ

ループ一体化を図っています。

また、当社およびグループ各銀行にて「コンプライアンス基本方針」を大幅に改定し、役員・従業員の役割や組織

体制など基本的な枠組みを明確にし、コンプライアンス態勢の強化を図っています。

りそなＳＴＡＮＤＡＲＤ（りそなグループ行動指針）について

私たちは、りそなグループの企業価値を高め、りそなグループ再生の道筋をより確実にするためには、「りそなグルー

プ経営理念」「りそなＷＡＹ」「りそなＳＴＡＮＤＡＲＤ」を判断や行動の基準と位置づけ、守り続けることが重要と考え

ています。

「りそなＳＴＡＮＤＡＲＤ」冒頭の、りそなホールディングス会長からのメッセージ「良き企業を目指して」において

は、企業が社会の一員として「社会に何をもたらすために存在するのか」という基本命題を正面に見据えていかねば

ならないこと、コンプライアンスのできた企業であり続けることを最も重要な課題として、企業倫理の向上に取り

組まなければならないことなどを謳い、りそなグループとしてのコンプライアンスへの取り組み姿勢を明確にして

います。

ＳＴＡＮＤＡＲＤ－Ⅰ　お客さまのために 最適なサービスのご提供、誠意ある態度、守秘義務の遵守　など

ＳＴＡＮＤＡＲＤ－Ⅱ 変革への挑戦 収益へのこだわり、銀行員意識の払拭、勝ちへのこだわり など

ＳＴＡＮＤＡＲＤ－Ⅲ 誠実で透明な行動 法令・ルール・社会規範の遵守、公私のけじめ、人権の尊重　など

ＳＴＡＮＤＡＲＤ－Ⅳ　責任ある仕事 正確な事務、何事も先送りはしない、適切な報告・連絡・相談　など

ＳＴＡＮＤＡＲＤ－Ⅴ　社会からの信頼 地域社会から信頼される企業、適切な情報開示、フェアな取引　など

■りそなＳＴＡＮＤＡＲＤの概要
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■グループ・コンプライアンス運営体制

報告統括

りそなホールディングス

グループ・コンプライアンス委員会コンプライアンス統括部

グループ各銀行
取締役会 コンプライアンス委員会

コンプライアンス統括部署 本 部 各 部

取締役会 監査委員会

また、社内への周知徹底のため、これらを記載した冊子、およびチェックポイント形式に簡略化した携帯用冊子を

作成、全役員・従業員に配付し、各職場内などにて研修を実施しています。冊子の作成にあたっては、できるだけ平

易な文章としイラストを使用するなど、従業員がコンプライアンスを身近にとらえられるよう工夫しました。

コンプライアンス・プログラムの見直し

当社およびグループ各銀行では、平成１６年度より「コンプライアンス・プログラム」（コンプライアンスを実現する

ための実践計画）の策定方法を見直し、特定の部署だけではなく、すべての営業店、本部各部が主体となって取り組

む方針をより一層明確にしました。

進捗状況についても定期的にグループ・コンプライアンス委員会、および取締役会に報告することにより、計画

的にコンプライアンス体制の強化策を実践しています。

コンプライアンス・ホットライン制度の見直し

コンプライアンスの浸透には、従業員一人ひとりの問題意識と透明なコミュニケーションが重要であるとの認識の

もと、平成１５年１２月、グループ各社の相談・報告制度を大幅に見直しました。

具体的には、社外弁護士あて相談窓口の創設、フリーダイヤルの設置、専用メールアドレスの開設、匿名での相談

を可とするなど利用しやすい制度とし、広く従業員の意見を聞く姿勢を示すとともに、各種社内研修や上記「りそな

ＳＴＡＮＤＡＲＤ」の冊子に掲載するなどにより、周知徹底を図っています。

その結果、利用件数は着実に増加しており、今後も定着化を図るとともにコンプライアンス上の問題点の早期発

見に努めていきます。
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りそなグループ 社会貢献活動

財団法人りそな中小企業振興財団

当財団は、中小企業等の技術振興と経営の高度化を図り、わが国経済の発展に寄与することを目的として、設立さ

れました。主な事業として、毎年『中小企業優秀新技術・新製品賞』の表彰を日刊工業新聞社と共催で実施しており、

昭和６３年の第１回以降、過去１６回で応募総数は、４,８７２件となり、４２６作品を表彰しています。受賞した各社からは

売上高やシェアの増加、開発技術者のモラールアップに役立っているほか、他社との共同開発など多面的な効果に

結びついているという声が寄せられており、本賞の受賞が大きな波及効果をもたらしています。その他、財団では、

技術振興の視点から、技術懇親会等の開催や技術移転情報提供サービスなどを行っています。

財団法人りそなアジア・オセアニア財団

当財団は、平成元年１０月の設立以来、アジア・オセアニア諸国との相互理解を深め、国際交流に貢献していくことを

目的として、当該地域に関する個人および共同研究への助成、国際会議・シンポジュ－ムの開催などに対する助成

事業を行ってきました。

事業実績といたしましては、平成１５年度には、１７件の案件に対し２,０５２万円の助成金の交付を行い、設立以来の

調査研究・国際交流活動に対する助成対象は、１４１テーマの３億１,９００万円に達しています。

また、これまでの研究の成果は、論文として発刊あるいは学術誌へ公表されるなど、順次社会に還元されています。

財団法人日本盲導犬協会との業務提携（りそな銀行）

りそな銀行は、「自分の財産を社会的に意義のあることに使って欲しい」「盲導犬育成に役立てて欲しい」との篤志に

応えるために、遺言信託・遺産整理に関して財団法人日本盲導犬協会と業務提携しました。

同協会は、盲導犬の育成によって視覚障害者の社会参加を促進し、盲人福祉の増進に寄与することを目的にさま

ざまな事業を行っている、昭和４２年に設立されたわが国で最初に誕生した盲導犬協会です。

同協会へ遺言による財産贈与（遺贈）という方法で寄付を検討されている方に対し、りそな銀行では相続相談な

どを行い、手数料を優遇して遺言信託や遺産整理業務を提供しています。なお、同協会に遺贈された財産は非課税

となる税制上の優遇措置が認められています。

「彩の国・埼玉りそな銀行 埼玉文学賞」への協賛（埼玉りそな銀行）

埼玉りそな銀行は、埼玉新聞社が毎年主催する「彩の国・埼玉りそな銀行埼玉文学賞」に、平成６年度より協賛し、文

学を志す地元の皆さまを応援しています。

清掃活動（グループ各社）

グループ各社ではボランティアとして各種清掃活動に参加しています。

《クリーンおおさか２００３への参加》（りそな銀行・近畿大阪銀行）

国際集客都市「大阪」にふさわしい清潔で美しいまちづくりを進めることを目的として、大阪市が中心となって大阪

市全域の清掃活動を実施した、「クリーンおおさか２００３」に参加しました（平成１５年１１月）。

《御堂筋オープンフェスタ　清掃ボランティアへの参加》（りそな銀行）

大阪市が中心となって開催された「御堂筋オープンフェスタ」に清掃ボランティアとして、社員およびその家族、計

１３０名余りが特別参加し、巡回清掃にあたりました（平成１５年１１月）。

《２００３クリーンアップならキャンペーン（ふるさと美化運動）》（奈良銀行）

県下一円で実施された奈良県主催の「２００３クリーンアップならキャンペーン」に６８名が参加しました（平成１５年

９月）。
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グループ会社のご紹介

グループ銀行

りそなグループは、金融持株会社りそなホールディングスの傘下に以下の銀行を有する金融グループです。グルー

プ各銀行がそれぞれの地域特性に応じた地域密着の営業を行うとともに、デリバティブや不動産などの専門的な

サービスの機能は「りそな銀行」に、年金・法人信託業務は「りそな信託銀行」に集約し高度化することで、グループ

すべてのお客さまに対して、質の高い金融サービスを身近なかたちでご提供してまいります。

グループ会社

主なグループ会社についてご紹介いたします。

【カード】
りそなカード株式会社
当社は、りそなグループのクレジットカード会社３社（あさひカード(株)、(株)大和銀カード、(株)大阪カードサービス）の

統合により平成１６年７月に誕生しました。りそなグループのクレジットカード会社としてＪＣＢ、ＵＣ、ＶＩＳＡの３ブランド

を取り扱っております。会員のニーズに合わせた独自カードの開発やりそなカードならではのサービス提供により、会

員の皆さまに十分ご満足いただけるよう取り組んでまいります。

東京都中央区日本橋室町１-２-６（東京本社） ０３-５２５５-９７００（代表）

大阪府大阪市中央区備後町２-１-８（大阪本社） ０６-６２０３-９３２１（代表）

（ＵＲＬ ｈｔｔｐ://ｗｗｗ.ｒｅｓｏｎａｃａｒｄ.ｃｏ.ｊｐ）

【総合研究所・コンサルティング】
りそな総合研究所株式会社
当社は、りそなグループの総合研究所として、お客さまに最善のソリューションをご提案するため、平成１５年１０月より、

コンサルティング業務と会員サービス事業に特化した新たな体制に移行いたしました。「お客さま」「地域社会」「りそな

グループ」のトライアングルのもと、お客さまの立場に立ち、お客さまに十分ご満足いただき、その結果として地域社

会に貢献できる総合研究所を目指し、努力してまいります。

大阪府大阪市中央区備後町２-２-１（大阪本社） ０６-６２０３-３０２１（代表）

東京都中央区京橋１-３-１（東京本社） ０３-３２４２-１１５５（代表）

埼玉県さいたま市浦和区仲町１-４-１０（埼玉本社） ０４８-８２４-５４１１（代表）

（ＵＲＬ ｈｔｔｐ://ｗｗｗ.ｒｒｉ.ｃｏ.ｊｐ）

【ベンチャーキャピタル】
りそなキャピタル株式会社
当社は、りそなグループのベンチャーキャピタルとして、グループ各銀行と連携し、株式公開を展望する中堅・中小企

業の発展支援、企業価値向上策のご提案を積極的に推進してまいります。

東京都中央区京橋１-３-１（東京本社） ０３-３２７０-３３１１（代表）

大阪府大阪市中央区備後町２-２-１（大阪支社） ０６-６２３２-００５２（代表）

【ファクタリング・代金回収】
りそな決済サービス株式会社
当社は、代金回収をお手伝いする「代金回収代行」と、売掛債権の総合的な管理サービスを行う「ファクタリング」の優

れたスペシャリストです。

東京都中央区日本橋茅場町１-１０-５ ０３-５６４０-８１８１（代表）

(ＵＲＬ ｈｔｔｐ://ｗｗｗ.ｒｅｓｏｎａ-ｋｓ.ｃｏ.ｊｐ)
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平成１６年３月期の業績について

グループとして、「集中再生期間」において「持続的な黒字経営への体質転換」を確実に果たしていくため、内在する

将来リスクを極小化すべく、平成１５年９月中間決算を中心として抜本的な財務改革を断行いたしました。また、投資

額の回収可能性の見込めない資産について前倒しで処理するとの観点から、当社グループとして、当連結会計年度

において固定資産の減損に係る会計基準を早期適用することといたしました。当連結会計年度における財政状態お

よび経営成績は、これらに伴い、以下のとおりとなりました。

資産・負債・資本等の状況

総資産は３９兆８,４１８億円と前連結会計年度末比３兆５００億円減少いたしました。

運用面では、貸出金が前連結会計年度末比３兆１,６７６億円減少し、２６兆２９億円となった一方、有価証券が前連結会

計年度末比１兆１,６６２億円増加し、７兆６,３６１億円となっております。

調達面につきましては、預金と譲渡性預金を合わせた資金量は３３兆３,４４９億円と前連結会計年度末比１兆９,６５６

億円減少いたしました。これは預金が前連結会計年度末比２兆３,２９９億円減少したことによるものです。なお、定期

預金は前連結会計年度末比７,６２６億円減少し、１３兆７１９億円となっております。

資本勘定は前連結会計年度末比５,０２２億円増加し、８,１３０億円となりました。これは傘下の株式会社りそな銀行に

公的資金による資本増強を受けたことや、株式相場の回復によりその他有価証券評価差額金が増加したことなどに

よるものです。なお、１株当たり純資産額は△１５１円６５銭となっております。

経営成績

経営成績につきましては、経常収益は前連結会計期間比１,２１０億円減少し、１兆１,３８１億円となりました。内訳をみ

ますと、貸出金利息を中心とした資金運用収益が６,３２４億円、役務取引等収益が１,８４３億円などとなっております。

経常費用は、２兆２,５００億円と前連結会計期間比４,８０６億円の大幅な増加となりました。これは、主に、自己査定の

一層の厳格化、早期処理を目指した担保評価の厳格化、キャッシュ・フロー見積法（ＤＣＦ法）の適用拡大などによる

引当の充実、事業再生支援に伴う損失計上、不良債権のオフバランス化や子会社・関連会社の整理・売却等に伴う損

失計上など、総額約１兆４,０００億円にのぼる抜本的な不良債権処理を行ったことによるものです。

また、株式関係損益につきましては、保有株式の圧縮を促進したことなどに伴い、５７６億円を計上しております。

さらに、システムのアウトソーシング、店舗統廃合や希望退職制度実施等に対する事業再構築に係る損失６６７億円

および事業再構築引当金の繰入１３２億円、退職給付会計適用に伴う会計基準変更時差異の一括費用処理額６４９億円、

固定資産の減損に係る会計基準の早期適用に伴う減損損失２７９億円、厚生年金基金代行部分返上に伴う損失２３８億

円等を特別損失に計上し、当社グループの早期再生に向けた財務上の手当を行いました。また、傘下銀行において、

各々の状況を踏まえて繰延税金資産の保守的な見積を行った結果、法人税等調整額は、３,５７９億円を計上いたしま

した。

以上の連結経常損益をセグメント別にみますと、銀行信託業務が１兆７４３億円、金融関連業務が１,２８７億円ととも

に経常損失を計上しているのに対し、証券業務は３６億円の経常利益を計上しております。

以上の結果、連結経常損失は１兆１,１１８億円、連結当期純損失は１兆６,６３９億円となりました。また、１株当たり当

期純損失は１８１円５銭となっております。

当社の経営成績につきましては、営業収益３２５億円、経常利益１６４億円となりましたが、関係会社株式評価損１兆

４,８０３億円を特別損失に計上したため、当期純損失１兆４,６３９億円となりました。

なお、連結自己資本比率(第二基準)は、７.７４％となりました。
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キャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フローは、貸出金の減少により３兆７６７億円の収入となったものの、預金、市場性調達の

減少等により、前連結会計年度比５,９６６億円減少し、７,６２３億円の支出となりました。投資活動によるキャッシュ・フ

ローも前連結会計年度比７,８０９億円減少し、８,１７１億円の支出となりました。財務活動によるキャッシュ・フローは、

公的資金による資本増強を受けたことにより１兆９,６００億円の収入があったことから、前連結会計年度比２兆１,５７４

億円増加し、１兆９,１２７億円の収入となりました。これらの結果、当連結会計年度末における「現金及び現金同等物」

の残高は２兆６,８３５億円となり、期首残高に比し、３,３３０億円増加しております。

配当政策

当社グループにおきましては、平成１５年度中に傘下銀行の資産健全化に向けた取り組みの一環として、持続的な黒

字経営への体質転換を目指し、将来のリスク要因を積極的に排除・極小化するための財務改革を断行いたしました。

これにより、傘下銀行における大幅損失計上に伴う保有株式の減損を実施しました結果、当社単体としては平成１６

年３月期における当期純損失が１兆４,６３９億円となりました。

このため、当社単体としての商法上の配当可能利益がないことから、平成１６年３月期においては普通株式および

優先株式ともに配当を見送る結果となりました。

当社といたしましては、平成１６年６月２５日開催の定時株主総会において承認された欠損てん補等を目的とした資

本減少を実施し、かつ利益剰余金の積上げを実現することにより、優先株式については平成１７年３月期において復

配する予定です。

その後の利益処分につきましては、優先配当は継続的実施を前提としますが、多額の公的資本増強を踏まえ、内

部留保の蓄積による財務基盤の安定化を早期に図る観点から、利益の社外流出を抑制することを基本方針としま

す。よって、普通配当の復配および具体的水準については、毎期の収益状況等も踏まえて決定してまいります。

■単体損益の概要 （単位：億円）

平成１５年 平成１６年
３月期 ３月期

営業収益 １３０ ３２５
営業費用（△） １０８ １３１
営業利益 ２２ １９４
営業外収益 ０ １
営業外費用（△） ４ ３０
経常利益 １７ １６４
特別利益 ６７ －
関係会社株式売却益 ６７ －
特別損失 １１,６１１ １４,８０３
関係会社株式評価損等 １１,６１１ １４,８０３
税引前当期純損益 △１１,５２５ △１４,６３８
法人税、住民税及び事業税（△） ０ ０
法人税等調整額（△） ９ －
当期純損益 △１１,５３５ △１４,６３９
前期繰越利益 ９６ △３,７２０
減資による欠損てん補額 － ３,７２０
当期未処理損失 １１,４３９ １４,６３９

■連結損益の概要 （単位：億円）

平成１５年 平成１６年
３月期 ３月期

経常収益 １２,５９２ １１,３８１
連結粗利益 ９,０１８ ７,７５０
営業経費（△） ５,９７６ ５,１００
一般貸倒引当金繰入額（△） １,３６５ △８３
臨時収支 △６,７７７ △１３,８５２
うち株式関係損益 △３,００６ ５７６

不良債権処理額（△） ４,１５５ １４,０９９
経常損益 △５,１０１ △１１,１１８
特別利益 ８３ ３４９
特別損失（△） ２２４ ２,１７０
税金等調整前当期純損益 △５,２４１ △１２,９３９
法人税等調整額（△） ３,００７ ３,５７９
当期純損益 △８,３７６ △１６,６３９
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平成１６年３月期の不良債権処理について

■不良債権処理の内訳（連結） （単位：億円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
不良債権処理額 ４,１５５ １４,０９９
貸出金償却 ２,４４８ ４,７２０
個別貸倒引当金純繰入額 ９３４ ４,６４５
債権売却損失引当金繰入額 ６ △０
特定債務者支援引当金繰入額 － １９
買取機構宛債権売却損 ５１ ８
特定海外債権引当勘定繰入額 △８ △２
その他債権売却損 ３６７ ３,３３８
その他不良債権処理額 ３５６ １,３７１

■金融再生法基準開示債権（４行合算）（元本補てん契約のある信託勘定含む、部分直接償却実施後） （単位：億円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
破産更生債権およびこれらに準ずる債権 ３,８８８ ２,０３７
危険債権 ７,５２９ ７,９８９
要管理債権 １７,６４５ ８,８１５
金融再生法基準開示債権　小計 ２９,０６３ １８,８４１
正常債権 ２８２,４４５ ２６０,５４２
金融再生法基準開示債権　総合計 ３１１,５０８ ２７９,３８４
４行合算とは、りそな銀行、埼玉りそな銀行、近畿大阪銀行、奈良銀行の単体決算の単純合計です。

■リスク管理債権の状況（連結）（元本補てん契約のある信託勘定含む、部分直接償却実施後） （単位：億円、％）

平成１５年３月期 平成１６年３月期

貸出金残高（期末 貸出金残高（期末
リスク管理債権 残）に対する比率 リスク管理債権 残）に対する比率

破綻先債権 １,６３３ ０.５５ ４３９ ０.１６
延滞債権 １０,４２０ ３.５３ ９,４５８ ３.６０
３ヵ月以上延滞債権 ７１１ ０.２４ ４８５ ０.１８
貸出条件緩和債権 １７,６１５ ５.９７ ８,３６２ ３.１８
合　計 ３０,３８０ １０.３１ １８,７４５ ７.１４

■貸倒引当金等の状況（連結） （単位：億円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
一般貸倒引当金 ４,９４５ ４,７８０
個別貸倒引当金 ３,０６２ ５,４２２
特定海外債権引当勘定 ５ ２
貸倒引当金　合計 ８,０１３ １０,２０５
特定債務者支援引当金 － １９
債権売却損失引当金 １０１ －
債権償却準備金 ８ ７

■リスク管理債権に対する引当率（連結） （単位：％）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
部分直接償却実施後 ２６.４０ ５４.５８
引当率＝（貸倒引当金合計＋特定債務者支援引当金＋債権償却準備金）／リスク管理債権合計
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■リスク管理債権の状況（４行合算）（元本補てん契約のある信託勘定含む、部分直接償却実施後） （単位：億円、％）

平成１５年３月期 平成１６年３月期

貸出金残高（期末 貸出金残高（期末
リスク管理債権 残）に対する比率 リスク管理債権 残）に対する比率

破綻先債権 １,５６４ ０.５２ ４２２ ０.１５
延滞債権 ９,６２８ ３.２５ ９,３８９ ３.５４
３ヵ月以上延滞債権 ５７５ ０.１９ ４６７ ０.１７
貸出条件緩和債権 １７,０７０ ５.７７ ８,３４７ ３.１５
合　計 ２８,８３８ ９.７６ １８,６２６ ７.０３
部分直接償却実施額 ９,９２０ １０,３５７

■貸倒引当金等の状況（４行合算） （単位：億円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
一般貸倒引当金 ４,６８７ ４,４９２
個別貸倒引当金 ２,６２６ ５,１４４
特定海外債権引当勘定 ９ ６
貸倒引当金　合計 ７,３２３ ９,６４３
特定債務者支援引当金 － １９
債権売却損失引当金 １０１ －
債権償却準備金 ８ ７

■リスク管理債権に対する引当率（４行合算） （単位：％）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
部分直接償却実施前 ４４.５１ ６９.０９
部分直接償却実施後 ２５.４２ ５１.９１
引当率＝（貸倒引当金合計＋特定債務者支援引当金＋債権償却準備金）／リスク管理債権合計

■オフバランス化の実績
危険債権以下（金融再生法基準）の債権残高（４行合算）（元本補てん契約のある信託勘定含む） （単位：億円）

平成１２年度 平成１２年度 平成１３年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１５年度
進捗率

上期末 下期末 上期末 下期末 上期末 下期末 上期末 下期末

平成１２年度上期以前発生分 １５,５４９ １０,９６７ ８,６８７ ６,１０１ ５,２８０ ２,５８４ １,９３５ ７１６ ９５.３％
破産更生等債権 ４,１９６ ３,７３０ ２,９２９ ２,３８３ １,９９３ １,４４０ １,２９４ ４０５ －
危険債権 １１,３５３ ７,２３７ ５,７５８ ３,７１７ ３,２８６ １,１４４ ６４１ ３１０ －

平成１２年度下期発生分 ４,５９７ ３,７２１ ３,１１５ １,７２８ １,２１９ ８６０ ２１９ ９５.２％
破産更生等債権 ５７９ ３４１ ３８０ ５１０ ３８２ １７９ ８６ －
危険債権 ４,０１８ ３,３７９ ２,７３５ １,２１８ ８３６ ６８１ １３３ －

平成１３年度上期発生分 ２,０２７ １,２０６ ９１２ ６２７ ４２４ ２２２ ８９.０％
破産更生等債権 ５４２ ３８０ ３１８ ２５４ １９０ ４９ －
危険債権 １,４８４ ８２５ ５９３ ３７３ ２３４ １７２ －

平成１３年度下期発生分 ９,９８３ ７,１０６ ３,２１３ １,８８５ ８２９ ９１.６％
破産更生等債権 １,２８０ １,０３５ ９４９ ９２５ ４２８ －
危険債権 ８,７０３ ６,０７１ ２,２６３ ９６０ ４０１ －

平成１４年度上期発生分 １,８７３ １,３０７ ８２２ ３８１ ７９.６％
破産更生等債権 ４６７ ３４３ ２９７ １６３ －
危険債権 １,４０５ ９６４ ５２５ ２１７ －

平成１４年度下期発生分 ２,４６３ １,４２６ ７４８ ６９.６％
破産更生等債権 ５１７ ４６９ ２３９ －
危険債権 １,９４５ ９５６ ５０９ －

平成１５年度上期発生分 １１,２４５ ４,４５９ ６０.３％
破産更生等債権 ３,０７８ ４１１ －
危険債権 ８,１６６ ４,０４７ －

平成１５年度下期発生分 ２,４４９ －
破産更生等債権 ２５２ －
危険債権 ２,１９６ －

合　計 １５,５４９ １５,５６５ １４,４３６ ２０,４０７ １６,９０１ １１,４１７ １８,６００ １０,０２６ －
進捗率は平成１５年度下期末残高と発生期末残高との比較
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■金融再生法上の債権区分の説明

金融再生法による債権区分 各債権区分の説明
正常債権 正常先に対する債権および要注意先に対する債権のうち要管理債権に該当する債権以外の債権
要管理債権 要注意先に対する債権のうちの「３ヵ月以上延滞債権」および「貸出条件緩和債権」に該当する貸出債権
危険債権 破綻懸念先に対する債権
破産更生債権および

実質破綻先に対する債権および破綻先に対する債権
これらに準ずる債権

■自己査定の状況（４行合算） （単位：億円）

自 己 査 定  
分類債権 

債務者区分 
非分類 Ⅱ分類 Ⅲ分類 Ⅳ分類 

保全状況 
金融再生法に 
基づく保全率 

破綻先／ 
実質破綻先 

（合計 ２,０３７） 

破綻懸念先 

（合計 ７,９８９） 

要管理先 

（合計 １０,７４４） 

その他の 
要注意先 

（合計 ２２,３８１） 

正常先 

（合計 ２３６,２３１） 

合計 

２７９,３８４ 

要
　
注
　
意
　
先 

危険債権 

９３.００％ 

要管理債権 

７０.２２％ 

全体の保全率 

８３.１０％ 

５５８ 

８８５ 

 ５,６４５ １,７８４ 

９,８５９ 

３,０５７ 

２３６,２３１ 

１９,３２４ 

１,３１１ ７２５ 
引当率 

１００.００％ 
直接償却 

引当金 
（１９９）  
担保／保証 
（１,８３７） 

破産更生債権 
およびこれら 
に準ずる債権 

    １００.００％ 

引当金 
（４,６３３） 

 
担保／保証 
（２,７９６） 

引当金 
（２,７３８）  
担保／保証 
（３,４５２） 

引当率 

８９.２３％ 

非分類 

２４６,５４６ 

危険債権 

７,９８９ 

破産更生債権 

およびこれらに 

準ずる債権 

２,０３７ 

要管理債権 
８,８１４ 

小計 
１８,８４１ 
 

正常債権 

２６０,５４２ 

金融再生法の 

開示基準 

合計 

２７９,３８４ 

 

Ⅱ分類 

３２,２７９ 

Ⅲ分類 

５５８ 

Ⅳ分類 

－ 
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主要な経営指標等の推移（連結情報）

(注) １. 当社及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、主として税抜方式によっております。
２. 平成１４年３月期の１株当たり純資産額は、期末連結純資産額から「期末発行済優先株式数×発行価額」を控除した金額を、期末発行済普通株式数（「自己株式」及び「子会社の所有する親会社株式」を除
く）で除して算出しております。

３. 平成１４年３月期の１株当たり当期純損失は、連結当期純損失から、該当期の優先株式配当金総額を控除した金額を、期中平均発行済普通株式数（「自己株式」及び「子会社の所有する親会社株式」を除
く）で除して算出しております。

４. 平成１５年３月期から、「１株当たり純資産額」、「１株当たり当期純損失」及び「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」（以下、「１株当たり情報」という。）の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益に関す
る会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。

５. 潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、当期純損失が計上されている連結会計年度については算出しておりません。
６. 連結自己資本比率は、銀行法第５２条の２５の規定に基づく大蔵省告示に定められた算式に基づき作成しております。なお、当社は第二基準を採用しております。
７. 連結自己資本利益率及び連結株価収益率は、当期純損失が計上されている連結会計年度については算出しておりません。
８. 従業員数は、就業人員数を表示しております。

■最近３連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 （単位：百万円）

連結会計年度

連結経常収益
うち連結信託報酬

連結経常損失
連結当期純損失
連結純資産額
連結総資産額
1株当たり純資産額（円）
1株当たり当期純損失（円）
潜在株式調整後1株当たり当期純利益（円）
連結自己資本比率（％）

連結自己資本利益率（％）
連結株価収益率（倍）
営業活動によるキャッシュ・フロー
投資活動によるキャッシュ・フロー
財務活動によるキャッシュ・フロー
現金及び現金同等物の期末残高
従業員数（人）
〔外、平均臨時従業員数〕
合計信託財産額

平成１４年３月期
（平成１４年３月３１日）

１,３６１,３４３
４４,８４３

１,１６０,１０２
９３１,８７６
１,２８９,０５８
４４,９５２,４８８

７６.４７
１７４.５７

－
８.７３

(第二基準)
－
－

１,５２５,５５２
４８７,７１５
△９６,０３４
２,７９６,１８０
２５,５０６
〔１２,５６２〕

２５,１４２,５２６

平成１６年３月期
（平成１６年３月３１日）

１,１３８,１９９
３２,７６３

１,１１１,８７７
１,６６３,９６４
８１３,０５５

３９,８４１,８３７
△１５１.６５
１８１.０５

－
７.７４

(第二基準)
－
－

△７６２,３３３
△８１７,１６２
１,９１２,７０２
２,６８３,５２０
１８,０２５
〔１２,４００〕

２５,７１９,８６６

平成１５年３月期
（平成１５年３月３１日）

１,２５９,２５９
３７,７２１
５１０,１４３
８３７,６３３
３１０,８４２

４２,８９１,９３３
△１０３.７６
１５４.６６

－
３.７８

(第二基準)
－
－

△１６５,６３７
△３６,１９９
△２４４,７４４
２,３５０,５１２
２３,６９２
〔１３,２６９〕

２５,１５４,８２６

主要な経営指標等の推移（単体情報）
■最近３事業年度に係る主要な経営指標等の推移 （単位：百万円）

決算年月

営業収益
経常利益
当期純利益（△当期純損失）
資本金
発行済株式総数（千株）

普通株式
優先株式

純資産額
総資産額
1株当たり純資産額（円）
1株当たり配当額（内1株当たり中間配当額）（円）

普通株式
甲種第一回優先株式
乙種第一回優先株式
丙種第一回優先株式
丁種第一回優先株式
戊種第一回優先株式
己種第一回優先株式
第１種第一回優先株式
第２種第一回優先株式
第３種第一回優先株式

１株当たり当期純利益（△は１株当たり当期純損失）（円）
潜在株式調整後1株当たり当期純利益（円）
自己資本比率（％）
自己資本利益率（％）
株価収益率（倍）
配当性向（％）
従業員数（人）
〔外、平均臨時従業員数〕

平成１４年３月期
（平成１４年３月３１日）

２,１２５
３０７

１９,９０１
７２０,０００
６,７６６,２６０
５,６３４,９０４
１,１３１,３５６
１,５１１,２９８
１,８２２,２７１
１１２.０８

－（－）
２４.７５（－）
６.３６（－）
６.３３（－）
１０.００（－）
１４.３８（－）
１８.５０（－）

／
／
／

２.６６
－

８２.９
２.１
３４.５
－

３８５
〔－〕

平成１６年３月期
（平成１６年３月３１日）

３２,５６６
１６,４６４

△１,４６３,９０２
１,２８８,４７３
２０,８１９,００３
１１,３７５,０６９
９,４４３,９３３
６９４,２１２
１,３４５,９６０
△１６２.１０

－（－）
－（－）
－（－）
－（－）
－（－）
－（－）
－（－）
－（－）
－（－）
－（－）

△１５６.３４
－

５１.６
－
－
－

２２８
〔－〕

平成１５年３月期
（平成１５年３月３１日）

１３,０７８
１,７８７

△１,１５３,５５２
７２０,４９９
６,７８４,８９９
５,６５３,５８９
１,１３１,３１０
３４８,３６２
７００,９５２
△９３.９９

－（－）
－（－）
－（－）
－（－）
－（－）
－（－）
－（－）

／
／
／

△２０４.７３
－

４９.７
－
－
－

２９２
〔－〕

(注) １. 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
２. 平成１４年３月期の１株当たり純資産額は、期末純資産額から「期末発行済優先株式数×発行価額」を控除した金額を、期末発行済普通株式数（「自己株式」を除く）で除して算出しております。
３. 平成１４年３月期の１株当たり当期純利益は、当期純利益から該当期の優先株式配当金総額を控除した金額を、期中平均発行済普通株式数（「自己株式」を除く）で除して算出しております。
４. 平成１５年３月期から、「１株当たり純資産額」、「１株当たり当期純損失」及び「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」（以下、「１株当たり情報」という。）の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益に関す
る会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。

５. 潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、当期純損失が計上されている事業年度については算出しておりません。
６. 自己資本利益率、株価収益率及び配当性向は当期純損失が計上されている事業年度については算出しておりません。
７. 従業員数は、就業人員数を表示しております。
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連結財務諸表

■連結貸借対照表 （単位：百万円）

資産の部 現金預け金※８
コールローン及び買入手形
債券貸借取引支払保証金
買入金銭債権
特定取引資産※８
金銭の信託
有価証券※１、２、８
貸出金※３、４、５、６、７、８、９
外国為替※７
その他資産※８
動産不動産※８、１１、１２
繰延税金資産
連結調整勘定
支払承諾見返
貸倒引当金
投資損失引当金
資産の部合計

負債の部 預　金※８
譲渡性預金
コールマネー及び売渡手形※８
売現先勘定※８
債券貸借取引受入担保金
コマーシャル・ペーパー
特定取引負債
借用金※８、１３
外国為替
社　債※１４
信託勘定借
その他負債※８、１０
賞与引当金
退職給付引当金
債権売却損失引当金
特定債務者支援引当金
事業再構築引当金
特別法上の引当金
繰延税金負債
再評価に係る繰延税金負債※１１
連結調整勘定
支払承諾
負債の部合計

少数株主持分　 少数株主持分
資本の部 資本金※１６

資本剰余金
利益剰余金
土地再評価差額金※１１
その他有価証券評価差額金
為替換算調整勘定
自己株式※１７
資本の部合計
負債、少数株主持分
及び資本の部合計

平成１５年３月期
（平成１５年３月３１日現在）

２,４４５,０１６
１１０,５００
６,３４９
１４,３０７
５１２,７３３
７０,４５０

６,４６９,９８８
２９,１７０,５８５
１８１,４７３
１,１２９,２６９
７８４,４１３
５２２,９８６
１,８４０

２,２７３,３３０
△８０１,３１２

－
４２,８９１,９３３
３４,８８１,９９２
４２８,６６６
２,０３７,０９６
２８３,９９１
３１,９６３
６,０００
４４,０５３
７２０,６４６
７,６６６

３８１,５５０
２６７,６００
８２８,３７９
８,１０８
１２,６２２
１０,１１５

－
－
１２
６００

５５,８４２
－

２,２７３,３３０
４２,２８０,２４０
３００,８４９
７２０,４９９
３２２,７１３
△７５４,８２６
８２,２１１
△２８,２３４
△９,５３１
△２１,９８９
３１０,８４２

４２,８９１,９３３

平成１６年３月期
（平成１６年３月３１日現在）

２,８３５,０４０
２６８,１５０
１２,２８０
８,３３９

５５６,８２９
７０,５００

７,６３６,１８９
２６,００２,９２２
１０５,９３８
８７１,３２９
４９０,６００
５２,９１３

－
１,９６５,２１２
△１,０２０,５３６
△１３,８７１

３９,８４１,８３７
３２,５５２,００４
７９２,９６６
９１８,１４３
３２３,０８５
６９,８９６

－
４５,５１７
５７８,３２７
７,５１９

３６３,１５９
４０３,８４９
６４１,４４９

－
９,１３８
－

１,９２５
１３,２３２
３２７
３１４

４５,０８８
９７５

１,９６５,２１２
３８,７３２,１３２
２９６,６４９
１,２８８,４７３
１,０２６,４３９
△１,７０７,７５４

６５,９１２
１４２,２７５
△２,０８９
△２００

８１３,０５５

３９,８４１,８３７

当社は、連結財務諸表すなわち連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書について、証券取引法第１９３
条の２の規定に基づき新日本監査法人の監査証明を受けております。

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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■連結損益計算書 （単位：百万円）

経常収益
資金運用収益

貸出金利息
有価証券利息配当金
コールローン利息及び買入手形利息
買現先利息
債券貸借取引受入利息
預け金利息
その他の受入利息

信託報酬
役務取引等収益
特定取引収益
その他業務収益
その他経常収益※２

経常費用
資金調達費用

預金利息
譲渡性預金利息
コールマネー利息及び売渡手形利息
売現先利息
債券貸借取引支払利息
コマーシャル・ペーパー利息
借用金利息
社債利息
その他の支払利息

役務取引等費用
特定取引費用
その他業務費用
営業経費
その他経常費用

貸倒引当金繰入額
その他の経常費用※３

経常損失
特別利益

動産不動産処分益
償却債権取立益
金融先物取引責任準備金取崩額
証券取引責任準備金取崩額
その他の特別利益※４

特別損失
動産不動産処分損
減損損失※１
証券取引責任準備金繰入額
その他の特別損失※５

税金等調整前当期純損失
法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額
少数株主利益
当期純損失

平成１５年３月期
（平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日まで）

１,２５９,２５９
６８８,２６７
６１４,４０９
５８,８８３
６１６
０
３

４,２７９
１０,０７４
３７,７２１
１７５,７０１
２３,５９２
１６１,０２１
１７２,９５４
１,７６９,４０３
８９,１１０
４５,０９９
５６２
１,１６４
３３
６５
１

２０,５４６
９,７２１
１１,９１５
６３,４６４
６０

３１,８３２
５９７,６７５
９８７,２６０
２２９,２１２
７５８,０４７
５１０,１４３
８,３７８
８６０
７,３９５
０

１２２
－

２２,４２１
２０,６３３
－－－
－

１,７８８
５２４,１８６
１０,７６７
３００,７８８
１,８９１

８３７,６３３

平成１６年３月期
（平成１５年４月１日から平成１６年３月３１日まで）

１,１３８,１９９
６３２,４５３
５７２,６３６
４９,６１４
５１６
０
３

２,０１８
７,６６４
３２,７６３
１８４,３３０
２４,９５７
７８,４１０
１８５,２８２
２,２５０,０７６
７１,１７７
３８,９０９
３６８
４０２
３３
５３８
０

１７,６６１
４,５５８
８,７０４
６４,４３３
２０

４２,２１７
５１０,０８５
１,５６２,１４２
４５５,９５４
１,１０６,１８８
１,１１１,８７７
３４,９５９
４,０１６
９,８２５
－
－

２１,１１７
２１７,０２７
１８,６４７
２７,９７６
３１５

１７０,０８７
１,２９３,９４４
７,９８５

３５７,９５６
４,０７７

１,６６３,９６４

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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■連結剰余金計算書 （単位：百万円）

（資本剰余金の部）
資本剰余金期首残高
資本剰余金増加高

増資による資本剰余金増加高
減資による資本剰余金増加高
自己株式処分差益

資本剰余金減少高
欠損てん補による資本準備金取崩
欠損てん補によるその他資本剰余金取崩
合併に伴う資本剰余金減少高

資本剰余金期末残高
（利益剰余金の部）
利益剰余金期首残高
利益剰余金増加高

減資による欠損てん補
欠損てん補による資本準備金取崩
欠損てん補によるその他資本剰余金取崩
連結子会社の減少に伴う利益剰余金増加高
連結子会社の合併に伴う利益剰余金増加高
土地再評価差額金取崩

利益剰余金減少高
当期純損失
配当金
連結子会社の減少に伴う利益剰余金減少高

利益剰余金期末残高

平成１６年３月期
（平成１５年４月１日から平成１６年３月３１日まで）

３２２,７１３
１,０２６,４３９
９８０,０００
４０,０００
６,４３９

３２２,７１３
２８２,７１３
４０,０００

－
１,０２６,４３９

△７５４,８２６
７１１,２８８
３７２,０２５
２８２,７１３
４０,０００
４３５
３

１６,１１０
１,６６４,２１６
１,６６３,９６４

－
２５２

△１,７０７,７５４

平成１５年３月期
（平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日まで）

１,４１７,０８９
４９９
４９９
－
－

１,０９４,８７５
９３５,４６０

－
１５９,４１５
３２２,７１３

△８５７,１８１
９５０,１５６

－
９３５,４６０

－
－
－

１４,６９６
８４７,８０１
８３７,６３３
１０,１６７

－
△７５４,８２６

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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■連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益（△は税金等調整前当期純損失）
減価償却費
減損損失
連結調整勘定償却額
持分法による投資損益（△）
貸倒引当金の増加額
投資損失引当金の増加額
債権売却損失引当金の増加額
特定債務者支援引当金の増加額
事業再構築引当金の増加額
賞与引当金の増加額
退職給付引当金の増加額
資金運用収益
資金調達費用
有価証券関係損益（△）
金銭の信託の運用損益（△）
為替差損益（△）
動産不動産処分損益（△）
特定取引資産の純増（△）減
特定取引負債の純増減（△）
貸出金の純増（△）減
預金の純増減（△）
譲渡性預金の純増減（△）
借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△）
預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減
コールローン等の純増（△）減
債券貸借取引支払保証金の純増（△）減
コールマネー等の純増減（△）
コマーシャル・ペーパーの純増減（△）
債券貸借取引受入担保金の純増減（△）
外国為替（資産）の純増（△）減
外国為替（負債）の純増減（△）
普通社債の発行・償還による純増減（△）
信託勘定借の純増減（△）
資金運用による収入
資金調達による支出
その他
小　計
法人税等の支払額
営業活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出
有価証券の売却による収入
有価証券の償還による収入
金銭の信託の増加による支出
金銭の信託の減少による収入
動産不動産の取得による支出
動産不動産の売却による収入
連結範囲の変動を伴う子会社株式の取得による支出
連結範囲の変動を伴う子会社株式の売却による収入
投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
劣後特約付借入による収入
劣後特約付借入金の返済による支出
劣後特約付社債の償還による支出
株式の発行による収入
少数株主への株式の発行による収入
優先出資証券の発行による収入
配当金支払額
少数株主への配当金支払額
自己株式の取得による支出
自己株式の売却による収入
財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額
Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高
Ⅶ 子会社の合弁に伴う現金及び現金同等物の増加額
Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高

平成１６年３月期
（平成１５年４月１日から平成１６年３月３１日まで）

△１,２９３,９４４
７４,４０９
２７,９７６
２,８４９
△３６０

２３９,２４３
１４,１０７
△１０,１１５
１,９２５
１３,２３２
△８,１１２
△１,３１４

△６３２,４５３
７１,１７７
△８７,２６９
△４０６
１３,０９４
１４,６３１
△４４,０９９
２１,３１３

３,０７６,７９７
△２,３２９,９８７
３６４,２９９
１５２,３１１
△６５,０３１
△１５１,６８２
△５,９３１

△１,０７９,８５９
△６,０００
３７,９３２
７５,５３４
△１４６
－

１３６,２４８
６３７,８５８
△７４,９３６
６９,４９３

△７４７,２１０
△１５,１２３
△７６２,３３３

△１１,７９１,０８９
１０,２８２,２０５
７２８,８１４
△８１,４８６
８１,８４２
△９９,１７３
５２,７３７
△１７３
９,１６０

△８１７,１６２

－
△５７,０００
△１６,２００
１,９６０,０００

－
－
－

△２,３３３
△８４

２８,３２０
１,９１２,７０２

△１９８
３３３,００７
２,３５０,５１２

０
２,６８３,５２０

平成１５年３月期
（平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日まで）

△５２４,１８６
１１７,４４６
－－－
１,４０２
４,５１８

△２４９,２９４
△４５

△９,８９７
－
－

△７０６
△４,６４０

△６８８,２６７
８９,１１０
２５９,３４５
２３７

△２,６３０
１９,７７２
１３６,０５９
△１７２,８７２
６８３,１３３
１,０７４,８８１
△４２７,４８２
△１１１,０５１
２９６,１５２
△１８,１５１
２,７７７

△５０７,７７７
△１４,０００
△６７７,８５７
△４３８
９,３６８
△８,８００
５４,２５８
７１０,３７０
△９０,１４５
△９５,１７７
△１４４,５８６
△２１,０５０
△１６５,６３７

△１８,２７４,４９５
１７,７２７,０３０
６４０,３３９
△３２,０００
５,０８２

△１１８,６７２
２６,４８５
△９,９６９

－
△３６,１９９

５８,０００
△２８４,５００
△２０２,９３９

９９９
８００

１９３,６００
△１０,１８９
△４２３
△９１
－

△２４４,７４４
９１３

△４４５,６６７
２,７９６,１８０

－
２,３５０,５１２

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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■連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１.連結の範囲に関する事項
(１) 連結子会社 ４９社
主要な連結子会社名は、「子会社等の状況」に記載しているため省略し
ました。

(２) 非連結子会社
主要な会社名
ＡｓａｈｉＳｅｒｖｉｃｏｓｅＲｅｐｒｅｓｅｎｔａｃｏｅｓＬｔｄａ.
非連結子会社は、その資産、経常収益、当期純損益（持分に見合う額）
及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、連結の範囲から除いて
も企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を妨げない
程度に重要性が乏しいため、連結の範囲から除外しております。

２.持分法の適用に関する事項
(１) 持分法適用の非連結子会社はありません。
(２) 持分法適用の関連会社 ４社
主要な会社名
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

(３) 持分法非適用の非連結子会社
主要な会社名
ＡｓａｈｉＳｅｒｖｉｃｏｓｅＲｅｐｒｅｓｅｎｔａｃｏｅｓＬｔｄａ.

(４) 持分法非適用の関連会社はありません。
持分法非適用の非連結子会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利
益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連
結財務諸表に重要な影響を与えないため、持分法の対象から除いてお
ります。

３.連結子会社の事業年度等に関する事項
(１) 連結子会社の決算日は次のとおりであります。

１２月末日 ７社
３月末日 ４２社

(２) 上記の連結子会社については、それぞれの決算日の財務諸表により連
結しております。
連結決算日と上記の決算日との間に生じた重要な取引については必要
な調整を行っております。

４.資本連結手続に関する事項
株式交換及び株式移転制度を利用して完全親子会社関係を創設する場合の
資本連結手続は、株式会社りそな銀行（旧株式会社大和銀行及び旧株式会社
あさひ銀行）及び株式会社近畿大阪銀行については持分プーリング法を適
用しております。また、株式会社奈良銀行についてはパーチェス法を適用し
ております。

５.会計処理基準に関する事項
(１) 特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準
金利、通貨の価格、有価証券市場における相場その他の指標に係る短
期的な変動、市場間の格差等を利用して利益を得る等の目的(以下「特
定取引目的｣)の取引については、取引の約定時点を基準とし、連結貸
借対照表上「特定取引資産」及び「特定取引負債」に計上するとともに、
当該取引からの損益を連結損益計算書上「特定取引収益」及び「特定取
引費用」に計上しております。
特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等に
ついては連結決算日の時価により、スワップ・先物・オプション取引等
の派生商品については連結決算日において決済したものとみなした額
により行っております。
また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当連結会計年度
中の受払利息等に、有価証券、金銭債権等については前連結会計年度
末と当連結会計年度末における評価損益の増減額を、派生商品につい
ては前連結会計年度末と当連結会計年度末におけるみなし決済からの
損益相当額の増減額を加えております。

(２) 有価証券の評価基準及び評価方法
(イ)有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法に
よる償却原価法（定額法）、持分法非適用の非連結子会社株式及び
関連会社株式については移動平均法による原価法、その他有価証
券で時価のあるもののうち株式については主として連結決算日前
１ヵ月の市場価格の平均に基づいて算定された額に基づく時価法、
また、それ以外については連結決算日の市場価格等に基づく時価
法（売却原価は移動平均法により算定）、時価のないものについて
は移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部資本直入法に
より処理しております。

(ロ)有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託
財産として運用されている有価証券の評価は、時価法により行って
おります。

(３) デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法によ
り行っております。

(４) 減価償却の方法
q動産不動産
動産不動産は、建物については主として定額法、動産については
主として定率法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建　物：２年～５０年
動　産：２年～２０年

wソフトウェア
自社利用のソフトウェアについては、当社及び連結子会社で定め
る利用可能期間（主として５年）に基づく定額法により償却しており
ます。

(５) 貸倒引当金の計上基準
主要な連結子会社の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に
則り、次のとおり計上しております。
破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、
「破綻先」という。）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以
下、「実質破綻先」という。）の債権については、下記直接減額後の帳簿
価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控
除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にな
いが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下
「破綻懸念先」という。）及び貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信
額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の元本の回収及び利息の受
取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権に
ついては、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率
で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法
（キャッシュ・フロー見積法）により引き当てております。
なお、破綻懸念先のうち、キャッシュ・フロー見積法を適用しない債務
者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保
証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能
力を総合的に判断し必要と認められる額を計上しております。
上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算
出した貸倒実績率等に基づき計上しております。
なお、特定海外債権については、対象国の政治経済情勢等に起因して
生ずる損失見込額を特定海外債権引当勘定として計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産
査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査
しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。
破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権
額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除
した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その
金額は１,１１６,２２２百万円であります。
その他の連結子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒
実績率等を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ引
き当てております。

（６）投資損失引当金の計上基準
投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券の発行
会社の財政状態等を勘案して必要と認められる額を計上しております。

(７) 退職給付引当金の計上基準
退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度
末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計
上しております。また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の費用処
理方法は以下のとおりであります。
・過去勤務債務：その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の
年数（１年～１０年）による定額法により損益処理
・数理計算上の差異：各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤
務期間内の一定の年数（５年～１５年）による定額法により按分した額
を、それぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理

（会計方針の変更）
銀行業を営む国内連結子会社の会計基準変更時差異については、従来、
主として１０年による按分額を費用処理することとしておりましたが、退
職給付会計の適用初年度期首における退職給付債務の構成内容が、従
業員数及び給与等の削減により大きく変化したため、当中間連結会計
期間末における未認識会計基準変更時差異残高が実態に合致しなくな
りましたので、当中間連結会計期間末における残額を一括費用処理い
たしました。この費用処理に伴い、「その他資産」は５１,７５４百万円減少、
「退職給付引当金」は８,４７１百万円増加及び「税金等調整前当期純損失」
は６０,２２５百万円増加しております。

（追加情報）
銀行業を営む国内連結子会社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、
厚生年金基金の代行部分について、平成１５年８月２９日に厚生労働大臣
から将来分支給義務免除の認可を受けております。
銀行業を営む国内連結子会社は、「退職給付会計に関する実務指針（中
間報告）」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第１３号）第４７－２項
に定める経過措置を適用し、当該将来分返上認可の日において代行部
分に係る退職給付債務と年金資産を消滅したものとみなして会計処理
しております。この処理に伴い、「税金等調整前当期純損失」は２３,８５０百
万円増加し、また、当連結会計年度末現在において測定された返還相
当額（最低責任準備金）は、１４０,９３４百万円であります。

（ 平成１５年４月１日から ）平成１６年３月３１日まで
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(８) 特定債務者支援引当金の計上基準
特定債務者支援引当金は、再建支援を行っている特定の債務者に対し、
将来発生する支援額を合理的に見積もり、必要と認められる額を計上
しております。

（９）事業再構築引当金の計上基準
事業再構築引当金は、集中再生期間における資産・収益構造改革のた
めのシステム更改に伴う除却、店舗統廃合及び元本補てん契約のある
金銭信託における有価証券の含み損処理等に伴い、今後発生が見込ま
れる損失について合理的に見積もることができる金額を計上しており
ます。

(１０)特別法上の引当金の計上基準
証券取引責任準備金　　　 ３２７百万円
証券先物取引等に関して生じた事故による損失の補てんに充てるため､
銀行業を営む国内連結子会社は証券取引法第６５条の２第７項において
準用する同法第５１条及び金融機関の証券業務に関する内閣府令第３２
条に定めるところにより、国内の証券業を営む連結子会社は証券取引
法第５１条及び証券会社に関する内閣府令第３５条に基づき、それぞれ算
出した額を計上しております。

(１１)外貨建資産・負債の換算基準
銀行業を営む国内連結子会社の外貨建資産・負債については、取得時
の為替相場による円換算額を付す関連会社株式を除き、主として連結
決算日の為替相場による円換算額を付しております。
その他の連結子会社の外貨建資産・負債については、それぞれの決算
日等の為替相場により換算しております。

（会計方針の変更）
銀行業を営む国内連結子会社の外貨建取引等の会計処理につきまして
は、前連結会計年度は「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関
する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員
会報告第２５号。以下「業種別監査委員会報告第２５号」という。）による
経過措置を適用しておりましたが、当連結会計年度からは、同報告の本
則規定に基づき資金調達通貨（邦貨）を資金運用通貨（外貨）に変換する
等の目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等については、
ヘッジ会計を適用しております。なお、当該ヘッジ会計の概要につきま
しては、「（１３）重要なヘッジ会計の方法」に記載しております。
この結果、従来、期間損益計算していた当該通貨スワップ取引及び為替
スワップ取引等を時価評価し、正味の債権及び債務を連結貸借対照表
に計上したため、従来の方法によった場合と比較して、「特定取引資産」
は２,４５０百万円、「特定取引負債」は１３,１４３百万円及び「その他資産」は
５,４５６百万円それぞれ増加し、「その他負債」は５,２３６百万円減少してお
ります。なお、この変更に伴う損益の影響はありません。
また、上記以外の先物外国為替取引等に関する円換算差金は、従来、相
殺のうえ「その他資産」中のその他の資産又は「その他負債」中のその
他の負債で純額表示しておりましたが、当連結会計年度からは、業種別
監査委員会報告第２５号に基づき総額で表示するとともに、「その他資
産」及び「その他負債」中の金融派生商品に含めて計上しております。こ
の変更に伴い、従来の方法によった場合と比較して、「その他資産」及び
「その他負債」はそれぞれ７,１１９百万円増加しております。

(１２)リース取引の処理方法
国内連結子会社のリース物件の所有権が借主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に
準じた会計処理によっております。

(１３)重要なヘッジ会計の方法
（イ）金利リスク・ヘッジ
（追加の情報）

銀行業を営む国内連結子会社の金融資産・負債から生じる金利リスク
に対するヘッジ会計の方法は、繰延ヘッジによっております。前連結会
計年度は「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び
監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２４号。
以下「業種別監査委員会報告第２４号」という。）に規定する経過措置に基
づき、多数の貸出金・預金等から生じる金利リスクをデリバティブ取引
を用いて総体で管理する「マクロヘッジ」を実施しておりましたが、当
連結会計年度からは、同報告の本則規定に基づき処理しております。
ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジにつ
いて、ヘッジ対象となる預金・貸出金とヘッジ手段である金利スワップ
取引等を一定の残存期間毎にグルーピングのうえ特定し評価しており
ます。また、キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対
象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係の検証により有効性の評価
をしております。
また、当連結会計年度末の連結貸借対照表に計上している繰延ヘッジ
損益のうち、従来の「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損益は、「マク
ロヘッジ」で指定したそれぞれのヘッジ手段の残存期間・想定元本金額
に応じ当連結会計年度から、資金調達費用又は資金運用収益として期
間配分しております。
なお、当連結会計年度末における「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ
損失は４４,１４７百万円、繰延ヘッジ利益は６１,８１３百万円であります。

（ロ）為替変動リスク・ヘッジ
銀行業を営む国内連結子会社の外貨建金融資産・負債から生じる為替
変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、繰延ヘッジによっております。
前連結会計年度は業種別監査委員会報告第２５号による経過措置を適
用しておりましたが、当連結会計年度からは、同報告の本則規定に基づ
き資金調達通貨（邦貨）を資金運用通貨（外貨）に変換する等の目的で行
う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等については、ヘッジ会計を
適用しております。
これは、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行
う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ
対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジショ
ン相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価
するものであります。
また、外貨建有価証券（債券以外）の為替変動リスクをヘッジするため、
事前にヘッジ対象となる外貨建有価証券の銘柄を特定し、当該外貨建
有価証券について外貨ベースで取得原価以上の直先負債が生じている
こと等を条件に包括ヘッジとして繰延ヘッジ及び時価ヘッジを適用し
ております。

（ハ）連結会社間取引等
銀行業を営む国内連結子会社のデリバティブ取引のうち連結会社間及
び特定取引勘定とそれ以外の勘定との間又は内部部門間の内部取引に
ついては、ヘッジ手段として指定している金利スワップ取引及び通貨ス
ワップ取引等に対して、業種別監査委員会報告第２４号及び第２５号に基
づき、恣意性を排除し厳格なヘッジ運営が可能と認められる対外カ
バー取引の基準に準拠した運営を行っているため、当該金利スワップ
取引及び通貨スワップ取引等から生じる収益及び費用は消去せずに損
益認識又は繰延処理を行っております。
なお、一部の資産・負債については、繰延ヘッジ、時価ヘッジあるいは
金利スワップの特例処理を行っております。
また、一部の連結子会社につきましては、繰延ヘッジを行っております。

(１４)消費税等の会計処理
当社及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、主と
して税抜方式によっております。

６.連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項
連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用して
おります。

７.連結調整勘定の償却に関する事項
連結調整勘定の償却については、原則５年間の均等償却を行っておりますが、
重要性の乏しいものは発生年度において一括償却しております。

８.利益処分項目等の取扱いに関する事項
連結剰余金計算書は、連結会計期間において確定した利益処分に基づいて
作成しております。

９.連結キャッシュ･フロー計算書における資金の範囲
連結キャッシュ･フロー計算書における資金の範囲は、連結貸借対照表上の
「現金預け金」のうち現金及び日本銀行への預け金であります。

■連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更
（固定資産の減損に係る会計基準）
固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に
関する意見書」（企業会計審議会平成１４年８月９日））及び「固定資産の減損に
係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号平成１５年１０月３１
日）が平成１６年３月３１日から平成１７年３月３０日までに終了する連結会計年度
に係る連結財務諸表について適用することを妨げないこととされたことに
伴い、同会計基準及び同適用指針を適用しております。
これにより「税金等調整前当期純損失」は、２７,９７６百万円増加しております。
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※１０. ヘッジ手段に係る損益又は評価差額は、純額で繰延ヘッジ利益としてそ
の他負債に含めて計上しております。なお、上記相殺前の繰延ヘッジ損
失の総額は４８,８７２百万円、繰延ヘッジ利益の総額は５９,２７１百万円であ
ります。

※１１. 土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づ
き、一部の国内連結子会社の事業用の土地の再評価を行い、評価差額
については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税
金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価
差額金」として資本の部に計上しております。
・再評価を行った年月日
平成１０年３月３１日
・同法律第３条第３項に定める再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政令第１１９
号）第２条第１号に定める地価公示法により公示された価格（平成１０
年１月１日基準日）に基づいて、地点の修正、画地修正等、合理的な調
整を行って算出しております。
・同法律第１０条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度
末における時価の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の
合計額との差額　４１,９９５百万円

※１２. 動産不動産の減価償却累計額　２３５,９５１百万円
※１３. 借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付

された劣後特約付借入金４２７,０００百万円が含まれております。
※１４. 社債には、劣後特約付社債２９４,４５９百万円が含まれております。
※１５. 一部の連結子会社が受託する元本補てん契約のある信託の元本残高

は、金銭信託５６９,０５７百万円であります。
※１６. 当社の発行済株式の総数

普通株式 １１,３７５,０６９千株
甲種第一回優先株式 ５,９７０千株
乙種第一回優先株式 ６８０,０００千株
丙種第一回優先株式 １２０,０００千株
丁種第一回優先株式 １５６千株
戊種第一回優先株式 ２４０,０００千株
己種第一回優先株式 ８０,０００千株
第１種第一回優先株式 ２,７５０,０００千株
第２種第一回優先株式 ２,８１７,８０７千株
第３種第一回優先株式 ２,７５０,０００千株

※１７. 連結会社及び持分法を適用した関連会社が保有する当社の株式の数
普通株式 ２,２６８千株

（連結損益計算書関係）
※１. 投資額の回収が見込めなくなったことに伴い、稼動資産のうちの一部

の営業用店舗について６２７百万円、廃止予定店舗や遊休施設等につい
て２７,３４９百万円の減損損失を計上しております。
上記減損損失の合計のうち、土地は２０,５５４百万円、建物は６,７７８百万
円、動産は３７５百万円、保証金権利金は２４４百万円、その他の資産は２３
百万円であります。
稼動資産については、主として営業用店舗を基礎とし、キャッシュ･フ
ローの相互補完性に基づいた一定の地域等をグルーピングの単位とし
ております。廃止予定店舗や遊休施設等については、各々独立した単
位として取扱っております。
回収可能価額の算定は、原則として正味売却価額によっており、主とし
て不動産鑑定評価額から処分費用見込額を控除して算定しております。
なお、一部の営業用店舗については、使用価値により測定しており、将
来キャッシュ･フローを５.７％で割り引いて算定しております。

※２． 「その他経常収益」には、株式等売却益１２９,２７０百万円を含んでおります。
※３． 「その他の経常費用」には、貸出金償却４７２,０１０百万円、債権売却損

３３３,７９０百万円、債権放棄損１２７,５１８百万円、株式等売却損３８,００５百万
円、株式等償却１９,８２９百万円、投資損失引当金繰入額１３,８７１百万円を
含んでおります。

※４． 「その他の特別利益」には、東京都外形標準課税訴訟の訴訟上の和解
により、東京都から還付された事業税及び加算金１３,３３６百万円、賞与
引当金戻入益７,７８１百万円を含んでおります。

※５． 「その他の特別損失」には、事業再構築引当金繰入額１３,２３２百万円、事
業再構築に係る損失６６,７６１百万円（集中再生期間における資産・収益
構造改革のためのアウトソーシング、店舗統廃合、希望退職制度の実施
に伴うもの等）、退職給付会計適用に伴う会計基準変更時差異の一括費
用処理額６４,９２３百万円、厚生年金基金代行部分返上に伴う損失２３,８５０
百万円を含んでおります。

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）
(１)現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の
金額との関係
平成１６年３月３１日現在
現金預け金勘定 ２,８３５,０４０百万円
日本銀行以外の金融機関への預け金 △１５１,５１９百万円
現金及び現金同等物 ２,６８３,５２０百万円

注記事項 （平成１６年３月３１日）

（連結貸借対照表関係）
※１． 有価証券には、非連結子会社及び関連会社の株式１７,９２１百万円及び出

資金１２百万円が含まれております。
※２． 消費貸借契約により貸し付けている有価証券は、「有価証券」中の株式

に９,６８３百万円含まれております。
無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により借り入れている有価証券
及び現先取引並びに現金担保付債券貸借取引等により受け入れている
有価証券のうち、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権
利を有する有価証券で、（再）担保に差し入れている有価証券は４,１００百
万円であります。

※３． 貸出金のうち､破綻先債権額は４３,５６６百万円､延滞債権額は９３７,５５２
百万円であります。
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続し
ていることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込
みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を
行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法
人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホま
でに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金で
あります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び
債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予
した貸出金以外の貸出金であります。

※４. 貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は４７,７３８百万円であります。
なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌
日から３月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当
しないものであります。

※５. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は８１３,２７１百万円であります。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ること
を目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放
棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、
延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。

※６. 破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債
権額の合計額は１,８４２,１２９百万円であります。
なお、上記３.から６.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であり
ます。

※７． 手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及
び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２４
号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた
銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、売却又は
（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、そ
の額面金額は、４６９,２６６百万円であります。

※８. 担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産

特定取引資産 ３１８,８０５百万円
有価証券 ３,８１４,４１７百万円
貸出金 ４５０,２５６百万円

担保資産に対応する債務
預金 ３８,３８１百万円
コールマネー及び売渡手形 ６１３,０００百万円
売現先勘定 ３１３,０８７百万円
債券貸借取引受入担保金 ６９,８９６百万円
借用金 ９,６２５百万円
その他負債 ３１,１８４百万円

上記のほか、為替決済、デリバティブ取引等の担保あるいは先物取引証
拠金等の代用として、現金預け金１,１５８百万円、特定取引資産２７９百万
円、有価証券７７０,１６０百万円、その他資産２７,９３２百万円を差し入れてお
ります。
なお、動産不動産のうち保証金権利金は４８,１２２百万円、その他資産の
うち先物取引差入証拠金は４４０百万円であります。

※９． 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客から
の融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について
違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約
であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、７,５２１,４２７百万円
であります。このうち原契約期間が１年以内のもの又は任意の時期に無
条件で取消可能なものが７,４５２,５０７百万円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるた
め、融資未実行残高そのものが必ずしも連結子会社の将来のキャッ
シュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多く
には、金融情勢の変化、債権の保全、その他相当の事由があるときは、
連結子会社が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額
をすることができる旨の条項が付けられております。
また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求
するほか、契約後も定期的に予め定めている社内手続に基づき顧客の
業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を
講じております。
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(２)株式の売却により連結子会社でなくなったあさひ銀リース株式会社、大
和ファクター・リース株式会社、近畿大阪リース株式会社他６社の資産及び
負債の主な内訳は、次のとおりであります。

資産 ３４１,８９４百万円
（うち動産不動産 ２２８,８５３百万円）
（うち貸出金 ２８,３１６百万円）
負債 △３２５,９７９百万円
（うち借用金 △２４０,１３３百万円）

(３)重要な非資金取引の内容
デット・エクイティ・スワップによる
有価証券の取得金額 ５５,３３１百万円

（リース取引関係）
（借主側）
１. リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引
・リース物件の取得価額相当額､減価償却累計額相当額及び年度末残
高相当額
取得価額相当額

動　産 ３６,７２３百万円
その他 １,８９５百万円
合　計 ３８,６１９百万円

減価償却累計額相当額
動　産 ２２,８８６百万円
その他 ８５１百万円
合　計 ２３,７３８百万円

年度末残高相当額
動　産 １３,８３６百万円
その他 １,０４３百万円
合　計 １４,８８０百万円

・未経過リース料年度末残高相当額
１年以内 ６,０５８百万円
１年超 ９,７９９百万円
合　計 １５,８５８百万円

・支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額
支払リース料 ６,４９３百万円
減価償却費相当額 ６,０８４百万円
支払利息相当額 ３６９百万円

・減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によってお
ります。
・利息相当額の算定方法
主として、リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利
息相当額とし、各連結会計年度への配分方法については、利息法に
よっております。

２． オペレーティング・リース取引
未経過リース料

１年以内 ２８百万円
１年超 ２１百万円
合　計 ４９百万円

リース資産に配分された減損損失はありませんので、項目等の記載は
省略しております。

（貸主側）
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・
リース取引

・受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額
受取リース料 ４２,３７６百万円
減価償却費 ３７,６０８百万円
受取利息相当額 ４,２５９百万円

・利息相当額の算定方法
リース料総額と見積残存価額の合計額からリース物件の購入価額を
控除した額を利息相当額とし、各連結会計年度への配分方法につい
ては利息法によっております。

あさひ銀リース株式会社、大和ファクター・リース株式会社及び近畿大阪リー
ス株式会社は当連結会計年度末に連結の範囲から除いたため、リース物件の
取得価額、減価償却累計額及び年度末残高はございません。



り
そ
な
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス

財
務
・
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
デ
ー
タ

140

（連結セグメント情報）
１.事業の種類別セグメント情報

前連結会計年度（自平成１４年４月１日至平成１５年３月３１日）

1経常収益及び経常損益
1経常収益

(１)外部顧客に対する経常収益
(２)セグメント間の内部経常収益

1計
1経常費用
1経常損失
2資産、減価償却費及び資本的支出
1資　産
1減価償却費
1資本的支出

１,１１５,５３５
９,０７２

１,１２４,６０７
１,６２９,６３６
５０５,０２８

４２,６３１,０６３
５２,８５５
７８,５０６

銀行信託業務

１４,２４３
１５４

１４,３９７
１８,４９７
４,０９９

８５,６７２
４０９
６８０

１２９,４８１
９,５０６

１３８,９８７
１５１,４８３
１２,４９６

１,１５０,１３９
６４,１８０
６２,０６８

１,２５９,２５９
１８,７３３

１,２７７,９９３
１,７９９,６１７
５２１,６２４

４３,８６６,８７５
１１７,４４６
１４１,２５５

―
(１８,７３３)
(１８,７３３)
(３０,２１４)
(１１,４８０)  

(９７４,９４２)
―
―

証券業務 金融関連業務 消去又は全社

１,２５９,２５９
―

１,２５９,２５９
１,７６９,４０３
５１０,１４３

４２,８９１,９３３
１１７,４４６
１４１,２５５

連　結計

（注）１．連結範囲の変更などにより、金融関連業務における経常収益が全セグメントの経常収益の合計額の１０%以上となったことから、連結財務諸表規則第１５条の２の規定に基づき、当連結
会計年度から事業の種類別セグメント情報を記載しております。

２．各業務区分の主な内容は次のとおりであります。
(１) 銀行信託業務 銀行業、信託業、信用保証業、銀行システム開発
(２) 証券業務 証券業
(３) 金融関連業務 クレジットカード、リース業、融資、ベンチャーキャピタル
３．一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。
４．資本的支出にはシステム関連投資等を含んでおります。

当連結会計年度（自平成１５年４月１日至平成１６年３月３１日）

（単位：百万円）

1経常収益及び経常損益
1経常収益

(１)外部顧客に対する経常収益
(２)セグメント間の内部経常収益

1計
1経常費用
1経常利益（△は経常損失）
2資産、減価償却費、
減損損失及び資本的支出

1資　産
1減価償却費
1減損損失
1資本的支出

１,０２１,０８７
８,０００

１,０２９,０８８
２,１０３,４７５
△１,０７４,３８７

３９,７１６,７３２
４２,９００
２７,９７６
１０４,９５３

銀行信託業務

１９,９０８
８２

１９,９９０
１６,３８５
３,６０４

１３８,９４１
４５９

－
４４５

９７,２０３
７,７７３

１０４,９７７
２３３,７３１
△１２８,７５４

４７４,３４６
３１,０４９

０
２６,０７０

１,１３８,１９９
１５,８５６

１,１５４,０５５
２,３５３,５９３
△１,１９９,５３７

４０,３３０,０１９
７４,４０９
２７,９７６
１３１,４６９

－
(１５,８５６)
(１５,８５６)
(１０３,５１６)
(△８７,６５９)  

(４８８,１８１)
－
－
－

証券業務 金融関連業務 消去又は全社

１,１３８,１９９

－
１,１３８,１９９
２,２５０,０７６
△１,１１１,８７７

３９,８４１,８３７
７４,４０９
２７,９７６
１３１,４６９

連　結計

（注）１．各業務区分の主な内容は次のとおりであります。
（１）銀行信託業務　銀行業、信託業、信用保証業、銀行システム開発
（２）証券業務 証券業
（３）金融関連業務 クレジットカード、リース業、融資、ベンチャーキャピタル

２．一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。
３．資本的支出にはシステム関連投資等を含んでおります。
４．固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会平成１４年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企
業会計基準適用指針第６号平成１５年１０月３１日）が平成１６年３月３１日から平成１７年３月３０日までに終了する連結会計年度に係る連結財務諸表について適用することを妨げないこととさ
れたことに伴い、同会計基準及び同適用指針を適用しております。この結果、「銀行信託業務」について２７,９７６百万円、「金融関連業務」については０百万円の減損損失を計上しておりま
す。なお、経常損失に与える影響はございません。

５．外貨建取引等の会計処理につきましては、前連結会計年度は「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会
報告第２５号。以下「業種別監査委員会報告第２５号」という。）による経過措置を適用しておりましたが、当連結会計年度からは、同報告の本則規定に基づき資金調達通貨（邦貨）を資金
運用通貨（外貨）に変換する等の目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等については、ヘッジ会計を適用しております。また、上記以外の先物外国為替取引等に係る円換
算差金は、従来、相殺のうえ純額表示しておりましたが、当連結会計年度からは、業種別監査委員会報告第２５号に基づき総額で表示する方法に変更しております。この結果、従来の方
法によった場合と比較して、「銀行信託業務」については資産が１５,０２６百万円増加しております。なお、経常損失に与える影響はございません。

６．銀行業を営む国内連結子会社の会計基準変更時差異については、従来、主として１０年による按分額を費用処理することとしておりましたが、退職給付会計の適用初年度期首における
退職給付債務の構成内容が、従業員数及び給与等の削減により大きく変化したため、当中間連結会計期間末における未認識会計基準変更時差異残高が実態に合致しなくなりましたの
で、当中間連結会計期間末における残高を一括費用処理いたしました。この結果、従来の方法によった場合と比較して、「銀行信託業務」については資産が５１,７５４百万円、経常損失が
４,６９７百万円減少しております。

（単位：百万円）
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２.所在地別セグメント情報
前連結会計年度（自平成１４年４月１日至平成１５年３月３１日）及び当連結会計年度（自平成１５年４月１日至平成１６年３月３１日）
全セグメントの経常収益の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める本邦の割合が９０％を超えているため、所在地別セグメント情報の記
載を省略しております。

３.海外経常収益
前連結会計年度（自平成１４年４月１日至平成１５年３月３１日）及び当連結会計年度（自平成１５年４月１日至平成１６年３月３１日）
海外経常収益が連結経常収益の１０％未満のため、海外経常収益の記載を省略しております。

（関連当事者との取引）
Ⅰ前連結会計年度（自平成１４年４月１日　至平成１５年３月３１日）
（１）親会社及び法人主要株主等

記載すべき重要なものはありません。
（２）役員及び個人主要株主等

記載すべき重要なものはありません。
（３）子会社等

記載すべき重要なものはありません。
（４）兄弟会社等

記載すべき重要なものはありません。
Ⅱ当連結会計年度（自平成１５年４月１日　至平成１６年３月３１日）
（１）親会社及び法人主要株主等

記載すべき重要なものはありません。
（２）役員及び個人主要株主等

記載すべき重要なものはありません。
（３）子会社等

記載すべき重要なものはありません。
（４）兄弟会社等

記載すべき重要なものはありません。

（１株当たり情報）
１株当たり純資産額 △１５１円６５銭
１株当たり当期純損失 １８１円０５銭
潜在株式調整後１株当たり当期純利益 ー円ー銭
（注）１. １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。

１株当たり当期純損失 １８１.０５円
当期純損失 １,６６３,９６４百万円
普通株主に帰属しない金額 ー百万円
普通株式に係る当期純損失 １,６６３,９６４百万円
普通株式の期中平均株式数 ９,１９０,５７０千株
※希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

優先株式 ９銘柄
（発行済株式総数：９,４４３,９３３千株）

なお、上記優先株式の概要は、「資本の状況他（単体情報）」に記載のとおりであります。
２. 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、当期純損失が計上されているので、記載しておりません。
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２.退職給付債務に関する事項
区　　　　分

退職給付債務 (A)
年金資産 (B)
未積立退職給付債務 (C)=(A)+(B)
未認識年金資産 (D)
会計基準変更時差異の未処理額 (E)
未認識数理計算上の差異 (F)
未認識過去勤務債務 (G)
連結貸借対照表計上額純額 (H)=(C)+(D)+(E)+(F)+(G)
前払年金費用 (I)
退職給付引当金 (H)ー(I)

平成１６年３月末
△５５７,０４３
５６２,０７０
５,０２７

△１９,６０８
―

１５７,３９３
１,４３３

１４４,２４６
１５３,３８４
△９,１３８

（単位：百万円）

（注）１．臨時に支払う割増退職金は含めておりません。
２. 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。
３. 銀行業を営む国内連結子会社は、厚生年金基金の代行部分返上に関し、「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」（日本公認
会計士協会会計制度委員会報告第１３号）第４７-２項に定める経過措置を適用し、当該将来分返上認可の日において代行部分に係
る退職給付債務と年金資産を消滅したものとみなして会計処理しております。なお、当連結会計年度末現在において測定された
返還相当額（最低責任準備金）は、１４０,９３４百万円であります。

３.退職給付費用に関する事項
区　　　　分

勤務費用（注）１、２

利息費用
期待運用収益
過去勤務債務の費用処理額
数理計算上の差異の費用処理額
会計基準変更時差異の費用処理額
その他（退職給付債務の対象外の退職金等）
退職給付費用
厚生年金基金の代行部分返上損
会計基準変更時差異の一括費用処理
計

平成１６年３月期
１８,４７２
１６,２１７
△８,５３９
２４７

３０,２５１
６,８１１
３２２

６３,７８３
２３,８５０
６４,９２３
１５２,５５７

（単位：百万円）

（注）１．厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。
２．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、一括して「勤務費用」に含めて計上しております。

４.退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
区　　　　分 平成１６年３月期

(１)割引率 ２.０％
(２)期待運用収益率 ２.５％～３.５％
(３)退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準
(４)過去勤務債務の額の処理年数 １年～１０年（その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数による定額法による）
(５)数理計算上の差異の処理年数 ５年～１５年（各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数による定額

法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしている）
(６)会計基準変更時差異の処理年数 一部の主要な連結子会社は、退職給付会計の適用初年度期首における退職給付債務の構成内

容が、従業員数及び給与等の削減により大きく変化したため、当中間連結会計期間末における
未認識会計基準変更時差異残高が実態に合致しなくなりましたので、当中間連結会計期間末に
おける残額を一括費用処理いたしました。

（退職給付関係）
１.採用している退職給付制度の概要

一部の連結子会社は、退職一時金制度及び確定給付型の企業年金制度を設けております。なお、従業員の退職等に際して、退職給付に係る会計基準に準
拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない退職金を支給する場合があります。また、上記の連結子会社のうち２社において、退職給付信託を
設定しております。
また、適格退職年金制度を有している連結子会社は４社であります。
なお、銀行業を営む国内連結子会社は、厚生年金基金の代行部分について、当連結会計年度中に厚生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受けて
おります。また、銀行業を営む国内連結子会社の会計基準変更時差異については、当中間連結会計期間末における残額を一括費用処理いたしました。
なお、当社につきましては、退職給付制度を設けておりません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳（平成１６年３月期）
繰延税金資産
税務上の繰越欠損金 １,３３６,８４０百万円
有価証券償却否認額 １,０３８,４０８百万円
貸倒引当金及び貸出金等償却損金算入限度超過額 ５９８,１９１百万円
退職給付引当金 ３２,６８１百万円
その他有価証券評価差額金 １百万円
その他 ４７,６４９百万円
繰延税金資産小計 ３,０５３,７７３百万円
評価性引当額 △２,８７１,２２０百万円
繰延税金資産合計 １８２,５５３百万円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △９７,７０５百万円
退職給付信託設定益等 △２５,２９４百万円
未収配当金 △２,０６４百万円
その他 △４,８８９百万円
繰延税金負債合計 △１２９,９５３百万円

繰延税金資産の純額 ５２,５９９百万円

（重要な後発事象）
１．株式会社りそなホールディングスにおける欠損の填補等のための資本の減少
当社は、平成１６年６月２５日開催の定時株主総会において、資本金を減少させることを決議いたしました。これは、平成１６年３月期決算に係る損失
処理において、資本準備金などの取り崩しを行った後も、多額の繰越損失を残すこととなったため、この繰越損失を一掃するとともに当社の財務
戦略の柔軟性を高めるべく行ったものです。

(１) 資本減少の内容
① 減資すべき資本の額
当社の資本の額 １,２８８,４７３,８８８,４１８円を９６１,２７２,６２１,４２７円減少し、３２７,２０１,２６６,９９１円といたします。

② 資本の減少の方法
発行済株式数を変更せず、資本の額のみを減少する方法（無償減資）によります。

③ 減少すべき資本のうち欠損の填補に充つるべき額 ９２１,２７２,６２１,４２７円
なお、減少すべき資本の額との差額４０,０００,０００,０００円につきましては、その他資本剰余金に振り替えられます。

(２) 資本減少の日程
① 定時株主総会決議日 平成１６年６月２５日
② 債権者異議申述最終期日 平成１６年８月９日（予定）
③ 減資効力発生日 平成１６年８月１０日（予定）

２．関係会社株式の売却
当社は企業価値最大化の観点からグループ事業の見直しを行い、当社の子会社である株式会社りそな銀行は保有するコスモ証券株式会社の株式
を一部譲渡いたしました｡ これにより、同社は、当社の関係会社ではなくなりました。
（１）譲渡株式数 ２１０,９００千株
（２）関係会社株式売却益 １２,２０８百万円
（３）売却後の持分比率 １０.３８８％
（４）株式の譲渡先 株式会社ＣＳＫ
（５）譲渡日 平成１６年４月２２日
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（事業等のリスク）
当社及び当社グループの経営成績、株価及び財務状況等に影響を及ぼす
可能性のあるリスクには以下のようなものがあります。
なお、当社及び当社グループでは、「集中再生期間」において「持続的な黒
字経営への体質転換」を確実に果たしていくため、内在する将来リスクを
極小化すべく、平成１５年９月中間決算を中心として抜本的な財務改革を
断行致しました。この結果、不良債権、政策投資株式、固定資産、繰延税
金資産、元本補てん契約のある信託商品、退職給付債務等について、そ
のリスクを大幅に削減しております。
文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社
グループが判断したものであります。
(１) 不良債権問題等
不良債権については、取引先の早期再生に向けた支援の強化やオフ
バランス化への取組みを加速させても与信費用の大幅な増大を招か
ない水準まで、財務上の手当を行いました。併せて、融資先の劣化に
対する予防管理やリスク分散に向けた取組みを進め、信用リスク管
理態勢の強化を図っています。
しかしながら、今後の国内景気の動向、不動産価格や株価の変動、融
資先の経営状況等によっては、想定の範囲を超える償却・引当を余儀
なくされ、当社グループの業績、財政状態及び自己資本の状況に影
響を与えるおそれがあります。
① 融資先の業況悪化
当社グループは、「経営の健全化のための計画」の達成に向けて、不
良債権の最終処理を進めていますが、平成１６年３月３１日現在、銀行業
を営む連結子会社４行合計で１兆８,８４１億円の金融再生法基準開示債
権があり、また、正常債権の中にも潜在的なリスクを内包しています。
当社グループでは、正確な自己査定を行い、適切な償却・引当を実施
していますが、大口の与信先の中には、金融機関の支援を受け再建
途上にある取引先、不動産、建設、ノンバンク、流通など低迷している
業界に属する取引先も含まれています。今後の景気動向や主たる取
引金融機関の方針変更等、これらの取引先を取り巻く環境の変化に
よっては、新たに債権放棄を求められたり、取引先の経営破綻が増加
することなどにより、当社グループの不良債権や与信費用の水準が
影響を受ける可能性があります。
また、当社グループは中堅・中小企業や個人を取引基盤としており、
与信ポートフォリオにおいても大きな割合を占めています。これらの
融資先は景気変動の影響を受けやすいことから、今後の国内景気の
動向によっては、想定の範囲を超えて、当社グループの不良債権や与
信費用が増加する可能性があります。
② 担保価値の下落
償却・引当の計上に当たっては、市場売却を想定した厳正な担保評価
を行っていますが、今後の不動産価格や株価の変動によっては、不良
債権や与信費用が増加する可能性があります。
③ 地域経済悪化による貸倒増加等
当社グループは東京都・埼玉県を主とした首都圏と、大阪府を主とし
た関西圏を主要な営業基盤としており、与信ポートフォリオにおいて
も、大きな割合を占めています。これらの地域の経済状態が悪化した
場合には、貸倒の増加や担保価値の下落等により、当社グループの
不良債権や与信費用が増加する可能性があります。
また、景気低迷の長期化等から、第三セクターや地方公社等の経営
不安定化が増加しつつあり、今後の動向によっては、当社グループの
不良債権や与信費用が増加する可能性があります。加えて、地方経済
の悪化は、信用保証協会の財政状態に悪影響を与えるおそれがあり、
影響が大きい場合には、代位弁済の遅延により当社グループの不良
債権処理の進捗に支障が生じるほか、各信用保証協会への負担金拠
出等により費用負担が増加する可能性があります。
④ 不良債権処理に伴う与信費用の増加
前記のとおり、当社グループでは、「経営の健全化のための計画」の目
標達成に向けて不良債権の最終処理を進めています。当社グループ
では適切な償却、引当を実施していますが、今後のオフバランス化の
際には、損失が引当金を上回り、追加損失が発生する場合もあり、そ
の結果、与信費用が増加する可能性があります。

(２) 市場業務に伴うリスク
当社グループは、長短金利、債券、外国為替等の相場変動を伴う金融
商品を取扱う市場業務、特に、日本国債を中心に多額の債券投資を
行っており、そのための管理体制として、過去の相場変動等を基に統
計的手法を用いて算出したバリュー・アット・リスク等によるリスク限
度等を設定し、相場変動に伴う損失を一定範囲内にとどめる体制を
敷いています。
しかしながら、ブラックマンデー等のように過去の相場変動から予想
される範囲を大幅に超える相場変動等が発生した場合、特に、金利
が急激に上昇した場合には、保有する債券の価値が下落することに
よって想定以上の損失が発生し、当社グループの業績、財政状況に悪
影響を及ぼす可能性があります。

(３) ペイオフ全面解禁に伴うリスク
当社グループは、ペイオフ全面解禁に向けた対策の一環として、当社
グループの状況について顧客に正しく理解してもらうべく、経営内容
の積極的な開示に努めています。
また、顧客動向の把握、営業店のモニタリング等を状況に応じ随

時実施するとともに、品揃えの観点から決済性預金の開発等の準備
を進めています。
しかしながら、平成１７年４月からのペイオフ全面解禁に向けて、今後、
当社グループを含む本邦金融機関に大規模な金融システム不安が発
生した場合や、当社グループに対する悪意を持った風評等が発生し
た場合には、想定の範囲を超える預金流出を余儀なくされ、当社グ
ループの資金繰り運営に影響を与える可能性があります。

(４) 株価下落に伴うリスク
当社グループは、株価下落による業績への影響を極力排除し、持続
的な黒字経営への体質転換に向けて、政策投資株式を４,０００億円ま
で圧縮することを「経営の健全化のための計画」の計数目標として掲
げ、平成１７年３月末の達成に向けて株式売却を進めています。
しかしながら、目標達成後においても、政策保有株式は、資本勘定対
比で一定の割合を占めることから、株価の変動によっては、保有株式
に減損または評価損が発生し、当社グループの業績、財政状況に悪
影響を及ぼす可能性があります。

(５) 規制変更に伴うリスク
当社グループは、現時点の規制に従って業務を遂行しています。従っ
て、今後、政府の方針、法令、実務慣行及び解釈に係る展開及び更新
等の当社グループのコントロールの及ばない事態が発生した場合に
は、当社グループの業績、財政状況に悪影響を及ぼす可能性があり
ます。

(６) 固定資産の減損リスク
当社グループは、平成１７年度決算より導入される固定資産の減損会
計について、前倒して平成１５年度決算から導入することにより、経営
の透明性の向上を図るとともに、外部環境の変化に対する財務上の
対応力の強化に努めています。
しかしながら、今後の経済環境の動向や不動産価格の変動等によっ
ては、更なる減損を余儀なくされ、当社グループの業績、財政状況に
悪影響を及ぼす可能性があります。

(７) システム統合に伴うリスク
当社グループの一部傘下銀行においては、平成１７年度から順次シス
テム統合を予定しており、システム統合プロジェクトを円滑に推進す
るために代表執行役を責任者とする統合委員会を設置し、プロジェ
クトの進捗状況を管理する等の管理体制を構築しています。
しかしながら、今後、システム統合期間の前後において予期せぬコン
ピュータシステムのダウンや誤作動等が発生し、顧客サービスに混乱
をきたすような事態となった場合には、顧客基盤が毀損する等によっ
て、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

(８) 繰延税金資産
当社グループでは、平成１５年９月中間決算で繰延税金資産の保守的
な見積に基づく大幅な取崩しを実施しておりますが、繰延税金資産
の計算は、将来の課税所得を含めた様々な予測・仮定に基づいてお
り、実際の結果がかかる予測・仮定とは異なる可能性があります。そ
の予測、仮定と異なる結果となった場合、当社グループの繰延税金
資産が減少し、その結果、当社グループの財政状態等に影響を与え
る可能性もあります。

(９) 元本補てん契約のある信託商品における補てん
当社の銀行子会社であるりそな銀行は、信託商品のうち一部の合同
運用指定金銭信託について元本補てん契約を結んでおります。これ
らの信託商品は、貸出金や有価証券等により運用されておりますが、
貸倒れ又は投資損失等が発生し、債権償却準備金を充当しても元本
補てん契約のある信託勘定の元本に欠損が生じた場合は、補てんの
ための支払をする必要があります。
また、合同運用指定金銭信託の受益者に半年ごとに支払う配当の率
である「予定配当率」は半年ごとに見直されますが、運用環境が悪化
した場合には、りそな銀行が合同運用指定金銭信託から受け取る信
託報酬は減少するため、当社グループの業績が悪影響を受けるおそ
れがあります。

(１０) 退職給付債務
当社グループでは、厚生年金の代行部分の返上、残存する会計基準
変更時差異の一括処理等を平成１５年９月中間決算で実施し、将来負
担の排除に努めておりますが、当社グループの年金資産の時価が下落
した場合、当社グループの年金資産の運用利回りが低下した場合、又
は退職給付債務を計算する前提となる数理上の前提・仮定に変更が
あった場合には、数理計算上の差異が発生する可能性があります。ま
た、退職金・年金制度の変更により過去勤務債務が発生する可能性が
あります。

(１１) 持株会社のリスク
当社は銀行持株会社ですので、当社が銀行子会社から受取る配当に
ついては、一定の状況下で、様々な規制上又は契約上の制限により、
当社の銀行子会社が当社に支払うことができる配当の金額が制限さ
れる場合があります。また、子会社が十分な利益を計上することがで
きず、当社に対して配当を支払えない状況が生じた場合には、当社は
配当を支払えなくなるおそれがあります。
なお、当社は、平成１６年３月期決算において、当社が保有する傘下銀
行株式に係る評価損として１,４８０,３５８百万円の特別損失を計上した結
果、損失処理後において９２１,２７２百万円の繰越損失が残存いたしまし
たが、平成１６年６月２５日開催の定時株主総会において繰越損失の填
補等を実施するために資本金を減少することが承認されました。
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主要な業務の状況を示す指標（連結情報）

■ 資金運用／調達の状況 （単位：百万円）

資金運用勘定
うち貸出金
有価証券
コールローン及び買入手形
買現先勘定
債券貸借取引支払保証金
預け金

資金調達勘定
うち預金
譲渡性預金
コールマネー及び売渡手形
売現先勘定
債券貸借取引受入担保金
コマーシャル・ペーパー
借用金

７０３,７９５
６２４,４９６
６４,３０８
６３２
０
３

４,２７９
１０１,８３１
４５,０９９
５６２
１,１８１
３３
６５
１

２８,４０１

３６,１６９,２２７
２８,６４４,４６４
６,８０８,３３８
１２８,９３９

１３
１１,４４１
３５４,９８０

３８,０４２,８５６
３３,２２６,６６５
５６０,２８１
２,０２１,０７８
４７３,２０４
３０８,５８９
２,２９０

９００,６４４

６００,２８２
４０６,８２０
１９１,９９８
４０５
－
－
２９

５７３,５５６
２９
－

８３２
－
－
－

４０６,８２０

３６,７６９,５０９
２９,０５１,２８５
７,０００,３３７
１２９,３４４

１３
１１,４４１
３５５,００９

３８,６１６,４１２
３３,２２６,６９４
５６０,２８１
２,０２１,９１０
４７３,２０４
３０８,５８９
２,２９０

１,３０７,４６４

１５,５２７
１０,０８７
５,４２４
１６
－
－
－

１２,８４８
－
－
１６
－
－
－

７,８５４

６８８,２６７
６１４,４０９
５８,８８３
６１６
０
３

４,２７９
８８,９８２
４５,０９９
５６２
１,１６４
３３
６５
１

２０,５４６

１.９０％
２.１４％
０.８６％
０.４７％
０.００％
０.０３％
１.２０％
０.２３％
０.１３％
０.１０％
０.０５％
０.００％
０.０２％
０.０６％
２.２８％

平均残高
小　計 相殺消去額（△） 合　計

利　息
小　計 相殺消去額（△） 合　計

利回り

資金運用勘定
うち貸出金
有価証券
コールローン及び買入手形
買現先勘定
債券貸借取引支払保証金
預け金

資金調達勘定
うち預金
譲渡性預金
コールマネー及び売渡手形
売現先勘定
債券貸借取引受入担保金
コマーシャル・ペーパー
借用金

２７,０６０
６,４２９
２０,６０８
２２
－
－
－

２０,４５８
－
－
２２
－
－
－

４,７２１

３４,８３４,６２１
２７,３８３,７０９
６,８９５,９６３
２５１,２０９

４０
１３,５０８
１６７,４２６

３６,２８１,８０９
３２,３４５,８７０
６８６,０５７
１,２８４,１０５
３４４,０５９
２８６,５９４
８０３

６３８,８４１

５３３,３４１
２５５,９９３
２７５,２２７
１,７０３
－
－

１６２
５１３,１０４
３５８
－

１,７０８
－
－
－

２５５,４０４

３５,３６７,９６２
２７,６３９,７０２
７,１７１,１９１
２５２,９１３

４０
１３,５０８
１６７,５８９

３６,７９４,９１４
３２,３４６,２２８
６８６,０５７
１,２８５,８１３
３４４,０５９
２８６,５９４
８０３

８９４,２４５

６５９,５１３
５７９,０６６
７０,２２２
５３８
０
３

２,０１８
９１,５９７
３８,９０９
３６８
４２４
３３
５３８
０

２２,３８３

６３２,４５３
５７２,６３６
４９,６１４
５１６
０
３

２,０１８
７１,１３９
３８,９０９
３６８
４０２
３３
５３８
０

１７,６６１

１.８１％
２.０９％
０.７１％
０.２０％
０.００％
０.０２％
１.２０％
０.１９％
０.１２％
０.０５％
０.０３％
０.００％
０.１８％
０.０４％
２.７６％

(注)１. 資金運用勘定は、無利息預け金の平均残高を、資金調達勘定は、金銭の信託運用見合額の平均残高及び利息をそれぞれ控除しております。
２.「相殺消去額」は、連結会社間の取引その他連結上の調整であります。

平
成
１５
年
３
月
期

平
成
１６
年
３
月
期

(注)１.「国内」とは、当社及び国内連結子会社であります。また、「海外」とは、海外連結子会社であります。
２.「相殺消去額」は、連結会社間の取引その他連結上の調整であります。
３.資金調達費用は、金銭の信託運用見合額の利息を控除しております。

平成１６年３月期

■ 国内・海外別収支 （単位：百万円）

資金運用収支
資金運用収益
資金調達費用

信託報酬
役務取引等収支

役務取引等収益
役務取引等費用

特定取引収支
特定取引収益
特定取引費用

その他業務収支
その他業務収益
その他業務費用

平成１５年３月期
国　内

５９６,９３７
６８８,２２８
９１,２９１
３７,７２１
１１１,９５１
１７５,３５１
６３,４００
２３,５３２
２３,５９２
６０

１２８,６９２
１６０,９８０
３２,２８７

海　外

５,０２６
１５,５６６
１０,５３９

－
４３６
５５８
１２２
－
－
－

４９６
１,３２６
８２９

海　外

１５,７９８
２２,８２１
７,０２３
－

４０１
４７４
７２
－
－
－

４７９
４７９
－

相殺消去額（△）

２,６７９
１５,５２７
１２,８４８

－
１５１
２０８
５７
－
－
－
－

１,２８５
１,２８５

相殺消去額（△）

６,６０１
２７,０６０
２０,４５８

－
－

１２２
１２２
－
－
－
－
－
－

合　計

５９９,２８４

６８８,２６７
８８,９８２
３７,７２１
１１２,２３６
１７５,７０１
６３,４６４
２３,５３２
２３,５９２
６０

１２９,１８９
１６１,０２１
３１,８３２

国　内

５５２,１１７
６３６,６９１
８４,５７４
３２,７６３
１１９,４９６
１８３,９７８
６４,４８２
２４,９３７
２４,９５７
２０

３５,７１３
７７,９３０
４２,２１７

合　計

５６１,３１３
６３２,４５３
７１,１３９
３２,７６３
１１９,８９７
１８４,３３０
６４,４３３
２４,９３７
２４,９５７
２０

３６,１９３
７８,４１０
４２,２１７
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（単位：百万円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
国　内 海　外 相殺消去額(△) 合　計 国　内 海　外 相殺消去額(△) 合　計

役務取引等収益
うち預金・貸出業務

為替業務
信託関連業務
証券関連業務
代理業務
保護預り・貸金庫業務
保証業務

役務取引等費用
うち為替業務

(注)１.「国内」とは、当社及び国内連結子会社であります。また、「海外」とは、海外連結子会社であります。
２.「相殺消去額」は、連結会社間の取引その他連結上の調整であります。

（単位：百万円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
国　内 海　外 相殺消去額(△) 合　計 国　内 海　外 相殺消去額(△) 合　計

特定取引収益
うち商品有価証券収益

特定取引有価証券収益
特定金融派生商品収益
その他の特定取引収益

特定取引費用
うち商品有価証券費用

特定取引有価証券費用
特定金融派生商品費用
その他の特定取引費用

■ 特定取引の内訳

特定取引収益・費用の内訳

■ 手数料収支（役務取引等収支）の内訳

(注)１.「国内」とは、当社及び国内連結子会社であります。また、「海外」とは、海外連結子会社であります。
２.「相殺消去額」は、連結会社間の取引その他連結上の調整であります。

２３,５９２
３,１３３
ー

１９,８７３
５８６
６０
ー
２２
ー
３７

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

２３,５９２
３,１３３
ー

１９,８７３
５８６
６０
ー
２２
ー
３７

２４,９５７
４,５５０
３８

２０,２８５
８３
２０
ー
ー
ー
２０

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

２４,９５７
４,５５０
３８

２０,２８５
８３
２０
ー
ー
ー
２０

１７５,３５１
２４,０２１
４６,９０３
１２,４５８
１６,９６２
７,８２９
３,７３５
１４,８９５
６３,４００
９,９７８

５５８
２２
３０２
ー
ー
ー
ー
１２
１２２
４０

２０８
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
５７
ー

１７５,７０１
２４,０４４
４７,２０５
１２,４５８
１６,９６２
７,８２９
３,７３５
１４,９０８
６３,４６４
１０,０１９

１８３,９７８
２３,５２９
４４,９８１
１３,５９９
２６,３６７
６,９７８
３,７９２
１６,０７８
６４,４８２
９,５４３

４７４
２３
２７１
ー
ー
ー
ー
１２
７２
４３

１２２
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
１２２
ー

１８４,３３０
２３,５５３
４５,２５２
１３,５９９
２６,３６７
６,９７８
３,７９２
１６,０９１
６４,４３３
９,５８６

（単位：百万円）

平成１５年３月末 平成１６年３月末
国　内 海　外 相殺消去額(△) 合　計 国　内 海　外 相殺消去額(△) 合　計

特定取引資産
うち商品有価証券

商品有価証券派生商品
特定取引有価証券
特定取引有価証券派生商品
特定金融派生商品
その他の特定取引資産

特定取引負債
うち売付商品債券

商品有価証券派生商品
特定取引売付債券
特定取引有価証券派生商品
特定金融派生商品
その他の特定取引負債

(注)１.「国内」とは、当社及び国内連結子会社であります。また、「海外」とは、海外連結子会社であります。
２.「相殺消去額」は、連結会社間の取引その他連結上の調整であります。

５１２,７３３
１０,１８１

１
－
－

６１,２９９
４４１,２５１
４４,０５３
８１６
１０
－
０

４３,２２６
－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

５１２,７３３
１０,１８１

１
－
－

６１,２９９
４４１,２５１
４４,０５３
８１６
１０
－
０

４３,２２６
－

５５６,８２９
１７,０１２
２３
ー
０

５４,５１０
４８５,２８２
４５,５１７
８,１３７
４５
ー
ー

３７,３３２
２

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

５５６,８２９
１７,０１２
２３
ー
０

５４,５１０
４８５,２８２
４５,５１７
８,１３７
４５
ー
ー

３７,３３２
２

特定取引資産・負債の内訳
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■ 預金の種類別残高 （単位：百万円）

平成１５年３月末 平成１６年３月末
国　内 海　外 相殺消去額(△) 合　計 国　内 海　外 相殺消去額(△) 合　計

預　金
流動性預金
定期性預金
その他
小　計

譲渡性預金
合　計

預金・貸出金に関する指標（連結情報）

(注)１. 流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金
定期性預金＝定期預金＋定期積金

２.「国内」とは、当社及び国内連結子会社であります。また、「海外」とは、海外連結子会社であります。
３．｢相殺消去額｣は、連結会社間の取引その他連結上の調整であります。

■リスク管理債権残高 （単位：百万円）

平成１５年３月末 平成１６年３月末

４３,５６６
９３７,５５２
４７,７３８
８１３,２７１
１,８４２,１２９

１６１,４７５
１,０３４,０９６
７０,７７０

１,７３８,５８５
３,００４,９２６

破綻先債権額
延滞債権額
３ヵ月以上延滞債権額
貸出条件緩和債権額
合　計

(注)「外国政府等」とは、外国政府、中央銀行、地方公共団体、政府関係機関又は国営企業及びこれらの所在する国の民間企業等であり、日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号に
規定する特定海外債権引当勘定を計上している国の外国政府等の債権残高を掲げております。

■外国政府等向け債権残高（国別） （単位：百万円）

平成１５年３月末 平成１６年３月末

インドネシア
アルジェリア
アルゼンチン
エクアドル
ロシア連邦
合　計
（資産の総額に対する割合）

４２,９８４
１３
７
１
０

４３,００６
（０.１０％）

５９,５１０
１４
７
１
０

５９,５３３
（０.１３％）

■業種別貸出状況（残高・構成比） （単位：百万円）

平成１５年３月末 平成１６年３月末
貸出金残高 構成比 貸出金残高 構成比

国内（除く特別国際金融取引勘定分）

製造業
農　業
林　業
漁　業
鉱　業
建設業
電気・ガス・熱供給・水道業
情報通信業
運輸業
卸売・小売業
金融・保険業
不動産業
各種サービス業
地方公共団体
その他

海外及び特別国際金融取引勘定分
政府等
金融機関
その他

相殺消去額（△）
合　計

２９,８２７,９１６
３,８７９,６５２
３０,４４６
４,６３３
５,６０３
３０,０６８

１,４３６,０４８
９５,７５０
４１１,０２０
８９７,６６８
３,９０１,４１７
１,７７４,１３０
４,１２１,３５８
３,１４５,２５１
７４７,３０１
９,３４７,５５６
７２,２３９
７,３２７
６,５７１
５８,３４０
７２９,５７０

２９,１７０,５８５

（１００.００％）
（１３.０１％）
（０.１０％）
（０.０２％）
（０.０２％）
（０.１０％）
（４.８１％）
（０.３２％）
（１.３８％）
（３.０１％）
（１３.０８％）
（５.９５％）
（１３.８２％）
（１０.５５％）
（２.５０％）
（３１.３３％）
（１００.００％）
（１０.１４％）
（９.１０％）
（８０.７６％）

（ー）
（ー）

２５,９５４,５３０
３,１１８,７０２
２２,２３９
４,５０４
３,７８９
２５,１８２

１,１０３,８５６
７９,６８７
３２５,２８５
８２２,５７４
３,０６４,４２３
９８０,７７７
２,９８８,６２５
２,５２０,２１７
７８４,５７９

１０,１１０,０８４
４８,３９１
６,３７３
２８,７２５
１３,２９２

ー
２６,００２,９２２

（１００.００％）
（１２.０２％）
（０.０９％）
（０.０２％）
（０.０２％）
（０.１０％）
（４.２４％）
（０.３１％）
（１.２５％）
（３.１７％）
（１１.８１％）
（３.７８％）
（１１.５１％）
（９.７１％）
（３.０２％）
（３８.９５％）
（１００.００％）
（１３.１７％）
（５９.３６％）
（２７.４７％）

ー
ー

(注)１.「国内」とは、当社及び国内連結子会社であります。また、「海外」とは、海外連結子会社であります。
２.「相殺消去額」は、連結会社間の取引その他連結上の調整であります。

１９,９６５,５４７
１３,８５３,９８５
１,０４３,７２２
３４,８６３,２５４
４２８,６６６

３５,２９１,９２０

１１,７０８
６,７３８
２９１

１８,７３７
－

１８,７３７

－
－
－
－
－
－

１９,９７７,２５５
１３,８６０,７２３
１,０４４,０１３
３４,８８１,９９２
４２８,６６６

３５,３１０,６５８

１８,８９８,５５０
１３,０７６,８８９
５５９,９６２

３２,５３５,４０２
７９２,９６６

３３,３２８,３６８

１０,７０６
６,０２４
１５７

１６,８８８
ー

１６,８８８

２８５
ー
ー
２８５
ー
２８５

１８,９０８,９７１
１３,０８２,９１３
５６０,１１９

３２,５５２,００４
７９２,９６６

３３,３４４,９７１
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有価証券に関する指標（連結情報）

■ 満期保有目的の債券で時価のあるもの（連結） （単位：百万円）

国　債

地方債

社　債

その他

合　計

有価証券の時価等情報
※１連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「現金預け金」中の譲渡性預け金、「買入金銭債権」中のコマーシャル・ペーパー、並びに「特定取引資産」中の商品有価証券、短期社債、譲渡性預け
金及びコマーシャル・ペーパーを含めて記載しております。

※２「子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの」については、財務諸表における注記事項として記載しております。

(注)１. 時価は、各連結会計年度末日における市場価格等に基づいております。
２.「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。

平成１５年３月末

差　額連結貸借対照表
計上額

１８０

－

５００

１,８９８

２,５７８

時　価

１８１

－

４９３

１,９３２

２,６０７

１

－

△６

３４

２９

うち益

１

－

－

７４

７６

うち損

－

－

６

４０

４６

平成１６年３月末

差　額連結貸借対照表
計上額

９

２６,３６０

５００

１,８９８

２８,７６９

時　価

９

２６,０３７

５００

１,８７９

２８,４２７

△０

△３２２

０

△１９

△３４１

うち益

－

－

０

３２

３２

うち損

０

３２２

－

５２

３７４

■有価証券の残高 （単位：百万円）

平成１５年３月末 平成１６年３月末
国　内 海　外 相殺消去額(△) 合　計 国　内 海　外 相殺消去額(△) 合　計

国　債
地方債
社　債
株　式
その他の証券
合　計

(注)１.「国内」とは、当社及び国内連結子会社であります。また、「海外」とは、海外連結子会社であります。
２.「その他の証券」には、外国債券及び外国株式を含んでおります。
３．｢相殺消去額｣は、連結会社間の取引その他連結上の調整であります。

■ 売買目的有価証券（連結） （単位：百万円）

平成１５年３月末 平成１６年３月末

売買目的有価証券
連結貸借対照表計上額
当該連結会計年度の損益に含まれた評価差額

４５１,４３３
２２９

５０２,２９５
７０

(注)１.連結貸借対照表計上額は、株式については主として各連結会計年度末前１ヵ月の市場価格の平均に基づいて算定された額により、また、それ以外については、各連結会計年度末日にお
ける市場価格等に基づく時価により、それぞれ計上したものであります。

２.「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。
３. その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがないものと判断したものについては、
当該時価をもって連結貸借対照表価額とするとともに、評価差額を各連結会計年度の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。
各連結会計年度における、その他有価証券で時価のある株式に係る減損処理額、及び「時価が著しく下落した」と判断するための基準は、それぞれ以下の通りであります。
（平成１５年３月期）
その他有価証券で時価のある株式に係る減損処理額 ２９７,８０４百万円
「時価が著しく下落した」と判断するための基準
時価が取得原価に比べて３０％以上下落したものについては、時価が著しく下落したものに該当すると判断し、自己査定に基づく債務者区分に応じて回復可能性を判断しております。
なお、時価が取得原価に比べて５０％以上下落したものについては、回復可能性を見込まず一律減損処理を行っております。
（平成１６年３月期）
その他有価証券で時価のある株式に係る減損処理額 ５０百万円
「時価が著しく下落した」と判断するための基準
自己査定による有価証券の発行会社による債務者区分に従い、次の通りとしております。
破綻先、実質破綻先、破綻懸念先、要注意先：時価が取得原価に比べて３０％以上下落
上記以外の先：時価が取得原価に比べて５０％以上下落

■ その他有価証券で時価のあるもの（連結） （単位：百万円）

株　式

債　券

国　債

地方債

社　債

その他

合　計

平成１５年３月末

評価差額

△５１,６９３

３０,４２０

２２,３７２

４,５２１

３,５２６

△４,５６５

△２５,８３８

うち益

５５,７３３

３０,８７４

２２,５１９

４,６５７

３,６９７

３,４９８

９０,１０６

うち損

１０７,４２７

４５４

１４７

１３６

１７０

８,０６３

１１５,９４５

平成１６年３月末

評価差額

２３１,５９３

△１,８４２

△３,７１２

１８８

１,６８１

１１,５７７

２４１,３２８

うち益

２４１,０１７

１３,２１８

８,２９１

２,２８７

２,６３９

１３,８３９

２６８,０７５

うち損

９,４２３

１５,０６１

１２,００４

２,０９８

９５７

２,２６２

２６,７４６

連結貸借対
照表計上額

１,２６７,３１０

４,４６３,４９６

３,８３３,３９６

１６４,３５３

４６５,７４５

２４８,４６９

５,９７９,２７６

取得原価

１,３１９,００４

４,４３３,０７６

３,８１１,０２４

１５９,８３２

４６２,２１９

２５３,０３４

６,００５,１１５

取得原価

６３０,１２８

５,６６３,８２７

４,４９９,３５６

２５８,３５２

９０６,１１７

４２０,８２３

６,７１４,７７９

連結貸借対
照表計上額

８６１,７２２

５,６６１,９８４

４,４９５,６４３

２５８,５４１

９０７,７９９

４３２,４０１

６,９５６,１０８

３,８３３,５７６
１６４,３５３
７４０,０３０
１,４５４,５５０
２７５,９４６
６,４６８,４５７

－
－
－
－

１,５３０
１,５３０

－
－
－
－
－
－

３,８３３,５７６
１６４,３５３
７４０,０３０
１,４５４,５５０
２７７,４７７
６,４６９,９８８

４,４９５,６５３
２８４,９０１
１,２８６,５７３
１,１０８,８２２
４７３,５０４
７,６４９,４５５

ー
ー
ー
ー
６２
６２

ー
ー
ー
ー

１３,３２８
１３,３２８

４,４９５,６５３
２８４,９０１
１,２８６,５７３
１,１０８,８２２
４６０,２３８
７,６３６,１８９
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■ 時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額（連結） （単位：百万円）

満期保有目的の債券

非上場内国債券

譲渡性預け金

買入金銭債権

その他有価証券

非上場内国債券

非上場株式（店頭売買株式を除く）

非上場外国証券

平成１６年３月末

７,７２９

４,５６１
－

３７０,５４４

２２９,１２１

２０,７５９

平成１５年３月末

６,７３２

４,６２０

９,９９５

２６７,０５１

１６６,９２５

２１,１４１

■ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額（連結） （単位：百万円）

債　券

国　債

地方債

社　債

その他

合　計

平成１５年３月末 平成１６年３月末

１年以内

１,２１３,４３５

１,０２７,４５５

１,７６０

１８４,２１９

１１０,７８５

１,３２４,２２１

１年超
５年以内

２,８７７,１５４

２,２９２,０５８

７１,４５５

５１３,６４１

１９,１６１

２,８９６,３１６

５年超
１０年以内

６４２,８７２

５１１,１０７

９１,１３８

４０,６２７

３,８３７

６４６,７１０

１０年超

４,３９８

２,９５５

－

１,４４２

２０,２６５

２４,６６３

１年以内

９３２,９９７

６９１,１０９

４,３３８

２３７,５４９

９,１２２

９４２,１１９

１年超
５年以内

４,３５３,０１９

３,１６６,９３５

１９１,８８０

９９４,２０２

２４０,９９６

４,５９４,０１５

５年超
１０年以内

４３４,７４４

３０１,７８４

８８,６８２

４４,２７７

９,８２５

４４４,５６９

１０年超

３４６,３６８

３３５,８２３

－

１０,５４４

３９,９０３

３８６,２７１

■ 当該連結会計年度中に売却したその他有価証券（連結） （単位：百万円）

売却額

売却益の合計額

売却損の合計額

平成１６年３月期

１０,２８２,２０５

１５６,００４

７０,３４２

平成１５年３月期

１７,５５４,３３７

９２,５３２

３０,７０５

■ その他有価証券評価差額金（連結） （単位：百万円）

評価差額

その他有価証券

その他の金銭の信託

（△）時価ヘッジ対象評価差額

（△）繰延税金負債

その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前）

（△）少数株主持分相当額

（＋）持分法適用会社が所有するその他有価証券に

（＋）係る評価差額金のうち親会社持分相当額
その他有価証券評価差額金

平成１６年３月末

２４１,３２８

２４１,３２８

－
３２１

９７,７０３

１４３,３０３

１,０２１

△７

１４２,２７５

平成１５年３月末

△２５,８３８

△２５,８３８

－

－
２,１２１

△２７,９６０

３０４

３０

△２８,２３４

■運用目的の金銭の信託（連結） （単位：百万円）

運用目的の金銭の信託

連結貸借対照表計上額

当該連結会計年度の損益に含まれた評価差額
７０,４２２

－
－
－

平成１５年３月期 平成１６年３月期

■その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（連結）

平成１５年３月期、平成１６年３月期ともに時価のあるその他の金銭の信託はありません。
なお、時価のないその他の金銭の信託については、平成１５年３月期において２７百万円、平成１６年３月期において７０,５００百万円をそれぞれ連結貸借対

照表上、取得原価で計上しております。

■満期保有目的の金銭の信託（連結）

平成１５年３月期、平成１６年３月期ともに該当ありません。

金銭の信託の時価等情報
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デリバティブ取引情報

○当連結会計年度（平成１５年４月１日から平成１６年３月３１日まで）
（デリバティブ取引関係）
１.取引の状況に関する事項
(１) 取引の内容
当社グループで取り扱っているデリバティブ取引は以下のとおりです。
q金利関連
金利先物、金利先物オプション、金利先渡契約、金利スワップ、金利オプション

w通貨関連
為替予約、通貨スワップ、通貨オプション

e株式関連
株式指数先物、株式指数オプション、有価証券店頭オプション

r債券関連
債券先物、債券先物オプション、債券店頭オプション

(２) 取引に対する取組方針及び利用目的
お客様の多様化したニーズに対応した金融商品を提供する上で、また、当社グループが晒される様々なリスクをコントロールする上で、デリバ
ティブ取引は欠かせないものとなっています。当社グループでは、以下の目的でデリバティブ取引を行っています。
qお客様のニーズへの対応
当社グループで行うデリバティブ取引は、お客様の多様化・高度化するヘッジニーズ、運用・調達ニーズに対応した商品を提供する目的の取引が
中心です。また、お客様に商品を提供するにあたりましては、デリバティブ取引は内在するリスクが大きいことから、商品内容、リスクの説明を
十分行った上で商品の提供を行っています。

w金融資産・負債等のヘッジ取引
貸出金・預金等の多数の金融資産・負債の状況から生じる金利リスクを適正にコントロールする手段として、金利スワップ等のデリバティブ取引
を利用しております。前連結会計年度までは、これを「マクロヘッジ」として実施しておりましたが、当連結会計年度からは資産・負債の将来にわ
たる価値を金利変動から守るための「公正価値ヘッジ」や将来のキャッシュ・フローを確定するための「キャッシュ・フロー・ヘッジ」といった「包
括ヘッジ」及び「個別ヘッジ」として実施しております。
グループ各社でヘッジ取引を行う場合には規程等を制定し、定期的にヘッジの有効性の検証等を実施する体制としています。

eトレーディング取引
短期的な相場変動や市場間の格差等を利用して利益を得ることを目的とするトレーディング取引でデリバティブ取引を行っています。

(３) 取引に係るリスクの内容とリスク管理体制
デリバティブ取引のリスクには、市場リスク、信用リスクなどがあります。市場リスクとは、金利や株価、外国為替などの相場変動によって損失が
発生するリスクです。信用リスクとは、取引相手先に債務不履行（デフォルト）が生じた場合に損失を被るリスクです。当社では、グループ全体での
リスク管理体制を定めた「グループリスク管理方針」と「グループリスク管理規程」を取締役会等で定め、この基本方針に則って、グループ全体での
リスク管理に取り組んでいます。
q市場リスク管理体制
当社グループの市場リスク管理は、当社が定めたリスク管理方針に則り、グループ各社がそれぞれの業務内容、リスクの状況に応じたリスク管
理を行っています。また、当社におきましては、グループ各社の市場リスクを統括して管理する部署として「リスク統括部」を設置しています。リ
スク統括部では、グループ各社のリスク管理方針、規程の妥当性の検証を通じて、グループ全体のリスク管理体制の整備を行うとともに、各社が
設定する上限枠について事前に当社と協議する体制としています。また、グループ各社の市場リスクの状況はリスク統括部が日次で把握して管
理するとともに経営陣へ報告しています。

w信用リスク管理体制
デリバティブ取引に係る信用リスクについては、カレント・エクスポージャー方式によるリスク額計測手法等を用いて与信相当額を把握し、貸出
金等のオンバランス取引と合算の上、市場・営業推進部門から独立した融資・審査部門がお取引先毎に取引限度額を設けるなどして、与信判断・
管理を行う体制としております。
また、お取引先の信用度の変化に応じて機動的に取引限度額の見直しを行うなどの運営管理にも努めております。

(注)１. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。
なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

２. 時価の算定
取引所取引については、東京金融先物取引所等における最終の価格によっております。
店頭取引については、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しております。

■ 金利関連取引 （単位：百万円）

平成１５年３月末 平成１６年３月末

取引所 金利先物 売　建

買　建

店　頭 金利スワップ 受取固定・支払変動

受取変動・支払固定

受取変動・支払変動

キャップ 売　建

買　建

フロアー 売　建

買　建

スワップション 売　建

買　建

合　計

契約額等

１１５,７００

２２５,０７８

１,８３９,８３３

１,９３２,３３２

３０９,５１０

３５３,７４０

２９３,９７０

１２,０００

１６,８７５

８５

１,０４４

／

うち１年超

１３,８８０

１２,４１６

１,４７３,９０８

１,３７４,５４９

２６３,３１０

１２３,５０８

９７,４９５

１２,０００

１６,６３１

８４

１,０４４

／

時　価

△２６

２９

５０,１５０

△３１,６３６

５５

２,６８７

１,４１３

４８４

６２８

０

２８

１７,４７２

評価損益

△２６

２９

５０,１５０

△３１,６３６

５５

２,１９８

△６９８

△４２５

５０２

△０

１８

２０,１６８

契約額等

１６２,２４０

１１３,０８７

４,１９７,５１４

４,２０７,１２８

８２３,３１０

２８５,８７４

２１６,０４４

１０,０００

１５,４２４

５,１８５

６,１４４

／

うち１年超

２８,７６９
１７,０９７

２,９４６,４４７
２,８０４,２８７
６０７,８１０
１７９,１３３
１３８,５４４
１０,０００
１５,２０６
５,１８５
６,０４４
／

時　価

２

△０

６７,００５

△４５,９４９

△２００

８９１

７８８

３２３

４５９

１０６

１１９

２０,９０４

評価損益

２

△０

１１,９９３

１７,０２１

△２００

１,６０８

△１７０

△２９３

２９６

７０

２８

３０,３５６



■ 通貨関連取引 （単位：百万円）

平成１５年３月末

店　頭 通貨スワップ
為替予約 売　建

買　建
合　計
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(注)１. 取引所取引はありません。
２．上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。
なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引及び外貨建金銭債権債務等に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の連結貸借対照表表示に反映されているもの、又は当該
外貨建金銭債権債務等が連結手続上消去されたものについては、上記記載から除いております。

３.時価の算定
割引現在価値等により算定しております。

４.従来、引直し対象としていた先物為替予約、通貨オプション等は、当連結会計年度からは上記に含めて記載しております。
なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２５号）に基づきヘッジ会計を適用している通貨ス
ワップ取引等については、上記記載から除いております。

■ 通貨関連取引 （単位：百万円）

平成１６年３月末

店　頭 通貨スワップ
為替予約 売　建

買　建
通貨オプション 売　建

買　建
合　計

契約額等

９２９,１０７
１６３
８４０
／

うち１年超

７００,３３９
－
－
／

時　価

７２１
△０
△８
７１２

評価損益

７２１
△０
△８
７１２

契約額等

９１６,９７３
２８１,８３１
３７９,０７５
１,５２８,６１６
１,５４９,０１０

／

うち１年超

７７２,７５１
１６,４３０
７７,２５０
２８４,０７１
２８０,２７６

／

時　価

△２,８２８
５,５７１
△６,７９３
４４,０１５
４８,９０８
８４２

評価損益

７,８６３
５,５７１
△６,７９３
△２,１０６
１４,８２７
１９,３６２

(注)１. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。
なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引及び下記注３の取引は、上記記載から除いております。

２.時価の算定
割引現在価値等により算定しております。

３.「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２５号）に規定する経過措置に基づき、期間損益計算を
行っている通貨スワップ取引等については、上記記載から除いております。
期間損益計算を行っている通貨スワップ取引の契約額等は、次のとおりであります。

また、同様に、先物為替予約、通貨オプション等のうち、連結会計年度末日に引直しを行い、その損益を連結損益計算書に計上しているもの、及び外貨建金銭債権債務等
に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の連結貸借対照表表示に反映されているもの、又は、当該外貨建債権債務等が連結手続上消去されたものについては、上記記
載から除いております。
引直しを行っている通貨関連デリバティブ取引の契約額等は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

平成１５年３月末

通貨スワップ

契約額等

８４,２４５

時　価

５４６

評価損益

５４６

（単位：百万円）

平成１５年３月末

店　頭 為替予約 売　建
買　建

通貨オプション 売　建
買　建

契約額等

３３２,６７４
３９２,５８７
１,１４６,３４１
１,２５１,８７５

(注)１. 店頭取引はありません。
２.上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。
なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

３.時価の算定
東京証券取引所等における最終の価格によっております。

■ 株式関連取引 （単位：百万円）

平成１５年３月末 平成１６年３月末

取引所 株式指数先物 売　建
買　建

株式指数オプション 売　建
買　建

合　計

契約額等

７９
－
－
－
／

うち１年超

－
－
－
－
／

時　価

０
－
－
－
０

評価損益

０
－
－
－
０

契約額等

７２０
－
－

１１０

／

うち１年超

－
－
－
－

／

時　価

△２１
－
－
０

△２０

評価損益

△２１
－
－
△０

△２１
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自己資本比率の状況

１,２８８,４７３
－
－

２５９,４３７
△９４０,７５１
２９３,５６５
２６４,２００

－
－

２００
△２,０８９

３６
－

８９８,３９９
７０,６００
４９,９５０
１４３,０４９
６９２,６５９
４８１,３５９
２１１,３００
８８５,６５８
８８５,６５８
１０,５５６

１,７７３,５０１
２１,６８５,９０３
１,２０１,９８７
２２,８８７,８９０

７.７４
（注）１. 当社の資本金は株式種類毎に分別できないため、非累積的永久優先株の金額は記載しておりません。

２. 告示第１３条第２項に掲げるもの、すなわち、ステップ･アップ金利等の特約を付すなど償還を行う蓋然性を有する株式等（海外特別目的会社の発行する優先出資証券を含む｡）であ
ります。

３. 告示第１４条第１項第３号に掲げる負債性資本調達手段で次に掲げる性質のすべてを有するものであります。
(１) 無担保で、かつ、他の債務に劣後する払込済のものであること
(２) 一定の場合を除き、償還されないものであること
(３) 業務を継続しながら損失の補てんに充当されるものであること
(４) 利払い義務の延期が認められるものであること

４. 告示第１４条第１項第４号及び第５号に掲げるものであります。ただし、期限付劣後債務は契約時における償還期間が５年を超えるものに限られております。
５. 告示第１５条第１項第１号に掲げる銀行持株会社等の資本調達手段の意図的な保有相当額、及び第２号に規定するものに対する投資に相当する額であります。

当社は、金融庁による「金融再生プログラム」の趣旨に則り、連結自己資本比率の算定に関し、新日本監査法人による外部監査を受けております。なお、本外部監査は、株式会社の監査等
に関する商法の特例に関する法律並びに証券取引法第１９３条の２の規定に基づく会計監査の一部ではありません。本外部監査は、当社及び監査法人の間で合意された手続に基づき、自
己資本比率の算定に係る当社グループの内部統制について、監査法人が調査の上、当社が評価を受けたもので、自己資本比率そのものについて意見を表明されたものではありません。

■連結自己資本比率（第二基準） （単位：百万円）

平成１５年３月末 平成１６年３月末

基本的項目 資本金
うち非累積的永久優先株 （注１）

新株式払込金
資本剰余金
利益剰余金
連結子会社の少数株主持分

うち海外特別目的会社の発行する優先出資証券 （※）
その他有価証券の評価差損（△）
自己株式払込金
自己株式（△）
為替換算調整勘定
営業権相当額（△）
連結調整勘定相当額（△）
計 （Ａ）

うちステップ・アップ金利条項付の優先出資証券（注２）
補完的項目 土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の４５％相当額

一般貸倒引当金
負債性資本調達手段等

うち永久劣後債務 （注３）
うち期限付劣後債務及び期限付優先株 （注４）

計
うち自己資本への算入額 （Ｂ）

控除項目 控除項目 （注５）（Ｃ）
自己資本額 (Ａ)＋(Ｂ)－(Ｃ) （Ｄ）
リスク・アセット 等 資産（オン･バランス）項目

オフ･バランス取引項目
計 （Ｅ）

連結自己資本比率（第二基準）＝（Ｄ）/（Ｅ）×１００（％）

７２０,４９９
－
－
－

△４３４,０７０
３００,８４９
２６４,２００
２８,２３４

－
２１,９８９
△９,５３１
１０８
１,８４０

５２５,５７４
７０,６００
６２,１２４
１７１,５５２
７４０,８５０
４９９,７５０
２４１,１００
９７４,５２７
５２５,５７４
１３,５９４

１,０３７,５５３
２５,８０３,９６５
１,６４４,４１２
２７,４４８,３７７

３.７８

(注)１. 店頭取引はありません。
２.上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。
なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

３.時価の算定
東京証券取引所等における最終の価格によっております。

■ 債券関連取引 （単位：百万円）

平成１５年３月末 平成１６年３月末

取引所 債券先物 売　建
買　建

債券先物オプション 売　建
買　建

合　計

契約額等

９９９
－
－
－
／

うち１年超

－
－
－
－
／

時　価

△１
－
－
－
△１

評価損益

△１
－
－
－
△１

契約額等

２,７６８
３,３２５
－

１,３６０
／

うち１年超

－
－
－
－
／

時　価

１７
△２４
－
４
△２

評価損益

１７
△２４
－
０
△５

■ 商品関連取引

平成１５年３月期、平成１６年３月期ともに該当ありません。

■ クレジットデリバティブ取引

平成１５年３月期、平成１６年３月期ともに該当ありません。
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発　　　　　行　　　　　体 ＲｅｓｏｎａＰｒｅｆｅｒｒｅｄＳｅｃｕｒｉｔｉｅｓ (Ｃａｙｍａｎ)１Ｌｉｍｉｔｅｄ
発　行　証　券　の　種　類 配当非累積型永久優先出資証券（以下「本優先出資証券」）
償　　　還　　　期　　　日 定めなし
任　　　意　　　償　　　還 平成２４年７月以降の各配当支払日に任意償還可能（ただし、金融庁の事前承認が必要）
発　　　行　　　総　　　額 ７０６億円
払　　　　　込　　　　　日 平成１４年３月２６日
配　　　　　当　　　　　率 平成２４年７月の配当支払日までの各配当期間については固定配当率。それ以降の配当期間については変動配当率が適用される。ステップ・アップ

あり。
配　 当　 支　 払　 日 毎年７月５日。ただし当該日が営業日でない場合は翌営業日とする。
強 制 配 当 条 項 ある会計年度について当社普通株式に対する配当を行った場合、その会計年度終了直後の配当支払日（強制配当支払日）に、本優先出資証券に対して

満額の配当を行わなければならない。ただし、以下の条件による制約を受ける。
（１）損失吸収事由証明書（注）１が交付されていないという条件
（２）優先株式配当制限が生じていないという条件（生じた場合には適用された限度まで配当が制限される）
（３）配当可能利益制限証明書（注）２が交付されていないという条件（交付された場合には適用された限度まで配当が制限される）

優 先 株 式 配 当 制 限 当社優先株式（注）３への配当が減額された場合には本優先出資証券への配当は、同じ割合となる金額まで制限される。
配 当 可 能 利 益 制 限 可処分配当可能利益（注）４不足（可処分配当可能利益の額が配当金総額を下回る場合）が発生した場合は、本優先出資証券に対して支払われる配当は、

可処分配当可能利益に制限される。
配 当 停 止 条 件 以下のいずれかの事由が発生した場合、本優先出資証券への配当の支払いは停止され、停止された配当は翌期以降に累積しない。

（１）当社が損失吸収事由証明書を交付した場合
（２）当社優先株式に対する配当を支払わなかった場合
（３）当社の可処分配当可能利益がない場合
（４）配当支払日が強制配当日でなく、かつ当社が当該配当支払日に一切配当を支払わないことを指示する旨の配当制限通知書を交付した場合

残　余　財　産　請　求　権 当社優先株式と実質的に同順位

発　　　　　行　　　　　体 ＲｅｓｏｎａＰｒｅｆｅｒｒｅｄＣａｐｉｔａｌ(Ｃａｙｍａｎ)４Ｌｉｍｉｔｅｄ
発　行　証　券　の　種　類 配当非累積型永久優先出資証券（以下「本優先出資証券」）
償　　　還　　　期　　　日 定めなし
任　　　意　　　償　　　還 平成２０年７月以降の各配当支払日に任意償還可能（ただし、金融庁の事前承認が必要）
発　　　行　　　総　　　額 ＳｅｒｉｅｓＡ ３３０億円

ＳｅｒｉｅｓＢ ２０２億円
払　　　　　込　　　　　日 平成１５年３月２８日
配　　　　　当　　　　　率 Ｓｅｒｉｅｓ Ａ 平成２０年７月の配当支払日までの各配当期間については固定配当率。それ以降の配当期間については変動配当率が適用される。ステッ

プ・アップなし。
ＳｅｒｉｅｓＢ 変動配当率。ステップ・アップなし。

配　 当　 支　 払　 日 毎年７月５日。ただし当該日が営業日でない場合は翌営業日とする。
強 制 配 当 条 項 ある会計年度について当社普通株式に対する配当を行った場合、その会計年度終了直後の配当支払日（強制配当支払日）に、本優先出資証券に対して

満額の配当を行わなければならない。ただし、以下の条件による制約を受ける。
（１）損失吸収事由証明書(注)１が交付されていないという条件
（２）優先株式配当制限が生じていないという条件（生じた場合には適用された限度まで配当が制限される）
（３）配当可能利益制限証明書(注)２が交付されていないという条件（交付された場合には適用された限度まで配当が制限される）

優 先 株 式 配 当 制 限 当社優先株式(注)３への配当が減額された場合には本優先出資証券への配当は、同じ割合となる金額まで制限される。
配 当 可 能 利 益 制 限 可処分配当可能利益(注)４不足（可処分配当可能利益の額が配当金総額を下回る場合）が発生した場合は、本優先出資証券に対して支払われる配当は、

可処分配当可能利益に制限される。
配 当 停 止 条 件 以下のいずれかの事由が発生した場合、本優先出資証券への配当の支払いは停止され、停止された配当は翌期以降に累積しない。

（１）当社が損失吸収事由証明書を交付した場合
（２）当社優先株式に対する配当を支払わなかった場合
（３）当社の可処分配当可能利益がない場合
（４）配当支払日が強制配当日でなく、かつ当社が当該配当支払日に一切配当を支払わないことを指示する旨の配当制限通知書を交付した場合

残　余　財　産　請　求　権 当社優先株式と実質的に同順位

発　　　　　行　　　　　体 ＲｅｓｏｎａＰｒｅｆｅｒｒｅｄＣａｐｉｔａｌ(Ｃａｙｍａｎ)１Ｌｉｍｉｔｅｄ
発　行　証　券　の　種　類 配当非累積型永久優先出資証券（以下「本優先出資証券」）
償　　　還　　　期　　　日 定めなし
任　　　意　　　償　　　還 平成２５年７月以降の各配当支払日に任意償還可能（ただし、金融庁の事前承認が必要）
発　　　行　　　総　　　額 ６７９億円
払　　　　　込　　　　　日 平成１４年９月２７日
配　　　　　当　　　　　率 平成２５年７月の配当支払日までの各配当期間については固定配当率。それ以降の配当期間については変動配当率が適用される。ステップ・アップ

なし。
配　 当　 支　 払　 日 毎年７月５日。ただし当該日が営業日でない場合は翌営業日とする。
強 制 配 当 条 項 ある会計年度について当社普通株式に対する配当を行った場合、その会計年度終了直後の配当支払日（強制配当支払日）に、本優先出資証券に対して

満額の配当を行わなければならない。ただし、以下の条件による制約を受ける。
（１）損失吸収事由証明書（注）１が交付されていないという条件
（２）優先株式配当制限が生じていないという条件（生じた場合には適用された限度まで配当が制限される）
（３）配当可能利益制限証明書（注）２が交付されていないという条件（交付された場合には適用された限度まで配当が制限される）

優 先 株 式 配 当 制 限 当社優先株式（注）３への配当が減額された場合には本優先出資証券への配当は、同じ割合となる金額まで制限される。
配 当 可 能 利 益 制 限 可処分配当可能利益（注）４不足（可処分配当可能利益の額が配当金総額を下回る場合）が発生した場合は、本優先出資証券に対して支払われる配当は、

可処分配当可能利益に制限される。
配 当 停 止 条 件 以下のいずれかの事由が発生した場合、本優先出資証券への配当の支払いは停止され、停止された配当は翌期以降に累積しない。

（１）当社が損失吸収事由証明書を交付した場合
（２）当社優先株式に対する配当を支払わなかった場合
（３）当社の可処分配当可能利益がない場合
（４）配当支払日が強制配当日でなく、かつ当社が当該配当支払日に一切配当を支払わないことを指示する旨の配当制限通知書を交付した場合

残　余　財　産　請　求　権 当社優先株式と実質的に同順位

(※) 優先出資証券の概要
当社では、「海外特別目的会社の発行する優先出資証券」を以下のとおり発行し、連結自己資本比率（第二基準）における自己資本の「基本的項目」に計上しております。
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（注）１.損失吸収事由証明書
当社に財政危機または潜在的な財政危機に伴う一定の事由（損失吸収事由）が発生し継続している場合に当社が発行体に交付する証明書。（ただし、損失吸収事由が以下の（４）の場合には、その交付は当社の裁量による。）
損失吸収事由とは、当社につき、以下の事由が発生する場合をいう。
(１)清算事由の発生（清算手続の開始、破産宣告、清算的更生計画作成許可、清算的再生計画提出）
(２)会社更生法に基づく会社更生手続の開始決定、商法に基づく会社整理手続の開始決定、民事再生法に基づく民事再生手続の開始決定がなされた場合、または、破産法に基づく強制和議のための債権者集会開催通
知が当社の債権者に送付された場合

(３)監督当局が、当社が支払不能または債務超過の状態にあること、もしくは当社を公的管理下におくこと、または第三者に譲渡することを宣言した場合
(４)連結自己資本比率または基本的項目の比率が、銀行規制により要求される最低水準を下回っているか、または当該配当により下回ることとなる場合
(５)債務不履行またはその恐れのある場合、または当該配当により債務不履行またはその恐れのある場合
(６)債務超過であるか、当該配当により債務超過となる場合

２.配当可能利益制限証明書
当社のある会計年度の可処分配当可能利益が、当該会計年度中に到来する本優先出資証券の配当支払日における配当金総額を下回る場合に、当社が発行体に交付する当該会計年度の可処分配当可能利益を記載した証
明書。

３.当社優先株式
当社により直接発行され、配当支払に関して最も優先順位の高い優先株式。

４.可処分配当可能利益
可処分配当可能利益とは、ある会計年度の直前の会計年度に係る当社の配当可能利益から、当該会計年度中に当社優先株式に対して既に支払われた配当額と今後支払われる予定配当額（ただし、当該会計年度に当社優
先株式に支払われる中間配当は可処分配当可能利益の計算上は考慮しない。）の合計額を控除したもの。ただし、当社の子会社によって発行され、配当請求権、議決権、及び清算時における権利が当社の財務状況及び経
営業績によって決定され、本優先出資証券が発行体に対して有する劣後関係と同様の関係を有する証券が存在する場合には、可処分配当可能利益の調整を行う。

発　　　　　行　　　　　体 ＲｅｓｏｎａＰｒｅｆｅｒｒｅｄＳｅｃｕｒｉｔｉｅｓ (Ｃａｙｍａｎ)４Ｌｉｍｉｔｅｄ
発　行　証　券　の　種　類 配当非累積型永久優先出資証券（以下「本優先出資証券」）
償　　　還　　　期　　　日 定めなし
任　　　意　　　償　　　還 平成２０年７月以降の各配当支払日に任意償還可能（ただし、金融庁の事前承認が必要）
発　　　行　　　総　　　額 ＳｅｒｉｅｓＡ ３２６億円

ＳｅｒｉｅｓＢ ２４９億円
払　　　　　込　　　　　日 平成１５年３月２８日
配　　　　　当　　　　　率 Ｓｅｒｉｅｓ Ａ 平成２０年７月の配当支払日までの各配当期間については固定配当率。それ以降の配当期間については変動配当率が適用される。ステッ

プ・アップなし。
ＳｅｒｉｅｓＢ 変動配当率。ステップ・アップなし。

配　 当　 支　 払　 日 毎年７月５日。ただし当該日が営業日でない場合は翌営業日とする。
強 制 配 当 条 項 ある会計年度について当社普通株式に対する配当を行った場合、その会計年度終了直後の配当支払日（強制配当支払日）に、本優先出資証券に対して

満額の配当を行わなければならない。ただし、以下の条件による制約を受ける。
（１）損失吸収事由証明書(注)１が交付されていないという条件
（２）優先株式配当制限が生じていないという条件（生じた場合には適用された限度まで配当が制限される）
（３）配当可能利益制限証明書(注)２が交付されていないという条件（交付された場合には適用された限度まで配当が制限される）

優 先 株 式 配 当 制 限 当社優先株式(注)３への配当が減額された場合には本優先出資証券への配当は、同じ割合となる金額まで制限される。
配 当 可 能 利 益 制 限 可処分配当可能利益(注)４不足（可処分配当可能利益の額が配当金総額を下回る場合）が発生した場合は、本優先出資証券に対して支払われる配当は、

可処分配当可能利益に制限される。
配 当 停 止 条 件 以下のいずれかの事由が発生した場合、本優先出資証券への配当の支払いは停止され、停止された配当は翌期以降に累積しない。

（１）当社が損失吸収事由証明書を交付した場合
（２）当社優先株式に対する配当を支払わなかった場合
（３）当社の可処分配当可能利益がない場合
（４）配当支払日が強制配当日でなく、かつ当社が当該配当支払日に一切配当を支払わないことを指示する旨の配当制限通知書を交付した場合

残　余　財　産　請　求　権 当社優先株式と実質的に同順位

発　　　　　行　　　　　体 ＲｅｓｏｎａＰｒｅｆｅｒｒｅｄＦｉｎａｎｃｅ (Ｃａｙｍａｎ)Ｌｉｍｉｔｅｄ
発　行　証　券　の　種　類 配当非累積型永久優先出資証券（以下「本優先出資証券」）
償　　　還　　　期　　　日 定めなし
任　　　意　　　償　　　還 平成２０年７月以降の各配当支払日に任意償還可能（ただし、金融庁の事前承認が必要）
発　　　行　　　総　　　額 １５０億円
払　　　　　込　　　　　日 平成１５年３月２８日
配　　　　　当　　　　　率 平成２０年７月の配当支払日までの各配当期間については固定配当率。それ以降の配当期間については変動配当率が適用される。ステップ・アップなし。
配　 当　 支　 払　 日 毎年７月５日。ただし当該日が営業日でない場合は翌営業日とする。
強 制 配 当 条 項 ある会計年度について当社普通株式に対する配当を行った場合、その会計年度終了直後の配当支払日（強制配当支払日）に、本優先出資証券に対して

満額の配当を行わなければならない。ただし、以下の条件による制約を受ける。
（１）損失吸収事由証明書(注)１が交付されていないという条件
（２）優先株式配当制限が生じていないという条件（生じた場合には適用された限度まで配当が制限される）
（３）配当可能利益制限証明書(注)２が交付されていないという条件（交付された場合には適用された限度まで配当が制限される）

優 先 株 式 配 当 制 限 当社優先株式(注)３への配当が減額された場合には本優先出資証券への配当は、同じ割合となる金額まで制限される。
配 当 可 能 利 益 制 限 可処分配当可能利益(注)４不足（可処分配当可能利益の額が配当金総額を下回る場合）が発生した場合は、本優先出資証券に対して支払われる配当は、

可処分配当可能利益に制限される。
配 当 停 止 条 件 以下のいずれかの事由が発生した場合、本優先出資証券への配当の支払いは停止され、停止された配当は翌期以降に累積しない。

（１）当社が損失吸収事由証明書を交付した場合
（２）当社優先株式に対する配当を支払わなかった場合
（３）当社の可処分配当可能利益がない場合
（４）配当支払日が強制配当日でなく、かつ当社が当該配当支払日に一切配当を支払わないことを指示する旨の配当制限通知書を交付した場合

残　余　財　産　請　求　権 当社優先株式と実質的に同順位
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単体財務諸表

■貸借対照表 （単位：百万円、％）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
（平成１５年３月３１日） （平成１６年３月３１日）

資産の部 流動資産
現金及び預金
前払費用
未収収益
その他

流動資産合計
固定資産
有形固定資産※１
器具及び備品
その他
有形固定資産合計

無形固定資産
商標権
ソフトウェア
無形固定資産合計

投資その他の資産
関係会社株式
関係会社長期貸付金※２
長期前払費用
その他
投資損失引当金
投資その他の資産合計

固定資産合計
繰延資産
創立費

繰延資産合計
資産の部合計

負債及び資本の部 流動負債
短期借入金
一年以内返済予定関係会社長期借入金
未払金
未払費用
未払法人税等
未払消費税等
その他

流動負債合計
固定負債
社　債※３、４
長期借入金※５
関係会社長期借入金

固定負債合計
負債の部合計
資本金※６
資本剰余金
資本準備金※１０
その他資本剰余金
資本金及び資本準備金減少差益
自己株式処分差益

資本剰余金合計
利益剰余金
当期未処理損失
利益剰余金合計

自己株式※７
資本の部合計
負債及び資本の部合計

６,０２４
２８５
１,３１７
１,９８１
９,６０９

２４
０
２５

９８
２２
１２１

１,０３５,９５２
３００,０００

２２
１
－

１,３３５,９７６
１,３３６,１２３

２２８
２２８

１,３４５,９６０

－
１,５００
－

４,１２２
９
７６
１９

５,７２８

１５,０２０
３３１,０００
３００,０００
６４６,０２０
６５１,７４８
１,２８８,４７３

８２９,８２９

４０,０００
１

８６９,８３０

１,４６３,９０２
△１,４６３,９０２

△１９０
６９４,２１２
１,３４５,９６０

(０.７１)

(９９.２７)

(０.０２)
(１００.００)

(０.４２)

(４８.００)
(４８.４２)
(９５.７２)

(６４.６３)

(△１０８.７６)
(△０.０１)
(５１.５８)
(１００.００)

４,８５０
２９１
５５２
１８８
５,８８３

２２
０
２２

９７
７

１０４

８０４,４３８
３００,０００

－
１８

△４０９,８５６
６９４,６００
６９４,７２７

３４２
３４２

７００,９５２

４,１００
－
０

８１３
５

１３２
１８

５,０７０

１５,０２０
３３２,５００

－
３４７,５２０
３５２,５９０
７２０,４９９

７３１,９１６

４０,０００
－

７７１,９１６

１,１４３,９４２
△１,１４３,９４２

△１１１
３４８,３６２
７００,９５２

(０.８４)

(９９.１１)

(０.０５)
(１００.００)

(０.７２)

(４９.５８)
(５０.３０)
(１０２.７９)

(１１０.１２)

(△１６３.１９)
(△０.０２)
(４９.７０)
(１００.００)

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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■損益計算書 （単位：百万円、％）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
（平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日まで） （平成１５年４月１日から平成１６年３月３１日まで）

営業収益
関係会社受取配当金※１
関係会社受入手数料※１
関係会社貸付金利息※１

営業費用
支払利息※２
販売費及び一般管理費※２、３

営業利益
営業外収益
受取利息
受入手数料
為替差益
その他

営業外費用
支払利息
社債利息※４
創立費償却
新株発行費償却
その他

経常利益
特別利益
関係会社株式売却益

特別損失
関係会社株式評価損
投資損失引当金繰入額

税引前当期純損失
法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額
当期純損失
前期繰越利益（△は前期繰越損失）
減資による欠損てん補額
当期未処理損失

３２,５６６
１９,１１９
６,９０３
６,５４３
１３,１５１
８,９０１
４,２４９
１９,４１５
１１７
０

１１５
－
２

３,０６８
８２９
５３９
１１４
１,５５４
３０

１６,４６４
－
－

１,４８０,３５８
１,４８０,３５８

－
１,４６３,８９４

８
－

１,４６３,９０２
△３７２,０２５
３７２,０２５
１,４６３,９０２

(１００.００)

(４０.３８)

(５９.６２)
(０.３５)

(９.４２)

(５０.５５)
(－)

(４,５４５.７１)

(４,４９５.１６)

(４,４９５.１８)

１３,０７８
９４１
７,０８７
５,０５０
１０,８７１
５,０５０
５,８２１
２,２０６
２７
２
７
１３
４

４４７
３２３
－

１１４
５
３

１,７８７
６,７８２
６,７８２

１,１６１,１１９
７５１,２６３
４０９,８５６
１,１５２,５５０

８
９９３

１,１５３,５５２
９,６１０
－

１,１４３,９４２

(１００.００)

(８３.１２)

(１６.８８)
(０.２１)

(３.４２)

(１３.６７)
(５１.８５)

(８,８７７.９５)

(８,８１２.４３)

(８,８２０.０９)

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

■損失処理計算書 （単位：百万円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
（平成１５年６月２７日）

（当期未処理損失の処理）
当期未処理損失
損失処理額
資本準備金取崩額
その他資本剰余金取崩額

次期繰越損失
（その他資本剰余金の処分）
その他資本剰余金
その他資本剰余金処分額
利益剰余金への振替額

その他資本剰余金次期繰越額

１,４６３,９０２
５４２,６２９
５０２,６２７
４０,００１
９２１,２７２

４０,００１
４０,００１
４０,００１

－

１,１４３,９４２
７７１,９１６
７３１,９１６
４０,０００
３７２,０２５

４０,０００
４０,０００
４０,０００

－
（注）平成１５年３月期の日付は株主総会承認年月日であります。
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■ 重要な会計方針 （平成１６年３月期）

１.有価証券の評価基準及び評価方法
有価証券の評価は、子会社株式については、移動平均法による原価法に
より行っております。

２.固定資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産

有形固定資産は、定率法を採用しております。なお、耐用年数は次の
とおりであります。
器具及び備品：２年～２０年

（２）無形固定資産
商標権：定額法を採用し、１０年で償却しております。
ソフトウェア：自社利用のソフトウェアについては、社内における利
用期間（５年）に基づく定額法により償却しております。

３.繰延資産の処理方法
創立費については、商法施行規則の規定により毎期均等額（５年）を償
却しております。新株発行費は一括費用処理しております。

４.リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理に
よっております。

５.消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

６.その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項
固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設
定に関する意見書」（企業会計審議会平成１４年８月９日））及び「固定資産
の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号平成
１５年１０月３１日）が平成１６年３月３１日から平成１７年３月３０日までに終了
する事業年度に係る財務諸表について適用することを妨げないことと
されたことに伴い、同会計基準及び同適用指針を適用しております。こ
れによる税引前当期純損失に与える影響はありません。

■ 表示方法の変更
前事業年度まで固定負債の「長期借入金」に含めて表示しておりました
「関係会社長期借入金」は当事業年度から区分掲記しました。

■ 注記事項 （平成１６年３月期）

（貸借対照表関係）
※１.有形固定資産の減価償却累計額は２２百万円であります。
※２.関係会社長期貸付金は、他の債務よりも債務の履行が後順位である
旨の特約が付された劣後特約付貸付金であります。

※３.関係会社に対する負債が以下のとおり含まれています。
社債 １５,０２０百万円

※４.社債は、全て他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が
付された劣後特約付社債であります。

※５.長期借入金のうち３１４,０００百万円は、他の債務よりも債務の履行が
後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金であります。

※６.会社が発行する株式の総数
普通株式 ７３,０００,０００千株
優先株式 ９,４４９,１１７千株

発行済株式の総数
普通株式 １１,３７５,０６９千株
優先株式 ９,４４３,９３３千株

※７.当社が保有する自己株式の数
普通株式 ２,１６０千株

※８．配当制限
当社の定款に定めるところにより、優先株主に対しては、次に定め
る各種優先株式の優先配当金を超えて配当することはありません。
甲種第一回優先株式 １株につき２４円７５銭
乙種第一回優先株式 １株につき ６円３６銭
丙種第一回優先株式 １株につき ６円８０銭
丁種第一回優先株式 １株につき１０円７５銭
戊種第一回優先株式 １株につき１４円３８銭
己種第一回優先株式 １株につき１８円５０銭
第１種第一回優先株式 １株につき ９０銭８分
第２種第一回優先株式 １株につき ９０銭８分
第３種第一回優先株式 １株につき ９０銭８分

※９.「貸借対照表上の純資産から新株式払込金（又は新株式申込証拠
金）、土地再評価差額金及びその他有価証券評価差額金の合計額を
控除した金額」から「資本金、資本準備金及び利益準備金の合計額」
を差し引いた資本の欠損の額は１,４２４,０９１百万円であります。
資本準備金による欠損てん補
欠損てん補に充当された金額 ７３１,９１６百万円
欠損てん補を行った年月 平成１５年６月

（損益計算書関係）
※１. 営業収益のうち関係会社との取引

関係会社受取配当金 １９,１１９百万円
関係会社受入手数料 ６,９０３百万円
関係会社貸付金利息 ６,５４３百万円

※２. 営業費用のうち関係会社との取引
支払利息 ２,３５７百万円
販売費及び一般管理費 ７７８百万円

※３. 販売費及び一般管理費のうち、主要なものは次のとおりであります。
なお、全額が一般管理費に属するものであります。
給料・手当 １,８０５百万円
業務委託料 ８６０百万円
土地建物機械賃借料 ７１４百万円
支払手数料 ２５９百万円
減価償却費 ２３百万円

※４. 営業外費用のうち関係会社との取引
社債利息 ５３９百万円

（リース取引関係）
（借主側）
１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引
・リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び年度末
残高相当額
取得価額相当額
器具及び備品 １５百万円
その他 ６百万円
合計 ２１百万円

減価償却累計額相当額
器具及び備品 ９百万円
その他 ０百万円
合計 ９百万円

年度末残高相当額
器具及び備品 ６百万円
その他 ５百万円
合計 １１百万円

未経過リース料年度末残高相当額
１年以内 ４百万円
１年超 ８百万円
合計 １２百万円

・当事業年度の支払リース料、減価償却費相当額
及び支払利息相当額
支払リース料 ４百万円
減価償却費相当額 ３百万円
支払利息相当額 ０百万円

※１０．
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・減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によってお
ります。
・利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当
額とし、各期への配分方法については、利息法によっております。

２．オペレーティング・リース取引
・未経過リース料
１年以内 ２百万円
１年超 ３百万円
合計 ５百万円

リース資産に配分された減損損失はありませんので、項目等の記載は
省略しております。

（有価証券関係）
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

（税効果会計関係）
１.繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
関係会社株式償却否認額 ７９４,２９２百万円
税務上の繰越欠損金 ２７３,５７７百万円
その他 ４百万円
繰延税金資産小計 １,０６７,８７４百万円
評価性引当額 △１,０６７,８７４百万円
繰延税金資産の純額 ー百万円

（１株当たり情報）
１株当たり純資産額 △１６２円１０銭
１株当たり当期純損失 １５６円３４銭
潜在株式調整後１株当たり当期純利益 ー円ー銭
（注）１.１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利

益の算定上の基礎は、次のとおりであります。

当期純損失 １,４６３,９０２百万円
普通株主に帰属しない金額 ー百万円
普通株式に係る当期純損失 １,４６３,９０２百万円
普通株式の期中平均株式数 ９,３６３,５７６千株
希薄化効果を有しないため、
潜在株式調整後1株当たり 優先株式 ９銘柄
当期純利益の算定に含めな （発行済株式総数
かった潜在株式の概要 ９,４４３,９３３千株）

２.潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、当期純
損失が計上されているので、記載しておりません。

（重要な後発事象）
欠損の填補等のための資本の減少

当社は、平成１６年６月２５日開催の定時株主総会において､資本金を減少さ
せることを決議いたしました。これは、平成１６年３月期決算に係る損失処
理において、資本準備金などの取り崩しを行った後も、多額の繰越損失を
残すこととなったため、この繰越損失を一掃するとともに当社の財務戦略
の柔軟性を高めるべく行ったものです。

(１)資本減少の内容
q 減資すべき資本の額
当社の資本の額１,２８８,４７３,８８８,４１８円を９６１,２７２,６２１,４２７円減少
し、３２７,２０１,２６６,９９１円といたします。

w 資本の減少の方法
発行済株式数を変更せず、資本の額のみを減少する方法（無償減
資）によります。

e 減少すべき資本のうち欠損の填補に充つるべき額
９２１,２７２,６２１,４２７円
なお、減少すべき資本の額との差額４０,０００,０００,０００円につきま
してはその他資本剰余金に振り替えられます。

(２)資本減少の日程
q 定時株主総会決議日
平成１６年６月２５日

w 債権者異議申述最終期日
平成１６年８月９日(予定）

e 減資効力発生日
平成１６年８月１０日(予定）
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■信託財産残高表 （単位：百万円、%）

資　産　貸出金
有価証券
信託受益権
受託有価証券
金銭債権
動産不動産
土地の賃借権
その他債権
銀行勘定貸
現金預け金
合　計

負　債　金銭信託
年金信託
財産形成給付信託
投資信託
金銭信託以外の金銭の信託
有価証券の信託
金銭債権の信託
土地及びその定着物の信託
土地の賃借権の信託
包括信託
合　計

２３５,０５５
３,４５０,０１３
２０,６３３,６１６

２８
５８５,９６３
３６５,５２７
１,９７７
１３,７４３
４０３,８４９
３０,０９０

２５,７１９,８６６
９,４９５,１７５
５,３５５,６８９
２,１１５

９,０００,８５７
２３５,７３１
２１８,９６０
６０７,０６６
２１８,６５４
４,９１９

５８０,６９５
２５,７１９,８６６

０.９１
１３.４１
８０.２３
０.００
２.２８
１.４２
０.０１
０.０５
１.５７
０.１２

１００.００
３６.９２
２０.８２
０.０１
３４.９９
０.９２
０.８５
２.３６
０.８５
０.０２
２.２６

１００.００

３２６,０２８
２,４０６,３９３
２１,１３５,９４７

２５５
６８９,５９１
２５６,９７０
１,９７７
５,３６１

２６７,６００
６４,７０１

２５,１５４,８２６
９,９１１,３６７
５,８８７,６４５
２,４２２

７,４４７,５７０
２６７,３４９
２３１,９７９
６０２,１８４
２１３,６８５
４,９１３

５８５,７０８
２５,１５４,８２６

１.３０
９.５７
８４.０２
０.００
２.７４
１.０２
０.０１
０.０２
１.０６
０.２６

１００.００
３９.４０
２３.４１
０.０１
２９.６１
１.０６
０.９２
２.３９
０.８５
０.０２
２.３３

１００.００

平成１５年３月末 平成１６年３月末
金　額 構成比 金　額 構成比

(注)１．合算対象の連結子会社
平成１５年３月末 株式会社りそな銀行、りそな信託銀行株式会社
平成１６年３月末 株式会社りそな銀行、りそな信託銀行株式会社

２．信託財産運用のために再信託された信託を控除して計上しております。
３．「信託受益権」に含まれている資産管理を目的として再信託を行っている金額
平成１５年３月末 ２１,１３１,２９０百万円 平成１６年３月末 ２０,６３０,１１２百万円

４．共同信託他社管理財産
平成１５年３月末 ６,２１２,０７５百万円 平成１６年３月末 ４,７４４,３７３百万円

信託業務に関する指標（連結情報）

「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づき信託業務を営む連結会社毎の信託財産額を単純合算しております。

■有価証券残高の状況 （単位：百万円、%）

国　債
地方債
社　債
株　式
その他の証券
合　計

３０.２０
２.１０
１０.０６
３１.４９
２６.１５
１００.００

７２６,６１８
５０,４２７
２４２,１６４
７５７,８７６
６２９,３０６
２,４０６,３９３

４１.００
２.９１
１２.８７
２３.４３
１９.７９
１００.００

１,４１４,５１４
１００,４７２
４４４,０９６
８０８,４２７
６８２,５０１
３,４５０,０１３

平成１５年３月末 平成１６年３月末
有価証券残高 構成比 有価証券残高 構成比

■元本補てん契約のある信託の受入・運用状況 （単位：百万円）

受入状況 元本
債権償却準備金
その他
期末受託残高計

運用状況 貸出金
有価証券
その他
期末運用残高計

５９６,３４８
８８０
６３４

５９７,８６３
２９１,４７５
１２６,０３９
１８０,３４７
５９７,８６３

５６９,０５７
７００
△３９７

５６９,３５９
２２９,３０７
１０２,０００
２３８,０５２
５６９,３５９

平成１５年３月末 平成１６年３月末

(注)１．当社は、貸付信託を取り扱っていません。
２．信託財産運用のために再信託された信託を含み、その内訳は次のとおりであります。
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（参考）資産の査定の額 （単位：億円）

破産更生債権及びこれらに準ずる債権
危険債権
要管理債権
正常債権

１２
７３
２３７
１,９６８

５１
４６
２３２
２,５８３

平成１５年３月末 平成１６年３月末

■業種別貸出状況 （単位：百万円、%）

製造業
農　業
林　業
漁　業
鉱　業
建設業
電気・ガス・熱供給・水道業
情報通信業
運輸業
卸売・小売業
金融・保険業
不動産業
各種サービス業
地方公共団体
その他
合　計

２.０３
０.４８
ー

０.０２
ー

１.１１
０.００
０.０２
０.４５
２.８２
１９.５１
１９.７４
６.０７
ー

４７.７５
１００.００

３,７３６
１,４８０
ー
５１
ー

２,６９２
ー
６１
１８８
６,１３３
４２,２８９
３６,１０６
９,６０３
ー

１３２,７１６
２３５,０５５

１.５９
０.６３
ー

０.０２
ー

１.１４
ー

０.０３
０.０８
２.６１
１７.９９
１５.３６
４.０９
ー

５６.４６
１００.００

６,６０８
１,５６１
ー
６２
ー

３,６１１
０
７４

１,４５４
９,２１８
６３,６０８
６４,３７７
１９,７７６

ー
１５５,６７３
３２６,０２８

平成１５年３月末
貸出金残高 構成比

平成１６年３月末
貸出金残高 構成比

資本の状況他（単体情報）
■資本金の推移

資本金
平成１６年３月末

１,２８８,４７３

平成１５年３月末

７２０,４９９

（単位：百万円）

■発行済株式数

種　類

普通株式

甲種第一回優先株式
乙種第一回優先株式
丙種第一回優先株式
丁種第一回優先株式
戊種第一回優先株式
己種第一回優先株式
第１種第一回優先株式
第２種第一回優先株式
第３種第一回優先株式
計

事業年度末現在発行数
（平成１６年３月３１日）

１１,３７５,０６９,８４５

５,９７０,０００
６８０,０００,０００
１２０,０００,０００
１５６,０００

２４０,０００,０００
８０,０００,０００

２,７５０,０００,０００
２,８１７,８０７,８６１
２,７５０,０００,０００
２０,８１９,００３,７０６

内　容

議決権あり

議決権あり
議決権あり
議決権あり

ー

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名

大阪証券取引所
市場第一部

東京証券取引所
市場第一部

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

（単位：株）

（単位：百万円）

受入状況 元本
期末受託残高計

運用状況 有価証券
その他
期末運用残高計

ー
ー
ー
ー
ー

７１,０３０
７１,０３０
７１,０２６

３
７１,０３０

平成１５年３月末 平成１６年３月末

３. リスク管理債権の状況
平成１５年３月末　貸出金２９１,４７５百万円のうち、破綻先債権額は１,８７１百万円、延滞債権額は７,９４７百万円、３ヵ月以上延滞債権額は３７３百万円、貸出条件緩和債権額は２２,９１８

百万円であります。また、これらの債権額の合計は３３,１１０百万円であります。
平成１６年３月末　貸出金２２９,３０７百万円のうち、破綻先債権額は３８３百万円、延滞債権額は８,２７３百万円、３ヵ月以上延滞債権額は８４９百万円、貸出条件緩和債権額は２２,９３３

百万円であります。また、これらの債権額の合計は３２,４３８百万円であります。

(注) 甲種、乙種、丙種、丁種、戊種及び己種第一回優先株式については、平成１５年６月２７日開催の当社第２期定時株主総会において、優先配当金を支払う旨の議案が提出されなかったことか
ら、同総会以降、商法等の一部を改正する法律（平成１３年法律第１２８号附則第３条）ならびに当社定款第１４条の規定により当社の株主総会における議決権を有しており、平成１６年５月２４日
開催の当社取締役会において、優先配当金を支払う旨の決議が行われなかったことから引続き議決権を有しております。
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■普通株式所有者別内訳 （平成１６年３月３１日現在）

区　分 株主数（人） 所有株式数（単元） 割　合（％）
政府及び地方公共団体
金融機関
証券会社
その他の法人
外国法人等
うち個人

個人その他
合　計
単元未満株式の状況

（注）１.１単元の株式数は１,０００株であります。
２.上記「個人その他」及び「単元未満株式の状況」の中には、自己名義の株式がそれぞれ２,１６０単元及び３０２株が含まれております。
３.上記「その他の法人」の中には、証券保管振替機構名義の株式が４,５５２単元含まれております。

１,３５１
１,４０９,１０９
２４０,２２６
７,２６９,２８３
６１３,６０６

１
１,８１５,７３５
１１,３４９,３１０
２５,７５９,８４５

０.０１
１２.４１
２.１２
６４.０５
５.４１
０.００
１６.００
１００.００

ー

１２
１８３
１０４

１４,０９９
３７９
１

２２６,１７３
２４０,９５０

ー

■普通株式所有数別内訳 （平成１６年３月３１日現在）

区　分 株主数（人） 割　合（%） 所有株式数（単元） 割　合（％）

（注）１.１単元の株式数は１,０００株であります。
２.上記のほか、「単元未満株式」が、２５,７５９,８４５株あります。
３.証券保管振替機構名義の株式４,５５２,０００株は「１,０００単元以上」に４,５５２単元含まれております。

（注）１.預金保険機構は、平成１５年８月７日に当社と株式会社りそな銀行との株式交換により普通株式等の割当て交付をうけ、主要株主となりました。
２.上記の信託銀行所有株式数のうち、当該銀行の信託業務に係る株式数は次のとおりであります。
日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社 ２２９,３１４千株
日本マスタートラスト信託銀行株式会社 １２０,４５７千株

０.２２
０.１４
１.２４
１.８３
２１.８７
１７.０６
５７.６４
１００.００

８,８９３,１９０
２３７,９１７
５２４,６７６
２８２,４２４
９０１,４８７
２４８,４８１
２６１,１３５

１１,３４９,３１０

７８.３６
２.１０
４.６２
２.４９
７.９４
２.１９
２.３０

１００.００

５２１
３４９
２,９９５
４,３９８
５２,６９６
４１,１０２
１３８,８８９
２４０,９５０

１,０００単元以上
５００単元以上
１００単元以上
５０単元以上
１０単元以上
５単元以上
１単元以上

合　計

１,０００単元未満
５００単元未満
１００単元未満
５０単元未満
１０単元未満
５単元未満

■大株主（普通株式） （平成１６年３月３１日現在）（単位：千株）

所有株式数 発行済株式総数に対する
氏名又は名称 住所 （千株） 所有株式数の割合（％）
預金保険機構 東京都千代田区有楽町１丁目１２番１号 ５,７００,７３９ ５０.１１
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 東京都中央区晴海１丁目８番１１号 ２２９,３１４ ２.０１
日本マスタートラスト信託銀行株式会社 東京都港区浜松町２丁目１１番３号 １２０,４５７ １.０５
日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番１０号 １１１,５４３ ０.９８
第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町１丁目１３番１号 ９４,１１７ ０.８２
野村ホールディングス株式会社 東京都中央区日本橋１丁目９番１号 ７９,０４９ ０.６９
りそなホールディングス従業員持株会 大阪市中央区備後町２丁目２番１号 ７２,１９１ ０.６３
大同生命保険株式会社 大阪市西区江戸堀１丁目２番１号 ７０,０００ ０.６１
富士火災海上保険株式会社 大阪市中央区南船場１丁目１８番１１号 ６４,５８９ ０.５６
日動火災海上保険株式会社 東京都中央区銀座５丁目３番１６号 ６２,８７５ ０.５５
合　計 ６,６０４,８７７ ５８.０６

株

■大株主（優先株式） （平成１６年３月３１日現在）（単位：千株、％）

優先株式 株主名　　　　　　 所有株式数　 持株比率
甲種第一回優先株式
乙種第一回優先株式
丙種第一回優先株式
丁種第一回優先株式

戊種第一回優先株式
己種第一回優先株式
第１種第一回優先株式
第２種第一回優先株式
第３種第一回優先株式

２４０,０００
８０,０００

２,７５０,０００
２,８１７,８０７
２,７５０,０００

５,９７０
６８０,０００
１２０,０００
１５６

１００.００
１００.００
１００.００
１００.００

１００.００
１００.００
１００.００
１００.００
１００.００

株式会社シマノ
株式会社整理回収機構
株式会社整理回収機構
エイビー・インターナショナル・ケイマン・トラスト アクティング
スルー イッツトラスティ クイーンズゲイト・バンク・アンド・トラス
ト・カンパニー・リミテッド（常任代理人株式会社りそな銀行）
株式会社整理回収機構
株式会社整理回収機構
預金保険機構
預金保険機構
預金保険機構
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■ 概要

株式会社りそな銀行 

株式会社埼玉りそな銀行 

株式会社近畿大阪銀行 

株式会社奈良銀行 

りそな信託銀行株式会社 

他9社 

●主要な子会社及び関連会社 

〈銀行・信託業務〉 

・りそな総合研究所株式会社 

・大和ギャランティ株式会社 

・あさひ銀保証株式会社 

・日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 

・P.T.Bank Resona Perdania 

 

〈証券業務〉 

・コスモ証券株式会社 

 

〈金融関連業務〉 

・あさひカード株式会社 

・株式会社大和銀カード 

・りそなキャピタル株式会社 

株
式
会
社
　
り
そ
な
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス 

〈銀行・信託業務〉 

〈銀行・信託業務〉 

〈銀行業務〉 

〈銀行業務〉 

〈銀行業務〉 

■りそなグループの事業系統図（平成１６年３月末現在）

当社は、子会社である株式会社りそな銀行、株式会社埼玉りそな銀行、株式会社近畿大阪銀行、株式会社奈良銀行及びりそな信託銀行株式会
社等とともに、りそなグループを構成しております。
平成１５年６月に子会社である株式会社りそな銀行は、公的資金の注入を受け、子会社・関連会社についてリスクファクターの徹底的な排除、

ならびに本来的業務及び銀行付随業務に絞り込むという観点から、抜本的な見直しを行い整理・再編を行いました。
この結果、当社グループは、当連結会計年度末は国内連結子会社２８社（平成１５年３月末比△１４社）、海外連結子会社２１社（同△１社）及び持分
法適用関連会社４社（同△３社）となりました。
なお、有価証券報告書提出日においては、国内連結子会社は２１社となっております。

当社グループの組織を図によって示すと次のとおりであります。

当社の従業員数 （平成１６年３月末）

従業員数
２２８人
（－）

平均年齢

３８歳６月

平均勤続年数

１５年２月

平均年間給与

７,４８０千円

■ 従業員の状況
連結会社における従業員数 （平成１６年３月末）

銀行信託業務 証券業務 金融関連業務 合計
従業員数（人） １６,８１０ ７３１ ４８４ １８,０２５

（１２,０６４） （１２０） （２２６） （１２,４００）
（注） １.従業員数は、海外の現地採用者を含み、嘱託及び臨時従業員１３,３８４人を含んでおりません。

２.臨時従業員は、（ ）内に年間の平均人員を外書きで記載しております。
３.当連結会計年度における従業員数の減少は、連結子会社の整理再編等によるものです。

（注）１.当社従業員は全員、株式会社りそな銀行、株式会社埼玉りそな銀行、株式会社近畿大阪銀行他２社からの出向者であり、平均勤続年数は各銀行で
の勤続年数を通算しております。

２.臨時従業員数は、（ ）内に年間の平均人員を外書きで記載しております。
３.平均年間給与は、平成１６年３月末の当社従業員に対して各銀行で支給された年間の給与（時間外手当を含む）を合計したものであります。
４.平均年齢、平均勤続年数及び平均年間給与は、それぞれ単位未満を切り捨てて表示しております。
５.当事業年度における従業員数の減少は、本部機能の効率化等によるものです。
６.当社には従業員組合はありません。労使間においては特記すべき事項はありません。

組　織

（注）１.コスモ証券株式会社は平成１６年４月２２日に当社の子会社であるりそな銀行が保有するコスモ証券株式の一部を譲渡したため、当社の関係会社ではなくなりました。
２.あさひ銀保証株式会社は平成１６年４月１日にりそな保証株式会社に名称を変更いたしました。
３.あさひカード株式会社、株式会社大和銀カード、株式会社大阪カードサービスは平成１６年７月１日に合併し、りそなカード株式会社となりました。
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■りそなホールディングスの概要

商　　号：株式会社りそなホールディングス（英文名称「ＲｅｓｏｎａＨｏｌｄｉｎｇｓ,Ｉｎｃ.」）

所 在 地：大阪市中央区備後町２丁目２番１号

資 本 金：１兆２,８８４億円

業務内容：グループの経営戦略、営業戦略等の策定、グループ内の経営資源の配分および子会社各社の経営管理等

監
査
委
員
会

財務部

広報部

業務サービス部

人材サービス部

システム部

信用リスク統括室

コンプライアンス統括部

内部監査部

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
・
ガ
バ
ナ
ン
ス
事
務
局

取

締

役

会

代

表

執

行

役

り
そ
な
競
争
力
向
上

委
員
会

監
査
委
員
会
事
務
局

指
名
委
員
会

報
酬
委
員
会

グ
ル
ー
プ
経
営
委
員
会

経
営
会
議

統合推進室

IR室

関連事業室

競争力向上委員会事務局

企画部

■ 組織図（平成１６年６月末現在）

リスク統括部

株

主

総

会



り
そ
な
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス

財
務
・
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
デ
ー
タ

164

■取締役 （平成１６年６月２５日現在）

役職名 氏名 兼職

取締役兼代表執行役会長 細谷　英二 (株)りそな銀行取締役兼代表執行役会長
指名委員会委員
報酬委員会委員

取締役兼代表執行役社長 川田　憲治 (株)りそな銀行取締役兼代表執行役

取締役 石橋　雅夫
監査委員会委員

取締役（社外） 荒川　洋二 弁護士
監査委員会委員 (株)りそな銀行取締役（社外）

取締役（社外） 井上　輝一 トヨタ自動車(株)顧問
監査委員会委員 豊田合成（株）監査役

(株)りそな銀行取締役（社外）

取締役（社外） 小池　俊二 (株)サンリット産業代表取締役社長
報酬委員会委員長 (株)りそな銀行取締役（社外）

取締役（社外） 箭内　　昇 アローコンサルティング事務所代表
監査委員会委員長 (株)りそな銀行取締役（社外）

取締役（社外） 林野　　宏 (株)クレディセゾン代表取締役社長
指名委員会委員長 (株)りそな銀行取締役（社外）

取締役（社外） 渡邉　正太郎 社団法人経済同友会副代表幹事･専務理事
指名委員会委員 (株)りそな銀行取締役（社外）
報酬委員会委員

■執行役 （平成１６年６月２５日現在）

役職名 氏名 兼職

内部監査部担当 梶田　邦治 りそな銀行執行役

システム部長 田中　　卓 りそな銀行執行役

業務サービス部長兼 石井　　進 りそな銀行執行役
システム部（アウトソーシング事業）担当

企画部担当 深井　　慎 りそな銀行執行役、
りそな信託銀行取締役（非常勤）

企画部（再編）担当 上林　義則 奈良銀行代表取締役社長兼執行役員

人材サービス部長 山岡　和馬 りそな銀行執行役、
埼玉りそな銀行取締役（非常勤）

財務部長 東　　和浩 りそな銀行執行役

リスク統括部担当兼 磯野　　薫 りそな銀行執行役、
コンプライアンス統括部担当 奈良銀行取締役（非常勤）

企画部統合推進室長 佐藤　尚文 りそな銀行執行役

企画部ＩＲ室担当兼広報部担当兼 池田　一義 りそな銀行執行役、
コーポレートガバナンス事務局担当 近畿大阪銀行取締役（非常勤）
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子会社等の状況

名　称 
 

資本金又は 
　出資金 
 

住　所 
主要な事業 
　の内容 

設立年月日 
 

当　社 
議決権比率 
（％） 

子会社等 
議決権比率 
（％） 

大阪市中央区 銀行 

信託 

100.0 － 百万円

279,928
大正7年
5月15日 

株式会社りそな銀行 

大阪市中央区 銀行 100.0 － 百万円

38,971
昭和25年
11月24日

株式会社近畿大阪銀行 

さいたま市浦和区 銀行 100.0 － 百万円

50,000
平成14年
8月27日 

株式会社埼玉りそな銀行 

奈良県奈良市 銀行 100.0 － 百万円

5,862
昭和28年
3月16日

株式会社奈良銀行 

東京都千代田区 銀行 

信託 

79.3 － 百万円

10,000
平成13年
12月10日

りそな信託銀行株式会社 

大阪市中央区 証券 － 60.3百万円

32,366
大正6年
12月18日

コスモ証券株式会社 

岡山県津山市 証券 － 74.9百万円

535
昭和19年
8月15日

津山証券株式会社 

東京都豊島区 ファイナンス － 100.0百万円

10,200
昭和54年
7月5日

あさひ銀リテールファイナンス株式会社 

大阪市中央区 信用保証 

コンサルティング 

－ 100.0百万円

20,680
昭和44年
7月23日

大和ギャランティ株式会社 

さいたま市浦和区 信用保証 － 100.0百万円

72,800
昭和50年
5月8日

あさひ銀保証株式会社 

東京都中央区 ファクタリング － 100.0百万円

5,200
昭和53年
10月25日

りそな決済サービス株式会社 

大阪市西区 信用保証 － 99.9百万円

2,397
平成7年
3月17日

近畿大阪信用保証株式会社 

東京都千代田区 債権管理回収 － 100.0百万円

500
平成12年
10月25日

りそな債権回収株式会社 

東京都中央区 抵当証券 － 99.8百万円

9,900
昭和59年
2月9日

共同抵当証券株式会社 

東京都中央区 クレジットカード 

信用保証 

－ 25.0百万円

200
昭和58年
2月12日

あさひカード株式会社 

大阪市中央区 － 100.0百万円

30
平成元年

4月1日
株式会社大阪カードサービス 

大阪市中央区 クレジットカード 

信用保証 

－ 100.0百万円

200
昭和58年
4月1日

株式会社大和銀カード 

東京都中央区 ベンチャーキャピタル 

クレジットカード 

－ 75.6百万円

4,500
昭和63年
3月29日

りそなキャピタル株式会社 

大阪市中央区 ベンチャーキャピタル － 73.0百万円

60
昭和62年
12月1日

コスモエンタープライズ株式会社 

大阪市中央区 コンサルティング － 64.3百万円

930
昭和61年
10月1日

りそな総合研究所株式会社 

連結子会社 （平成１６年３月末現在）
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名　称 
 

資本金又は 
　出資金 
 

住　所 
主要な事業 
　の内容 

設立年月日 
 

当　社 
議決権比率 
（％） 

子会社等 
議決権比率 
（％） 

大阪市中央区 事務等受託 － 100.0百万円

90
昭和55年
2月6日

大和銀総合管理株式会社 

さいたま市浦和区 事務等受託 － 100.0百万円

80
昭和55年
7月25日

あさひ銀ビジネスサービス株式会社 

大阪市中央区 事務等受託 － 100.0百万円

330
昭和56年
5月1日

大和ビジネスサービス株式会社 

大阪市中央区 事務等受託 － 100.0百万円

30
平成5年
4月1日

大和銀オペレーションビジネス株式会社 

大阪市中央区 人材派遣 

福利厚生 

－ 100.0百万円

60
昭和62年
10月2日

りそな人事サポート株式会社 

大阪市中央区 ビデオ作成 － 100.0百万円

10
昭和55年
8月15日

りそなビデオ・カルチャー株式会社 

東京都中央区 担保不動産の 

競落・管理 

－ 100.0百万円

300
平成7年
1月12日

あさひ総合管理株式会社 

東京都目黒区 

 

ビル清掃・ 

管理 

－ 100.0百万円

10
昭和54年
9月20日

あさひ銀ビル管理株式会社 

英国領西インド諸島 

グランドケイマン島 

ファイナンス － 100.0千米ドル

10
平成2年
12月28日

Daiwa International Finance 

（Cayman） Limited

英国 

ロンドン市 

証券 

投資顧問 

－ 100.0千英ポンド

33,600
昭和55年
12月29日

Resona Bank 

（Capital Management）Plc

英国領西インド諸島 

グランドケイマン島 

ファイナンス － 100.0千米ドル

10
平成4年
9月11日

Daiwa PB Limited

インドネシア共和国 

ジャカルタ 

銀行 － 48.5百万インドネシア
ルピア
240,000

昭和31年
2月15日

P.T.Bank Resona Perdania

インドネシア共和国 

ジャカルタ 

 

リース － 100.0百万インドネシア
ルピア
25,000

昭和59年
11月7日 

P.T. Resona Indonesia　 

Finance

タイ王国 

バンコック 

投資・　　　　　 

コンサルティング 

－ 49.0千タイバーツ

5,000
平成7年
1月12日 

TD Consulting Co., Limited

中国 

香港 

清算手続中 － 100.0千香港ドル

200
平成11年
10月27日 

Resona Overseas 
Servicing Co.,  
Limited

英国領西インド諸島 

グランドケイマン島 

英国領西インド諸島 

グランドケイマン島 

英国領西インド諸島 

グランドケイマン島 

英国領西インド諸島 

グランドケイマン島 

英国領西インド諸島 

グランドケイマン島 

 

ファイナンス 

ファイナンス 

ファイナンス 

ファイナンス 

ファイナンス 

 

－ 

100.0 

100.0 

－ 

100.0 

 

100.0

－

－ 

100.0 

－ 

 

千米ドル

10

百万円

68,000

百万円

7,000

百万円

68,250

百万円

53,300

平成6年
2月25日

平成14年
8月30日

平成14年
8月30日 

平成15年
3月10日

平成14年
8月30日 

Asahi Finance （Cayman） Ltd 

. 

Resona Preferred 
Capital 
（Cayman）1Limited 

Resona Preferred 
Capital 
（Cayman）2Limited 

Resona Preferred 
Capital 
（Cayman）3Limited 

Resona Preferred 
Capital 
（Cayman）4Limited 
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名　称 
 

資本金又は 
　出資金 
 

住　所 
主要な事業 
　の内容 

設立年月日 
 

当　社 
議決権比率 
（％） 

子会社等 
議決権比率 
（％） 

英国領西インド諸島 

グランドケイマン島 

英国領西インド諸島 

グランドケイマン島 

英国領西インド諸島 

グランドケイマン島 

英国領西インド諸島 

グランドケイマン島 

英国領西インド諸島 

グランドケイマン島 

英国領西インド諸島 

グランドケイマン島 

英国領西インド諸島 

グランドケイマン島 

英国領西インド諸島 

グランドケイマン島 

英国領西インド諸島 

グランドケイマン島 

ファイナンス 

ファイナンス 

ファイナンス 

ファイナンス 

ファイナンス 

ファイナンス 

ファイナンス 

ファイナンス 

ファイナンス 

100.0 

－ 

100.0 

100.0 

－ 

100.0 

100.0 

－ 

100.0

－ 

100.0 

－ 

－ 

100.0 

－ 

－ 

100.0 

－ 

百万円

2,400

百万円

53,300

百万円

71,900

百万円

9,400

百万円

73,180

百万円

57,600

百万円

2,600

百万円

57,600

百万円

15,100

平成15年
3月10日 

平成15年
3月10日 

平成14年
3月13日

平成15年
2月12日 

平成15年
3月10日 

平成15年
3月10日 

平成15年
3月10日 

平成15年
3月10日 

平成15年
2月12日 

Resona Preferred 
Capital 
（Cayman）5Limited 

Resona Preferred 
Capital 
（Cayman）6Limited 

Resona Preferred 
Securities 
（Cayman）1Limited 

Resona Preferred 
Securities 
（Cayman）2Limited 

Resona Preferred 
Securities 
（Cayman）3Limited 

Resona Preferred 
Securities 
（Cayman）4Limited 

Resona Preferred 
Securities 
（Cayman）5Limited 

Resona Preferred 
Securities 
（Cayman）6Limited 

Resona Preferred 
Finance 
（Cayman）Limited

名　称 
 

資本金又は 
　出資金 
 

住　所 
主要な事業 
　の内容 

設立年月日 
 

当　社 
議決権比率 
（％） 

子会社等 
議決権比率 
（％） 

東京都中央区 

 

大阪市中央区 

 

大阪市住之江区 

 

東京都府中市 

信託 

銀行 

－ 

－ 

－ 

－ 

 

33.3

25.0

28.6

33.3

百万円

51,000

百万円

30

百万円

130

百万円

300

平成12年
6月20日

平成元年

4月1日

平成元年

7月5日

日本トラスティ･サービス 

信託銀行株式会社 

株式会社大阪カードディーシー 

 

近畿大阪コンピュータ 

サービス株式会社 

日本トラスティ情報 

システム株式会社 

 

クレジットカード 

情報処理サービス 

昭和63年
11月1日 

情報処理サービス 

持分法適用関連会社 （平成１６年３月末現在）

(注) １．あさひ銀リース株式会社、大和ファクター・リース株式会社、近畿大阪リース株式会社、りそなアセットマネジメント株式会社、大和銀総合システム株式会社、あさひ銀総合システム株
式会社、大和銀コンピュータサービス株式会社、あさひ銀ソフトウェア株式会社、ディアンドアイ情報システム株式会社は平成１５年４月以降、平成１６年３月までに株式売却等により連
結対象外となりました。

２．株式会社大阪カードサービスは平成１６年２月に株主構成の変更により、持分法適用関連会社から連結子会社となりました。
３．あさひ銀ファイナンスサービス株式会社は平成１５年１２月に商号変更し、りそな決済サービス株式会社となりました。
４．あさひ債権回収株式会社は平成１５年１０月に商号変更し、りそな債権回収株式会社となりました。
５．大和オフィスサービス株式会社、あさひ銀キャリアサービス株式会社、大和銀厚生サービス株式会社、近畿大阪ビジネスサービス株式会社は平成１５年１２月合併し、りそな人事サポー
ト株式会社となりました。

６．あさひ銀保証株式会社は平成１６年４月に商号変更し、りそな保証株式会社となりました。
７．大和銀総合管理株式会社、あさひ銀ビジネスサービス株式会社、大和ビジネスサービス株式会社、大和銀オペレーションビジネス株式会社、りそなビデオ・カルチャー株式会社は平
成１６年４月に合併し、りそなビジネスサービス株式会社となりました。

８．コスモ証券株式会社、津山証券株式会社、コスモエンタープライズ株式会社は株式売却等により平成１６年４月に連結対象外となりました。
９．あさひ総合管理株式会社は平成１６年４月に商号変更し、りそなトータルメンテナンス株式会社となりました。
１０. 共同抵当証券株式会社は、平成１６年４月に東京都豊島区に移転しました。
１１. あさひカード株式会社、株式会社大和銀カード、株式会社大阪カードサービスは平成１６年７月１日に合併し、りそなカード株式会社となりました。

(注) １．あさひリテール証券株式会社は平成１５年１０月に株主構成の変更により、持分法適用関連会社から連結対象外となりました。
２．株式会社大阪カードサービスは平成１６年２月に株主構成の変更により、持分法適用関連会社から連結子会社となりました。
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北海道・東北

東海

甲信越

関東

九州

中国・四国

3

17

626

31

2

11

北海道：２
（有人店舗：２）
宮城県：１
（有人店舗：１）

茨城県：２
（有人店舗：１ 無人店舗：１）
栃木県：１４
（有人店舗：１ 無人店舗：１３）
群馬県：１
（有人店舗：１）

広島県：１
（有人店舗：１）
高知県：１
（有人店舗：１）

福岡県：９
（有人店舗：６ 無人店舗：３）
長崎県：１
（無人店舗：１）
熊本県：１
（有人店舗：１）

埼玉県：４４４
（有人店舗：１１３ 無人店舗：３３１）
千葉県：２６
（有人店舗：１５ 無人店舗：１１）
東京都：２７８
（有人店舗：１２４ 無人店舗：１５４）
神奈川県：９３
（有人店舗：３４ 無人店舗：５９）

滋賀県：６
（有人店舗：３ 無人店舗：３）
京都府：２２
（有人店舗：７ 無人店舗：１５）
大阪府：４７３
（有人店舗：２３６ 無人店舗：２３７）
兵庫県：５９
（有人店舗：３４ 無人店舗：２５）
奈良県：６４
（有人店舗：３０ 無人店舗：３４）
和歌山県：２
（有人店舗：２）

静岡県：６
（有人店舗：４ 無人店舗：２）
愛知県：２２
（有人店舗：７ 無人店舗：１５）
三重県：３
（有人店舗：３）

841

店舗数合計 １,５３６カ店
（平成１６年３月末現在）

有人店舗数

無人店舗数

店舗数合計

（注）１. 有人店舗は本支店、出張所の合計（代理店を含む。払込専門支店・共同利用ATM管理専門支店を除く）。
（注）２. 無人店舗は共同設置のものを除く。
（注）３. 首都圏：東京都、埼玉県、神奈川県、千葉県

関西圏：大阪府、兵庫県、京都府、奈良県、滋賀県、和歌山県

■国内ネットワーク

りそな

３５０

５２３

８７３

埼玉りそな

１１２

３３２

４４４

近畿大阪

１４４

２６

１７０

奈良

２０

２５

４５

りそな信託

４

０

４

合計

６３０

９０６

１,５３６

首都圏

２８６

５５５

８４１

関西圏

３１２

３１４

６２６

（平成１６年３月末現在）

■海外ネットワーク

りそな

４

（平成１６年３月末現在）

首都圏

関西圏

合計

４

5

新潟県：１
（有人店舗：１）
山梨県：２
（有人店舗：１ 無人店舗：１）
長野県：２
（有人店舗：１ 無人店舗：１）

駐在員事務所

りそなグループの店舗ネットワーク



り
そ
な
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス

財
務
・
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
デ
ー
タ

169

平成１６年３月末現在

株式会社りそな銀行（ＲｅｓｏｎａＢａｎｋ,Ｌｔｄ.）

設立： 大正７年５月

本店所在地： 大阪市中央区備後町２丁目２番１号

代表者： 会長　細谷 英二

資本金： ２,７９９億円

有人店舗数（代理店を含む）： ３５０カ店

従業員数： ８,４８１人

預金残高： ２０兆３,２８８億円

貸出金残高： １８兆５,９０５億円（銀行勘定）

株式会社埼玉りそな銀行（ＳａｉｔａｍａＲｅｓｏｎａＢａｎｋ,Ｌｔｄ.）

設立： 平成１４年８月

本店所在地： 埼玉県さいたま市浦和区常盤七丁目４番１号

代表者： 社長　利根 忠博

資本金： ５００億円

有人店舗数（代理店を含む）： １１２カ店

従業員数： ２,８１６人

預金残高： ８兆６,３１４億円

貸出金残高： ４兆９,８０３億円

株式会社近畿大阪銀行(ＴｈｅＫｉｎｋｉＯｓａｋａＢａｎｋ,Ｌｔｄ.) 

設立： 昭和２５年１１月

本店所在地: 大阪市中央区城見１丁目４番２７号

代表者: 社長　水田 廣行

資本金: ３８９億７１百万円

有人店舗数（出張所を含む）: １４４カ店

従業員数： ２,３５８人

預金残高： ３兆４,９３６億円

貸出金残高： ２兆５,４１５億円

株式会社奈良銀行(ＴｈｅＮａｒａＢａｎｋ,Ｌｔｄ.) 

設立： 昭和２８年３月

本店所在地: 奈良市下三条町８番地

代表者: 社長　上林 義則（平成１６年６月末現在）

資本金: ５８億円

有人店舗数: ２０カ店

従業員数： ２４５人

預金残高： １,６３５億円

貸出金残高： １,３３６億円

りそな信託銀行株式会社(ＲｅｓｏｎａＴｒｕｓｔ& ＢａｎｋｉｎｇＣｏ.，Ｌｔｄ.) 

設立： 平成１３年１２月

本店所在地: 東京都千代田区大手町１丁目１番２号

代表者: 社長　新井 信彦

資本金: １００億円

制度設計・管理業務： 制度数　約２,６００制度、加入者　約１８８万人

資産運用業務： 年金　約６兆３,０００億円、指定単　約５兆７,０００億円

資産管理業務： 年金　約７兆２,０００億円、法人信託　約２０兆円

従業員数： ４３６人

グループ各銀行の概要
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銀行法第５２条の２８に基づいて、下記の決算公告を行いました。
なお、同法第５２条の２９第１項の規定により、本決算公告を掲載しています。

決算公告（写）
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銀行法施行規則等による開示項目（りそなホールディングス）

○経営の組織 ･････････････････････････････････････････････････１１４、１６２～１６３

○資本金及び発行済株式総数 ･･･････････････････････････････････････････１６０

○大株主･･･････････････････････････････････････････････････････････････････････１６１

○取締役及び執行役一覧 ･････････････････････････････････････････････････１６４

○主要な事業の内容及び組織の構成･･････････････････････････１６２～１６３

○銀行持株会社の子会社等に関する事項････････････････････１６５～１６７

○直近の営業年度の営業の概況････････････････････････････････１２６～１２７

○直近５連結会計年度の主要な経営指標等の推移･････････････････１３１

○連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書･･１３２～１３４、１３６～１３９

○リスク管理債権残高･････････････････････････････････････････････････････１２８

○連結自己資本比率 ･･･････････････････････････････････････････････１５２～１５４

○セグメント情報････････････････････････････････････････････････････････････１４０

○監査法人の監査（証券取引法第１９３条の２）････････････････････････１３２

○連結自己資本比率の算定に関する外部監査･･････････････････････１５２

銀行持株会社及びその子会社等の直近2連結会計年度の財産の状況に関する事項

銀行持株会社及びその子会社等の主要な業務に関する事項

銀行持株会社及びその子会社等の概況

銀行持株会社の概況及び組織に関する事項

銀行法施行規則第３４条の２６


